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要約-1 

要約 

 

1．プロジェクトの背景・経緯  

コンゴ共和国（以下「コ」国という）では、原油への経済依存から脱却し自国経済を

持続的に成長させるため、産業の多角化とともに、農畜水産業の生産性を高めて食糧

自給率を向上させることを重要な開発課題としている。特に水産業は、村落経済の中

で大きな貢献をしており、FAO では GDP 貢献度を 2.75%と試算している。とりわけ食

料安全保障の面で魚類が果たしている貢献は大きく、国全体の 24.9%の動物蛋白食料

の供給を担っているとされる。  

「コ」国は「貧困削減戦略文書 2008-2010」（DSRP : Document de Stratégie de Croissance 

de Réduction de la Pauvreté 2008-2010）、「雇用の増加と貧困削減のための戦略文書」

（DSCERP: Document de Strategie de Croissance des Emplois et de Reduction de la Pauvreté）

ともに国家開発計画の優先課題として食料安全保障を掲げ、農・水産業の開発による

国内食料確保を通じた貧困削減の促進を目指している。「漁業養殖業政策方針」（Lerttre 

de politique de la pêche et de l’aquaculture）（2013 年 7 月）では、漁業及び養殖業の役割

は、国の食料自給と安全保障に寄与し、雇用を創出することにあるとし、国内市場を

充足させ、桟橋や港などを整備して水揚げを効率化し、生産のバリューチェーンを改

善しつつ、衛生的かつ高品質の生産物を消費者に提供すること、人的能力の強化を図

ること、行政組織を改革すること等を戦略として掲げている。  

「コ」国の一人当たりの年間魚消費量（26.52kg）（2009 年 FAO）はアフリカ平均の

年間魚消費量 9.1kg、世界平均 18.1kg を大きく上回っており、アフリカではかなり高

い水準となっている。「コ」国の 2000 年から 2010 年の 10 年間の漁業生産量は 44 千ト

ンから 64 千トンへ増加したが、一方では人口増加率 3.13%と推定される人口増による

水産物需要の増大があり、水産物消費量は 2000 年の 67 千トンから 2010 年には 106 千

トンと漁業生産量の増加を超える伸びを示している。この不足分約 42 千トン（2010

年）は外国からの冷凍魚と塩干魚の輸入で補っているものの、輸入依存から脱却し、

適切な魚類供給体制を確立しなければ、今後の人口増加により重大な供給不足に陥る

危険性がある。  

 

「コ」国の漁業は、内水面漁業、企業型海面漁業、零細海面漁業に分類される。漁業

生産量は内水面漁業が 48%、海面漁業が 52％（企業型漁業が 33%、零細漁業が 19%）

を占め、本件の協力対象である零細漁業は、食料供給において重要な役割を果たして

いる。  

海面漁業は、大西洋に接しているクイルー県とポワント・ノワール県で行われ、ポ

ワント・ノワール市は零細漁業の中心地であるとともに同国唯一の企業漁業の基地で

「コ」国の海面漁業の生産を全面的に担っている。  

しかし、ポワント・ノワール市では零細漁業の水産物バリューチェーンの上流から
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下流まで各段階の整備が遅れており、安全な水産物流通ができず、漁業生産の増強が

阻害されている。  

零細漁業水産物バリューチェーン改善に関わる課題としては、水産物バリューチェ

ーンを担う漁民、仲買人、市場の販売人、加工人に至る関係者の鮮度及び衛生意識が

低いことが挙げられる。操業段階では漁獲から陸への水揚げまで氷を利用しないまま

長時間常温で船上に置く、仲買人は水揚げされた漁獲物をゴミが混ざった砂浜にその

まま置いて販売する、市場の販売人は、ごみ処理、給排水、清掃、冷蔵設備の未整備な

ど多くの課題を抱え、食品を扱う衛生的な環境が全く整っていない市場で、畜肉と隣

接する区画で鮮魚の販売をしている。また、加工人は鮮度劣化した原魚を使用してい

る上、輸送時の汚染による品質劣化も著しい。  

次に、漁獲から流通、加工の各過程のインフラが未整備であるとともに、操業、流

通、加工段階における技術が未熟で生産性が低いことが挙げられる。操業段階では漁

船や漁具の能力向上や近代化が遅れている、流通段階では、氷の販売会社が限られて

おり、冷蔵庫や冷凍庫といった保蔵インフラも未整備である。加工設備は旧式で生産

効率が低く、燻製品、塩干品の加工技術は低いままにとどまっており、燻製時の炭化

や虫害等により損失率は高く、保蔵中や輸送中の品質劣化による損失を避けることが

難しい。  

漁民や加工人の組織化が進んでいないことも課題である。漁獲、流通、加工に至る

各段階が個人（または非常に小規模のグループ）で行われていることから、漁獲、流

通、加工の一連の流通網が整備されておらず、組織化が進んでいないため、行政から

の漁業者への融資制度や漁業活動を支援する制度（漁業用燃油免税、漁業機材の投資

に対する支援など）の整備も進んでいない。  

この他、ポワントノワール市では、特に零細漁業と企業漁業の両方が競合して操業

している状態にあり、資本力のない零細漁業者は、行政制度による支援がない限り、

インフラや技術を向上することが難しい状況にある。零細漁業振興とその漁獲物のバ

リューチェーンを構築し、将来的に持続的な水産資源管理につなげていくためには、

水産行政機能の強化、零細漁業者支援制度の整備は必須と考えられる。  

 

本プロジェクト（PECHVAL : Projet d’Etude pour l’amélioration de la chaîne de valeurs 

des produits halieutiques de Pointe-Noire）では、上記のような「コ」国零細漁業の問題点

のうち、水産物バリューチェーンに与えている負の影響が最も顕著で、問題の取り組

みに緊急性のある課題について、その対策案を検討し、「品質保持計画」、「水産物加工

方法の改善計画」、「公設市場における水産物販売方法の改善」及び「水揚げ浜の管理

計画」をパイロットプロジェクトとして選定した。また、これらの実施に必要な荷捌

きや販売等のスペース、清水や氷、燃油の供給を行う場として小規模な「零細漁業セ

ンターの建設」とその「運営管理のための組織に対する支援」もパイロットプロジェ

クトとして実施した。  

本プロジェクトは、当初 2012 年 9 月から 2016 年 3 月までの 3 年 6 ヶ月の期間が見
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込まれていたが、零細漁業センターの建設工事が難航し、現地建設業者の不履行、再

選定、後継業者による工事の遅延等を経て、2018 年 2 月に完工し、瑕疵保証期間終了

後の 2019 年 4 月まで実施された。  

 

2. ポワント・ノワール市零細漁業水産物バリューチェーン改善計画  

（1）バリューチェーン改善計画の基本構想  

零細漁業水産物バリューチェーン改善計画は、海面零細漁業に焦点を当て、水産物

バリューチェーンを改善することにより、食料としての水産物の安全性を確保し、流

通量を増大させ、零細漁業関係者の所得が向上することで貧困の削減を図り、経済発

展に寄与しようとするものである。  

零細漁業水産物バリューチェーンの「弱みを分析し、改善する取り組み」は、主とし

て「零細漁業生産及び流通を取り巻く環境からの汚染を防除し、水産物の鮮度劣化、

品質低下を防ぐ」取り組み、「零細漁業基盤施設を整備し、零細漁業の漁獲ロス、加工

ロス、流通ロスの削減により零細漁業生産物の流通量を拡大する」取り組み、「零細漁

業関係組合の組織化支援体制を確立し、零細漁業関係者及び組合に対する財務支援を

拡充・強化する」取り組み、及び「「コ」国農畜水産省の零細漁業管理に対する取り組

みの中で遅れている分野の水産行政機能と体制を強化する」取り組みに分類される。  

 

ポワント・ノワール市零細漁業水産物バリューチェーン改善計画（マスタープラン）

は、改善の基本軸を示す「基本構想」、基本構想を実現するためのバリューチェーン各

段階における改善策とそれらの達成目標を時間軸で表す「ロードマップ」及び当面取

り掛かるべき改善策の「アクションプラン」により構成される。  

 

基本構想 1：零細漁業生産及び流通を取り巻く環境からの汚染を防除し、水産物の鮮

度劣化、品質低下を防ぐ。  

 開発目標：安全で衛生的な水産食品の国民への提供。  

  

基本構想 2：  零細漁業基盤施設を整備し、零細漁業の漁獲ロス、加工ロス、流通ロス

の削減により零細漁業生産物の流通量を拡大する。  

開発目標：零細漁業生産物国内供給の安定確保。  

 

基本構想 3：零細漁業関係組合の組織化支援体制を確立し、零細漁業関係者及び組合

に対する財務支援を拡充強化する。  

開発目標：零細漁業生産能力の増強と経営の安定による生産と流通の増大。  

 

基本構想 4：「コ」国農畜水産省の零細漁業管理に対する取り組みの中で遅れている分

野の水産行政機能と体制を強化する。  

 開発目標：持続的漁業資源管理。  
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（2）ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーン改善に向けたロードマップ  

ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーンには、多様なステークホルダ

ーが関わっており、またバリューチェーンの各段階はきわめて脆弱であるので、バリ

ューチェーンの改善までには長い時間を要することが予想される。そのため零細漁業

の各ステークホルダーが零細漁業水産物バリューチェーン改善の方向性について共通

認識を有したうえで、各課題について優先順位をつけて解決していくことが必要であ

る。  

零細漁業水産物バリューチェーンの改善のためには各基本軸で時間軸に沿ってマ

イルストーンを置き、進捗を確認しながら取り組みを進めることが肝要である。各基

本軸の開発目標の達成までに要する時間を最長時間とし、その中の時間をいくつかに

区切って、マイルストーンの設定と実現のためのロードマップ策定をおこなった。次

ページに「零細漁業水産物バリューチェーン改善までのマイルストーン」を示す。  

 

次表では、2020 年を基準とし、最初の 2 年間はバリューチェーンの最も遅れて跛行

している部分を出発点に戻すための基礎作りを行うこととしている。具体的には、漁

業（操業）、流通の現場における汚染を少なくする、水産資源情報の把握や法規制、組

織体制の構築を始めるとともに、長い時間と労力を要する漁民、加工人に対する現場

での実務技術指導の開始とそれらを担う中核的人材の養成に取り組み始める。  

その後の 2 年間で主要な漁業現場、流通現場における汚染を減少させ、鮮魚の品質

を改善し、漁家経営の安定化を目指して財務的支援が開始される。また、水産資源基

礎情報の整備が始まり、資源調査機能が強化される。  

それから 5 年後には、漁業機材の免税効果により漁業能力が向上すると共に、漁法

の改良や共同化・組織化による加工設備の増強で生産能力が高まってくる。また、安

全な水産食品に対する漁業者、流通業者、消費者の意識が高まる。水産資源保全のた

めの取り締まりも強化され、水産資源量調査への取り組みが始まる。  

さらに 10 年後には、各地での漁業指導普及員による技術指導により生産力が一層

高まると予想される。漁村の生活環境も改善され、鮮魚販売が清潔な環境で行われる

と共に、国内流通網の整備により、漁業生産物の国内流通量も増大する。水産資源情

報の整備も進み、主要魚種の漁獲可能量の推定が可能となっている。  

目標年の 15 年後には、新型ピローグの採用等により生産が増えた、鮮度の良い、汚

染されていない零細漁業生産物が零細漁業センターを経て、衛生的、近代的な魚市場

で取引されている。零細漁業と企業漁業との係争も解消し、漁民、加工人の経営が改

善され、安定した生産が継続される。政府は持続可能な資源管理政策を立案し、実施

に移されている。  
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（3）アクションプラン  

1）当初の 2 年間（2020 年～2021 年）に実施が期待される改善計画  

 
基本構想１に対する改善計画  

A. 水揚げ浜衛生環境整備計画（荷捌場、一次加工処理場建設・漁村及び水揚浜

の環境整備）  

B. 食品安全についての啓蒙強化計画  

 
基本構想 2 に対する改善計画  

A. 水揚げ浜衛生環境整備計画（荷捌場、一次加工処理場建設・漁村及び水揚浜

の環境整備）  

B. 水産加工改善計画（燻製窯改良普及・燻製加工場の衛生環境整備）  

C. 水産食品検査強化計画（市場食品検査員研修育成）  

D. 公設市場衛生環境整備計画  

E. 水産物品質改善計画（漁労技術改善・漁獲物鮮度劣化防止）  

F. 漁業技術普及計画（漁業普及員養成）  

 
基本構想 3 に対する改善計画  

A. 零細漁業センター運営管理指導計画  

B. 零細漁業者組合組織強化計画  

 
基本構想 4 に対する改善計画  

A. 違法漁業取締研修計画  

B. 漁業データベース整備計画  

C. 漁業統計員研修育成計画  

 

2) 引き続きの 2 年間（2022 年～2023 年）に実施が期待される改善計画  

 
基本構想 1 に対する改善計画  

A. 漁村コミュニティ環境整備計画  

 
基本構想 2 に対する改善計画  

A. 水産加工品市場建設計画  

B. 水産物品質検査所整備計画  

C. 漁業技術改善計画  

 
基本構想 3 に対する改善計画  

A. 零細漁業センター運営能力強化計画  

 
基本構想 4 に対する改善計画  

A. 零細漁業財務支援計画  

B. 漁業取締船整備計画  
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C. 漁業統計データ管理システム整備計画  

 

3) 5 年後以降に実施が期待される計画  

 
基本構想 1 に対する改善計画  

A. 漁村コミュニティ環境整備計画  

 
基本構想 2 に対する改善計画  

A. 共同加工場設備増強支援計画  

B. 零細漁民訓練計画  

C. 改良ピローグ開発計画  

 
基本構想 3 に対する改善計画  

A. 零細漁民訓練計画  

 
基本構想 4 に対する改善計画  

A. 零細漁業振興のための税金減免、補助金供与  

B. 水産資源研究強化計画  

 

4) 10 年後以降に実施が期待される計画  

 
基本構想 1 に対する改善計画  

A. 漁村コミュニティ環境整備計画  

 
基本構想 2 に対する改善計画  

A. URRM 食品検査機能整備計画  

B. ポワント・ノワール魚市場建設計画  

C. 漁業訓練学校設立計画  

D. 零細漁業センター建設計画  

 
基本構想 3 に対する改善計画  

A. 零細漁民訓練計画  

 
基本構想 4 に対する改善計画  

A. 資源量調査  

B. 持続的資源管理計画整備  
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浜の清掃トライアル  2013 年 4 月  
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1  技術協力要請の背景と経緯 

1-1-1  コンゴ共和国の水産業 

 コンゴ共和国（以下「コ」国という）経済は石油産業に依存している。石油及び関係部門が担

っている GDP の割合は 2008 年の 70.7%から徐々に低くなっているとはいえ、2015 年でも 49.2%

と約半分を占めている1。「コ」国経済の盛衰は、国際的な石油価格の変動に大きく影響され、常に

不安定な状況であるため、石油部門の好不況があっても自国経済を持続的に成長させるために、

産業の多角化が「コ」国政府の重要な開発課題となっている。また、輸入食料が多く、物価高の

要因となっている食糧自給率の低さを是正するために農畜水産業の生産性を高めることも重要な

開発課題の一つである。他産業の中でも農畜水産業は、地方村落経済にとって食糧供給や雇用等

でとりわけ重要でおおきな役割を果たしている2が、GDP に占める割合は約 5%3に過ぎない。 

 

 

農畜水産業のうち、水産業の GDP 貢献度は「コ」国政府の経済総局では 1.95%としているが、

実際には村落経済の中で大きな貢献をしており、FAO では GDP 貢献度を 2.75%と試算4してい

る。とりわけ食料安全保障の面で魚類が果たしている貢献は大きく、一人当たり魚類消費量（2009

年）は 26.52kg5で国全体の 24.9%の動物蛋白食料の供給を担っている6とされる。「コ」国の平均

的な家庭の食事での 1 週間の肉類摂取回数が 1.3 回なのに対し、鮮魚が 3.2 回、燻製魚 1.6 回、

                                                  
1 Staff Report, IMF, 2012, 2014 & 2015 
2 Republic of Congo, Employment and Growth Study, World Bank, Dec. 2011 
3 ttp://www.cnsee.org/index.php?option=com_content&view=article&id=196:pibprimaire&catid=41:articles-
statistiques&Itemid=49 
4 Evaluation de la contribution socio-economique du secteur des peches au PIB et au developpement rural au Congo, 

FAO, 2004 
5 Annuaire statistique du Congo, 2009, CNSEE 及び漁業養殖省資料より計算。INFOPECHE は 20.7kg／人／年(2000 年)、

FAO 前掲書では 24.9kg／人／年(2002 年)、Lettre de politique de la peche et de l’aquaculture en Republique du Congo, 
Presidence de la Republique, 2013 では 25.5kg／人／年としている。  

6 Etude sur la commercialisation des produits de la peche en afrique centrale, INFOPECHE, 2007 

図 1-1: 名目 GDP の推移 

（単位：10 億 CFA フラン） 

図 1-2: 産業別 GDP 構成（2014 年） 

（資料: IMF） （資料:INS） 
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塩干魚 1.0 回と圧倒的に魚類摂取回数は多い7。しかし、これらの旺盛な国内魚類需要に対し、国

内海面漁業生産量は漁獲可能推定量の約 29%8にしか届いておらず、全体に開発が遅れ、国内需要

量に対し、国内生産量が大幅に不足しているため、2013 年には国内海面漁業生産量を超える約 35

千トンの冷凍魚と約 4 千トンの塩干魚を輸入して9補っている。 

 雇用の面においても、水産セクターは国民経済に大きく貢献しており、漁撈から加工、流通ま

で含めた水産セクターの労働従事者数は 59,418 名（2002 年）であり、「コ」国の労働人口の 6.8%

を占めている10。このうち、漁撈を除く、燻製や塩干などの加工や仲買や小売り等の流通には多く

の女性が従事している。流通業についてはブラザビルでは 98%が、ポワント・ノワールでも 80%

が女性で占めている11とされている。 

 「コ」国で海面漁業が行われているのは大西洋に面する海岸線を有するポワント・ノワール市

およびクイルー県のみであり、企業漁業はポワント・ノワール市に集中している。また零細漁船

の多くもポワント・ノワール市及びその周辺に集中している12が、海岸線に平行する幹線道路沿い

に散在する零細漁村は、市場へのアクセスの困難さ、水道、電気、衛生等の基礎的社会資本の欠

如、海浜侵食や資源条件の劣化等の困難な課題を抱えている。 

零細漁業の水揚浜は整備されておらず、ピローグの陸揚げ、漁獲魚の仮置き、計量、販売、塩

漬け、加工、網の修繕、ピローグ修理等、あらゆる漁業関連活動が、雑然とかつ無秩序で行われ

ているうえ、炎天下の露天で、内蔵処理された臓物やつぶれた魚体が腐敗し、ゴミが放置されて、

悪臭が漂い、衛生状態は極めて劣悪である。混雑している中で水揚げ作業も非効率に行われてお

り、流通インフラ、流通網の整備が遅れており、水揚げされた魚類の鮮度劣化、汚染による品質

劣化が著しい。 

零細漁業の漁獲物は鮮魚流通の他、主として燻製品、塩干品に加工されているが、加工技術は

低いままにとどまっており、燻製時の炭化や虫害等により損失率は高く、できあがった製品の品

質も低く、保蔵中や輸送中の品質劣化による損失を避けることが難しい。 

 「コ」国零細漁業では、劣悪な漁業インフラ、漁船上や陸上における保蔵手段の不足や欠如、

低い加工技術、劣悪な作業環境、非衛生な魚類取扱環境などにより、漁獲された魚類の鮮度劣化

や汚染による品質劣化が急速に進んで漁獲後損失が大きくなっており、水産物のサプライチェー

ンの中で漁業関係者が本来得られるべき価値の多くが失われているだけでなく、安全な食料品と

しての品質を保持した水産物を消費者へ提供することが困難な状況になっている。 

 

                                                  
7 Etude economique de la peche matitime et de la commercialisation du poisson en Republique Populaire du Congo, 

ORSTOM, 1975 
8 Proposal for an ADF Grant to finance the Agricultural Sector Study, African Development Fund, 2008 
9 Rapport d’activites du deuxieme semester 2013, DIRECTION DEPARTMENTALE DE LA PECHE ET DE 

L’AQUACULTURE DE POINTE-NOIRE 
10 FAO 前掲書 
11 FAO 前掲書 
12 Revue sectorielle de la peche artisanale maritime du Congo, FAO, 1995 
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1-1-2  「ポワント・ノワール市水産物バリューチェーン改善計画（PECHVAL）」の目的 

「コ」国漁業は、内水面漁業と企業型商業海面漁業、零細海面漁業に分類され、養殖は内水面

養殖が開発端緒についたに過ぎない。このうち内水面漁業が「コ」国漁業生産量の約半分を占め

ているとされている。内水面漁業はコンゴ河を筆頭とする 10 大河川と無数の湖沼群で無動力小

型ピローグを用いて、投網、罠カゴ、手釣り、刺し網等による零細規模なものであり、伝統的自

給経済に組み込まれて、水揚げ場は各地に散在しているため、統計データの収集整理は困難であ

る。内水面漁業生産量として 2010 年の漁獲量は 31,456 トンと報告されているが、産地内訳、魚

種内訳は明らかにされていない。国内漁業生産量の他の 3 割（21,102 トン）を海面漁業の企業漁

業が占め、2 割（12,162 トン）を零細漁業が占めている13。 

「コ」国の海面漁業は大西洋に接しているクイル

ー県とポワント・ノワール市のみで行われている。

ポワント・ノワール市は企業漁船が利用可能な港湾

設備と水揚げした魚類の冷凍工場や輸送インフラ

が整っているため、同国唯一の企業漁業の基地とな

っているほか、零細漁業の中心地でもあり、「コ」国

海面漁業の生産を全面的に担っている。また、「コ」

国経済の基軸である石油生産の基地でもあり、首都

ブラザビルに次ぐ国内第 2 の人口を有する大消費

地となっている。しかし、ポワント・ノワールでは

水産物サプライチェーンの上流から下流までの整

備が遅れており、円滑で安全な水産物流通ができないため漁業生産の増強が阻害されており、ポ

ワント・ノワール市及び近郊の消費者に供給されている水産物も食の安全を保証できる状態でな

く、早急にその食品としての価値を引き上げることが必要である。また、水産物の生産、流通に

関わる漁民や加工人、魚小売業者の所得も低いままにとどまっており、水産物バリューチェーン

の改善が喫緊の課題となっている。 

ポワント・ノワール市水産物バリューチェーン改善計画では、「コ」国政府が「持続可能な漁業

開発計画」を実施に移すためにポワント・ノワール市の水産物バリューチェーンを改善する基本

計画及びアクションプランを策定することを目的としている。 

 

1-1-3  「ポワント・ノワール市水産物バリューチェーン改善計画」の概要 

本プロジェクトの目的を達成するため、 

  1） ポワント・ノワール市の水産物バリューチェーン等の現状調査、 

  2） 現状調査結果から零細漁業水産物バリューチェーン改善の優先課題の決定、 

                                                  
13 Rapport Annuel d’Activites Exercice 2017, DDEPA Pointe-Noire, Jan 2018 によると 2017 年の漁獲量は企業漁業

(78,530 トン)、零細漁業(5,408 トン) 

 

図 1-3:「コ」国漁業生産量内訳（2010 年） 

資料：漁業養殖省（Rapport d’Activities de Direction 
Departmental de Pointe-Noire, 2010） 
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  3） パイロットプロジェクト実施のために必要なプロジェクト計画の立案、 

  4） 優先課題等を元に適切なパイロットプロジェクトの選定、 

  5） パイロットプロジェクトの実施、 

  6） パイロットプロジェクトの結果等を零細漁業水産物バリューチェーン改善計画に反映、 

  7） 改善計画実施のためのアクションプランの策定、 

を実施する。 

 

本プロジェクトにより、策定された改善計画を実施することにより、「持続可能な漁業開発計画

2011-2020」および大統領の「漁業養殖業政策方針」で示された「コ」国の食料安全保障、経済成

長及び貧困削減へ実態的な貢献をすることを最終目標としている。 

 

【対象地域】 

プロジェクトの対象地域は「コ」国ポワント・ノワール市を中心とする水産物バリューチェー

ン関連地域とし、これらの対象地域でパイロットプロジェクトを実施した。 

 

【受益者】 

本プロジェクトによる直接裨益者は、漁業養殖省海面漁業総局及び漁業養殖省ポワント・ノワ

ール支局であり、間接裨益者は漁民、加工者、流通業者、消費者等であり、全体で約 72 万人14 と

見積もられる。 

 

【要請機関】 

漁業養殖省海洋漁業総局（2016 年 4 月に農畜水産省漁業総局に改組） 

 

【調査のスケジュール】 

本プロジェクトは 3 つのフェーズに分けられ、各フェーズの概要は以下の通りである。 

・フェーズ 1 : 水産物バリューチェーン等の現状調査を実施し、水産物バリューチェーン改善

のための適切なパイロットプロジェクトを選定する。 

・フェーズ 2 : パイロットプロジェクトを実施する。 

・フェーズ 3 : パイロットプロジェクトの結果等を水産物バリューチェーン改善計画に反映し、 

改善計画実施のためのアクションプランを策定する。 

 

本調査は当初 2012 年 9 月から 2016 年 3 月までの 3 年 6 ヶ月で実施する計画であったが、零細

漁業施設建設を請け負ったコントラクターの履行期限内工事未了による JICA コンゴ民主共和国

                                                  
14 Centre National de la Statistique et des Etudes Economiques (CNSEE), Congo, Homepage; RGPH2007 



 

1-5 

事務所との契約打ち切り、その後指名業者による再入札の実施、建設工事が再開されたが、原油

価格の下落による政府財政逼迫と外貨不足等により、製氷機輸入が遅延したため建設工事の完工

が 2018 年 2 月となった。そのため、3 年次が大幅に延長となり、瑕疵担保期間終了後の 2019 年 4

月まで実施期間が延長された。 

 

業務実施の全体概念図を示す。 

 

図 1-4：業務実施の全体概念図 
 

 

1-1-4  国家開発計画 

｢コ｣国は 1960 年にフランスから独立後、1991 年に国名をコンゴ共和国とし、複数政党制を導

入した。1997 年、大統領選挙を巡り内戦が勃発したが、1998 年に開催された「統一と国民和解に

関するフォーラム」で国家再建に向けた取り組みが始まった。民主化・和平プロセスと、散発す

る反政府武装組織との戦闘を経て 2005 年に反政府勢力が武装解除を表明、治安状況は改善しつつ

ある。現在は紛争後の国家再構築に取り組みつつある。 

 

1 -1-4-1 .  貧困削減戦略 

「コ」国は 2008 年 3 月に World Bank 及び IMF の支援を受けて貧困削減戦略文書 2008-2010

（DSRP : Document de Stratégie de Croissance de Réduction de la Pauvreté 2008-2010）を策定した。同

文書は下記の 5 つの柱から構成されていた。 

 

表 1-1: DSRP 2008~2010 の 5 つの柱 

・ガバナンスの改善と平和と安全の強化 
・経済成長とマクロ経済の安定の促進 

・基本的社会サービスへのアクセス改善 
・社会環境の改善 
・HIV ／エイズ対策の強化 

 

貧困削減戦略に基づく「コ」国政府の施策により、政治的には平和と安定が回復され、政治的

緊張が緩和され、大統領選挙と国会選挙が実施された。経済的には経済成長率が 7%台を維持し、

インフレ率も 3%以下に押さえられた。社会的には家計生活状況の改善が見られ、失業率が 2005

2.パイロットプロジェ

クト実施

3. パイロットプロジェ

クト評価

4.改善計画・アクショ

ンプラン策定

▲Inc／R     ▲Pr／R（1）   ▲Df／R     ▲Int／R 

3年次

（2014.9~2019.4）

1.基礎調査

1年次

（2012.9~2013.8）

2年次

（2013.9~2014.8）
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年の 19.4%から 2005 年の 6.9%へと大幅に下がった。しかしながら、経済の原油部門への大幅な依

存は解消されず、失業者、特に若者の失業者は依然として多く、就業先はインフォーマル・セク

ターが大半を占め、電気、水道をはじめとするインフラや社会・保健サービスは大幅に遅れてお

り、経済の脆弱性は克服されていない15。「コ」国政府は 2012 年に DSRP に次いで、雇用の増加と

貧困削減のための戦略文書（DSCERP: Document de Strategie de Croissance des Emplois et de Reduction 

de la Pauvreté）を World Bank と IMF の支援を受けて策定した。DSCERP の柱は下記のとおりであ

り、DSRP と同様にガバナンスの改善と経済・社会成長が重要視されている。 

 

表 1-2: DSCERP 2012~2016 の 5 つの柱 

・ガバナンスの改善と平和と安全の強化 
・経済活動の多様化 

・経済成長と社会環境の改善 
・社会的包摂と発展 
・バランスのとれた供給と持続可能な開発 

 

DSRP、DSCERP ともに水産分野は優先開発分野と位置付けており、DSCERP では 下記のよう

に水産分野の開発促進の重要性を掲げている。 

農林水産業は雇用者の 37.8%を占める最大のセクターであり、雇用問題の解決が重要な課題と

なっている中で、経済が多様化し、とりわけ農林水産セクターの雇用を促進することが重要であ

る。「コ」国の工業化を進めるに当たっては、食料安全保障の確保と「コ」国輸出金額の 12%に相

当する輸入食料への過度の依存が問題であり、国内食糧生産と特に都市周辺の食料流通網の開発

が必要である。しかしながら、海面漁業は縮小しており、2000 年から 2010 年の 10 年間における

「コ」国の経済成長率に占める水産セクターの割合は僅か 1%であり、「コ」国では GDP や輸出に

占める水産セクターの割合が他の沿岸国に比して低い。DSCERP では、下記をその原因として挙

げている。 

- 水産資源量の把握が出来ておらず、特に内水面漁業においては資源の乱獲に対し、生産調

整が不十分である。 

- 漁業生産施設や支援が欠如している。とりわけ漁業技術訓練がされておらず、水産加工技

術、保蔵技術等は時代遅れになっている。 

- 水産物の保蔵施設及び加工施設が不足している。 

- 漁具、水揚施設及びピローグが時代遅れである。 

- 水揚施設及び流通施設が不適切で不足している。 

  

1 -1-4-2 .  農業政策振興戦略 

｢コ｣国の水産分野における開発計画は、農業政策振興戦略（2004-2013）の 1 部門として位置づ

けられている。農業政策振興戦略では国家開発計画の優先課題として食料安全保障を掲げ、農・

                                                  
15 DSCERP 2012-2016  (IMF) 
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水産業の開発による国内食料確保を通じた貧困削減の促進を目指している。このための水産セク

ター開発戦略として、水産物の生産増強、水産加工、保存、商品化のためのインフラ整備を掲げ

ている。 

農業政策振興戦略の水産セクターにおける開発目標と開発戦略を次表に示す。 

 

表 1-3: 水産セクターにおける開発目標 

・食糧（水産物）の安全保障の確立 
・水産物の輸入量を減少させる 
・漁業・養殖分野における組織間の推進 
・地方における貧困の削減 
・漁業・養殖分野と他分野との相互作用の持続 

・水産資源の持続的利用 
・漁業・養殖分野の統計データの管理システムの確

立 
・海洋水産資源の評価 
・禁漁期に関する研究 
・水産資源の持続的利用の根拠となる法律の整備 

 

表 1-4: 水産セクターにおける開発戦略 

・水産物の生産量増大 
・水産加工、保存、保管、商品化に必要なインフラの

整備 
・水産物の品質保証 
・漁業・養殖における新技術の導入 
・既存の養殖インフラの改修 
・ローカル原料を活用した養殖用餌料製造体制の確立

・零細漁業用漁船の建造体制の確立 
・内水面漁業および内水面養殖に関連する法案の作成

・海面漁業関連法規の見直し 
・漁業・養殖に関する参加型監視・取締・モニタリ

ング活動法整備と実施 
・地方における社会サービス・インフラへのアクセ

ス改善 
・地方における生活手段（収入多角化）の改善 
・課税と支払バランスの改善 
・畜産分野との統合の推進 
・開発可能な資源量の評価 
・資源の合理的開発 

 

上記の開発戦略は本プロジェクトの目標と合致しているものもあり、ポワント・ノワール市水

産物バリューチェーン改善計画（PECHVAL）は上記開発目標に資すると言える。 

 

1 -1-4-3 .  漁業開発計画 

持続可能な漁業開発計画 2011-2020（Plan de Développement Durable de la Pêche 2011-2020）は、

漁業・養殖開発戦略（Stratégie de Développement Durable de la Pêche et l’Aquaculture 2011-2020）を

基に 2011 年に FAO の支援を受けて策定された。同計画では 2011 年から 2020 年の 10 年間で、水

揚量の増加と内水面漁業の開発やポストハーベストロスの減少による水産物の流通量の増加をめ

ざし、食料安全保障、経済成長及び貧困削減に取り組むこととしている。また、施設の整備や人

的資源の強化も重要視されている。 

「コ」国で海面漁業が行われているのは大西洋に面する海岸線を有するポワント・ノワール市

およびクイルー県のみであり、企業漁業はポワント・ノワール市に集中している。また零細漁船

の多くもポワント・ノワール市及びその周辺に集中しており、16「コ」国の海産水産物水揚の 50%

以上を担うポワント・ノワールにおいて零細海面漁業の水揚施設を整備して、水産加工技術や水

産物流通の改善のための計画策定を目的とする本プロジェクトの実施は、零細海面漁業の振興を

                                                  
16 Revue sectorielle de la peche artisanale maritime du Congo, FAO, 1995 
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通して国家開発の優先課題である食料安全保障に寄与するものと期待される。 

 

1 -1-4-4 .  漁業養殖業政策方針 

大統領は 2013 年 7 月に漁業養殖業政策方針（Lerttre de politique de la pêche et de l’aquaculture）を

発表した。漁業及び養殖業の役割は国の食料自給と安全保障に寄与し、生活費の高騰及び貧困と

戦い、雇用を創出し、経済を”2025 年水準”に後戻りせずに導くよう促進することにあるとし、国

内市場を充足させ、桟橋や港などを整備して、水揚げを効率化し、生産のバリューチェーンを改

善しつつ、衛生的かつ高品質の生産物を消費者に提供すること、人的能力の強化を図ること、行

政組織を改革すること等を戦略として掲げている。 

 

1-1-5  ポワント・ノワールの社会状況 

ポワント・ノワールは、「コ」国南西部、大西洋に面する港湾都市である。1930 年代に首都ブラ

ザビルと鉄道で結ばれ、内陸部への貿易港として発展してきた。現在は国際空港も整備され、「コ」

国の主要商業都市となっている。ポワント・ノワール港は、「コ」国のみの貿易港でなく、中部ア

フリカ最大の水深を持つ港湾として、コンゴ民主共和国キンシャサ等の近隣諸国港湾への中継港、

中央アフリカやカメルーン内陸部への輸送基地としても重要な役割を果たしている。ポワント・

ノワール港の貨物取扱量は年間 570 万トン（2010 年）17を超えている。 

沖合には海底油田があり、中部アフリカの主要石油産出地でもあり、「コ」輸出金額の 95%、GDP

の 50%を占める「コ」国石油・天然ガス産業の中心地ともなっている。また、アフリカ最大の生

産量を誇る炭酸カリウムの積み出し港でもある。 

ギニア湾に面した「コ」国唯一の企業漁業の基地でもあり、零細海面漁業の中心地ともなって

いる。 

ポワント・ノワールの GDP の構成は、第 1 次産業が 12%、第 2 次産業が 47.7%、第 3 次産業が

41.3%であり、国家歳入の 83%がポワント・ノワールから得ているとされている18。 

ポワント・ノワールの推定人口は 846,198 人（2013 年）19とされているが、UNHABITAT では周

辺の市街地を含む人口は 110 万人をとしており、首都ブラザビルに次ぐ同国第二の規模をもち、

2015 年には 150 万人を超えると推定されている。2004 年にクイルー県の県都から独立し、県と同

格の自治体となった。人口が急増したのは、1993 年から 2003 年の期間であり、内戦を避けて近隣

の Pool 県等から住民が避難してきた。市住民の世代構成は若者が非常に多く、15 歳以下が 48%、

20 歳以下が 62%を占めるとされ、住民の失業率も 33%にのぼっている20。 

都市インフラの整備は遅れており、55%の住民は上水道へのアクセスがなく、下水道も 1950 年

                                                  
17 ポワント・ノワール港湾局(PAPN)資料による。 
18 UNHABITAT, PROFIL URBAN DE POINTE-NOIRE, 2012 
19 World Gazetteer による。www.world-gazetteer.com,  
20 UNHABITAT, PROFIL 同上書 
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代に整備されたままとなっている。ゴミ収集も市では適宜できないため、民間に頼っている状況

である。37.3%の住民には電気供給がされておらず、供給される地域であっても停電が頻発してい

る21。市内道路も経済活動が活発で大型車が多く通行するにもかかわらず、舗装道路は少なく、雨

期には普通車では通行できない状況となる。 

 

1-2  我が国の援助動向 

「コ」国では、1993 年以降，2003 年 3 月まで断続的に内戦が続き、我が国は経済協力の中断を

余儀なくされていた。 

我が国は、次表に示した援助の他、研修員受入れ等の技術協力、国際機関経由の食糧援助、マ

ラリア対策、元民兵の社会復帰支援などを通じた協力を展開している。国別地域別政策において

は、水産分野における協力は産業の多角化支援の視点を有することから援助の重点分野の一つと

して認識されている。 

 

表 1-5: 我が国の援助動向 

実施年度 プロジェクト名 案件概要 
2016 年 
 

経済社会開発計画 医療機材等供与 

2014 年 
 

食料援助 WFP を通じた食料援助 

2013 年 
 

食料援助 WFP を通じた食料援助 

2012 年 弾薬庫爆発事故に伴う被害に対す

る国際緊急援助 
毛布 4,000 枚及びテント 100 張の供与 

2011 年 コミュニティー参加を通じた子供

のための環境整備計画（ユニセフ連

携） 

内戦で小学校へ入学することができなかった

子どものための教育施設や就学前学習施設の

整備 
2009 年 農村地帯における飲料水供給計画

準備調査 
足踏み式ポンプ付深井戸給水施設 400 ヵ所、

現地事務所建設 2 ヵ所及び機材の供与 
1990 年 地方飲料水供給計画基本設計調査 足踏み式ポンプ井戸 100 箇所の建設及び井戸

掘削機材一式の供与 

 

1-3  他ドナー及び地域国際機関の援助動向 

1-3-1  「コ」国における援助動向 

「コ」国は 1963 年に World Bank に加盟してから、1997 年から 2001 年 5 月まで内戦で支援が中

断されたものの、行政の強化や経済支援、貧困削減を主とする 47 の援助を World Bank から受け

てきた。 

World Bank は、Country Partnership Strategy （2009～2012）において、「経済の多様化と社会福祉

の充実」を「コ」国の主要取組分野に位置づけている。特に、経済分野に関しては、インフラの整

                                                  
21 同上書 
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備や流通事情の改善なども含まれており、主なプロジェクトとして、農村開発・地方道路改修プ

ロジェクト（Développement Agricole et de Réhabilitation des Pistes Rurales （PDARP） 2008-201） が

挙げられる。 

  

World Bank 以外の主なドナーとして下記が挙げられる。 

EU： 2008-2013 に流通事情の改善を目的とした交通インフラの改善計画、ガバナンスの改善を

目的とした財務管理、経済の多様化を目的とした経済事情の改善計画や森林管理、保健

衛生や法整備などの支援を計画している 

AFD： ポワント・ノワール港の整備、初等教育・教員教育支援、環境・生物多様化・森林保護、

保健衛生を主に行っている。 

AfDB： 2008 年から 2012 年の「コ」国支援政策として給水支援、保健衛生、エネルギー、財政管

理、透明性のある行政の実現を主な支援として掲げている。 

UNICEF：小児麻痺などのワクチン供与の支援や「コ」国の子どもや隣国コンゴ民主共和国からの

難民の子どもに対する教育支援を行っている。 

UNDP：「コ」国支援プログラム（2009 年-2013 年）において貧困削減、ガバナンス、エネルギー

と環境支援、経済危機対策、女性の自立などの分野での支援を掲げている。 

IFAD : 農業の発展による食の安全の構築を目的として、農村開発プロジェクト及び農業セクター

開発支援プログラムを実施している。 

FAO： 「コ」国政府の食の安全性プログラムに沿って、農業支援、資源管理、生産システムの

多様化、危機管理システムなどの分野で援助を行っている。 

BDEAC：2012 年から民間企業の設立支援や職業訓練を中心とする「コ」国の民間企業支援の実施

を検討している。 

CEMAC: CEBEVIRHA を通して内水面漁業普及及び養殖促進のプロジェクトを実施している。

   

1-3-2  ポワント・ノワールの水産業に関わる支援 

バーズアジップ（Base Agip）においては、2004 年から 2006 年にかけて、FAO／DFID による

「漁村における持続可能な生計活動プログラム」が実施された。この活動のなかで職業別組織が

設立され、現在も組織 ベース・アジップ漁業コミュニティ促進協会（Association Pour l’Auto 

promotion des Initiatives Communautaires des Pêche de la Base Agip （AICP） ）による活動が継続さ

れている。 

また、2008 年から World Bank が地方の貧困削減を目的とした農村開発・地方道路改修プロジェ

クト（PDARP 2008-2012）を実施されており、同プロジェクトの一環としてクイルー県の漁業関係

者組織に対し、ピローグ、船外機、薫製釜などの漁業活動機材の供与と研修を実施した。 
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第2章 水産物需給 

2-1   「コ」国の魚類国内消費量 

「コ」国の水産物需要は強く、水産物国内消費量は急速に増加しており、2000 年の 67 千トン

から 2010 年は 106 千トンと 10 年間で 58%増加している。一方この間、内水面漁業生産量は 5 千

トン、零細漁業生産量は 6 千トン、企業漁業生産量は 9 千トンと国内漁業生産量全体では 2000

年の 44 千トンから 2010 年の 64 千トンと 48%増加したに過ぎない。国内魚類生産物は、エビカ

ニ類等の年間千トン未満の小量の輸出魚類を除くとすべて国内消費されており、消費量と生産量

の差は大量の魚類を輸入することによって補われている。 

 
                   図 2-1: 国内消費魚類量内訳（2000－2010 年）   単位：トン 

資料：Annuaire statitique du Congo, 2000-2004, 2007, 2009 及び漁業養殖省資料  

 

輸入魚類は 2000 年の 23 千トンから 2010 年は 41 千トンと 79%の増加をしており、2009 年に

は「コ」国海面漁業生産量（企業漁業及び零細漁業生産量の和）を追い越している。2010 年では

国内水産物消費量の 39.1%が輸入魚類に依存している。 

 
                図 2-2: 漁業生産量と輸入魚類量の推移      単位：トン 

資料：Annuaire statitique du Congo, 2000-2004, 2007, 2009 及び漁業養殖省資料  
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2-1-1  魚類消費量増大の要因 

アフリカ諸国の魚類需要の増大の要因は実質所得増と人口の増加とされている22。「コ」国の一

人当たり GDP は US$3,611／人（2011 年）となっており、2003 年の US$1,039／人の 3.48 倍、

年平均成長率で 16.85%の急激な成長を見せている。この一人当たり GDP はガボンを除く近隣諸

国ならびにアフリカ諸国平均を金額のみならず、成長率でも大きく上回っている。 

 
図 2-3:「コ」国並びに近隣諸国の一人当たり GDP  

（US$） 
資料：African Statistical Yearbook 2012, African Development Bank 

 

また、「コ」国人口は 2000 年の 2.9 百万人から 2009 年には 3.8 百万人と 33%の増加をした。

年間平均人口増加率は 3.13%23となっている。人口の都市集中化も進んでおり、首都ブラザビル

に 37.1%、ポワント・ノワールに 19.3%と 2 都市のみで全国人口の 56.4%が居住している。2009

年のクイルー県の人口は 95,457 人であり、ちなみにポワント・ノワールとクイルー県を併せた人

口は 838,000 人である24。 

 

                                                  
22 Fish Production, Consumption, and Trade in Sub-Saharan Africa: A Review Analysis, Ann Gordon et al., 2013, 

WorldFish 
23 Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 &2009, CNSEE より計算。 
24 Annuaire de statistique du Congo 2009, CNSEE 
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図 2-4:「コ」国人口推移（2000－2009 年） 図 2-5:「コ」国人口内訳（2009 年） 

資料： Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 
&2009, CNSEE 

資料：Annuaire de statistique du Congo 2009, CNSEE
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2-2  「コ」国 国内魚類需要予測 

全国平均人口増加率（2000 年－2009 年）が今後も維持されるとしたとき、予想される全国人

口は次の通りとなる。 
表 2-1: 「コ」国全国予想人口数 

（平均人口増加率を 3.13%とした場合） 
年 2015 年 2020 年 2025 年 

全国人口数 4,617,998 人 5,387,517 人 6,285,265 人 

 

2009年の国内魚類消費量を全国人口で除した一人当たり平均年間魚類消費量は 26.52kg／人／

年となっている。したがって、一人当たり平均年間魚類消費量を一定とした場合 2015 年、2020

年、2025 年の「コ」国国内魚類需要予想量は 2010 年の国内漁業生産量 64,720 トンのそれぞれ、

189.2%、220.8%、257.5%と予測され、国内漁業生産量の増加がなければ、それぞれ、57,749 ト

ン、78,157 トン、101,965 トンの魚類輸入が必要となる。 

 

表 2-2: 「コ」国国内魚類需要予測 
（単位：トン） 

年 2015 年 2020 年 2025 年 
国内魚類需要予測量 122,469 142,877 166,685 
国内漁業生産量 
（2010 年） 

64,720 64,720 64,720 

供給不足予想量 57,749 78,157 101,965 

 

 一方、「コ」国経済水域内及び内陸部の漁業資源は、FAO によると最大持続生産量で、15.8 万

トンから 17.8 万トンと推定25されている。これらの資源の内、漁業生産に利用されているのは 5.6

万トンであり、浮魚資源および内陸部の淡水魚資源については開発余地が大きく残っている。こ

れらの資源の開発を効率良く実施できれば、2025 年の時点でも輸入魚類に大きく依存しなくて

も、国内魚類需要のほとんどを満足できる可能性がある。しかし、底魚資源については開発余地

が乏しく、今後の開発については資源調査を実施しながら慎重に進める必要がある。 

 
表 2-3:「コ」国経済水域内及び内陸部の漁業資源量及び資源利用量 

（単位：トン） 

（注：海面漁業のうち、企業漁業生産量については Rapport d’activites du premier semestre 2013, Direction departmental 
de la peche maritime et l’aquaculture de Pointe-Noire, 漁業養殖省 及び同,2eme semestre 2013 にもとづく 2013 年生産量。

零細漁業生産量については同,2eme semestre 2013 による 2013 年下半期生産量、漁業養殖省ポワント・ノワール支局資料によ

る 2014 年上半期（6 月を除く）生産量および著者による 2014 年 6 月生産推定量にもとづく 2013／2014 年推定生産量。内水

面漁業生産量は漁業養殖省資料による 2010 年生産量） 

 

                                                  
25 Revue du Secteur des Peches et de l’Aquaculture : Congo, FAO, Fev. 1995 

 資源種類 最大持続生産量 資源利用量 開発可能量 
経済水域内 浮魚 70,000 – 85,000 15,403 54,600 – 69,600
経済水域内 底魚 8,000－13,000    9,198 △1,200 – 3,800
内陸部 淡水魚 70,000 – 80,000 31,456 38,500 – 48,500

合計  148,000 – 178,000   56,057  91,900 – 121,900
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2-3   「コ」国の水産物市場の構造 

2-3-1  「コ」国の水産物嗜好 

「コ」国国民の水産物に対する嗜好は昔から強く、1958 年から 1959 年にかけての INSEE の

調査では、「コ」国の家計に占める水産物の購入費の割合は平均 28.5%と肉購入費の割合の平均

8.8%を大きく上回っており、また、世帯主の職業に拘わらず比較的高い割合を占めている26。 

 

表 2-4: 「コ」国の家計に占める肉及び水産物の購入費の割合 

世帯主の職種 
家計に占める肉類購入費

の割合（%） 
家計に占める水産物

購入費の割合 （%） 
役人 10.1 26.1 
商人 10.7 27.7 
農家 5.9 27.0 
運転手 12.2 29.0 

建築関係 6.6 29.4 
警備員／家政婦 8.2 29.5 

手工業者 7.4 27.7 
無職 7.4 29.6 
平均 8.8 28.5 

（資料：DHONT 前掲書） 

 

水産物の「コ」国国内消費量はブラザビルとポワント・ノワールで 80%を占めている27とされ

るが、これは国内人口が 2 都市へ集中化していることが大きな要因であり、また都市部では人口

の増加よりも速いペースで水産物消費量が増えている28ことも影響している。 

 

2-3-2  「コ」国の家庭における水産物選好 

1970 年代初めにポワント・ノワールの 70 家庭で実施された簡易アンケート調査では、家計の

蛋白源摂取回数の平均は、肉類の 1.3 回／週に対し、鮮魚が 3.2 回／週、燻製魚が 1.6 回／週、塩

干魚が 1.0 回／週29と圧倒的に水産物の摂取回数が多い。また、これらの消費回数と価格は反比例

している30とされ、肉類に比べて安価な水産物、とりわけ鮮魚を選択する家計が多い。CNSEE の

消費者価格調査でも鮮魚と肉類及び水産加工品との価格差は大きい。 

 

                                                  
26 LA PECHE A POINTE-NOIRE ET POSSIBILITE DE DEVELOPPEMENT, Yves DHONT, ORSTOM, 1963 年 
27 DHONT 前掲書 
28 DHONT 前掲書 
29 同上 
30 同上 
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2-3-3  淡水魚と海産魚に対する嗜好 

「コ」国では国民は一般には海産魚より淡水魚になじみがあり、淡水魚を好む国民が 46%、海

産魚を好む国民は 24%を占めているとされている。また、加工手法別では 40%が鮮魚を好み、35%

が燻製、25%が塩干を好んでいる31とされている。ブラザビルの住民は海産魚よりも淡水魚を好む

傾向にあるとされ、海産魚を購入する住民は「淡水魚が高価で買えない」という経済的な理由で

あることが多いとされている。 

一方、ポワント・ノワールでは、淡水魚よりも海産魚の需要が高く、ポワント・ノワールで水

揚げされた海産魚の大部分はポワント・ノワールで消費されている32。海産魚の消費地域は、「コ」

国南部の鉄道沿線の都市及び国道沿線のトラック輸送が可能な都市に限定されている33。 

企業漁業によるサルディネラ類は冷蔵･冷凍の状態でポワント・ノワールに流通しており、残り

の主に底魚は、船内凍結もしくは陸上の凍結庫で冷凍され、保冷コンテナで鉄道輸送あるいは自

社の大型冷凍トラックにより首都ブラザビルに運ばれている34。 

 

2-3-4  浮魚及び底魚の市場メカニズム 

「コ」国の水産物市場では、浮魚類と底魚類では需要供給状況と市場メカニズムは異なってい

る35。浮魚類は季節により水揚げ量が大幅に変動し、好漁期には市場は飽和状態になり、価格が急

落し、供給過剰がしばらく続くと消費者に飽きがきて、飽和状態が解消してもしばらく需要が回

復しない36とされている。このため零細漁業では市場の飽和状態を避けるために、好漁期には自主

的な操業規制を行っている。ポワント・ノワールの浮魚水揚量の最近のデータ（企業漁業 2013 年・

                                                  
31 同上 
32 同上 
33 Etude economique de la peche maritime et de la commercialization du poisson en Republique Populaire du Congo, LE GAL et 

RETIJEAN, ORSTOM, 1975 
34 DHONT 前掲書 
35 LE GAL et RETIJEAN 前掲書 
36 同上書 

図 2-6: 消費者価格 2000－2009 年（BZV） 図 2-7: 消費者価格 2000－2009 年（PNR） 

資料： Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 
&2009, CNSEE 

資料： Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 
&2009, CNSEE
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零細漁業 2013 年 7 月～2014 年 6 月37）では、2 月が最大で 2,000 トン／月、9 月が最小で 500

トン／月と 4 倍という大きな変動量となっている。しかし、企業漁業の水揚げ量を考慮に入れる

と、企業漁業の 2 月漁獲量約 1,800 トンに対し、自主規制によって少なくなっているとはいえ零

細漁業の供給量 187 トンでは飽和状態における市場に対する零細漁業水揚量の影響力は大きくな

いと思える。この自主操業規制は、むしろコスト割れ操業をできるだけ避けるための手段の意味

合いが大きいと思われる。浮魚類の主たる魚類は丸サルディネラ、平サルディネラと称されてい

るニシン科の魚で、漁獲後適切な保蔵がなされないと急速に品質が劣化する特質を持っているが、

漁船上や水揚げ後に適切な保蔵や輸送ができる手段及びインフラストラクチャーが欠けているた

め、現状ではポワント・ノワール及びその周辺だけが流通域となっているに過ぎない。浮魚類の

季節的な市場飽和を防ぐためには、企業漁業水揚げ魚の冷凍又は冷蔵保蔵による季節的限定的市

場供給制限、海産魚の供給が不足している内陸諸都市市場への流通促進及び燻製、塩干等による

加工により、異なった時期又は遠隔地内陸部市場での流通という選択肢が考えられる。 

 

一方、底魚類の水揚げ量は市場の需要量を下回っており、常に供給不足状況にあり、価格は高

止まりしている38とされている。 

 

2-4  輸入魚類 

2-4-1  輸入魚類量と比率 

「コ」国では、従前は国内漁業生産による国内産魚類が市場への供給が支配的であったが、近

年は輸入魚類量が国内海面生産量を上回って、輸入魚類供給の影響力が強くなっている。2010 年

の国内消費量に占める輸入魚類量の割合は 39.1%となっている。輸入魚類の内訳は、主として浮

魚からなる冷凍魚が 87%、主として底魚からなる塩干魚が 13%を占めている。 

                                                  
37 Rapport d’activities du premiere semester 2013, DDPNR には零細漁業生産量の記載が無く、2013 年 1-6 月漁獲量不明の

ため、2014 年 1-5 月の零細漁業漁獲量(DDPNR)を採用した。2014 年 6 月漁獲量は筆者が推定した。 
38 同上書 

図 2-8: 月別浮魚類漁獲量 

（企業漁業 2013 年・零細漁業 2013 年 7 月～2014 年 6 月）

図 2-9: 月別底魚類漁獲量 

（企業漁業 2013 年・零細漁業 2013 年 7 月～2014 年 6 月）

資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR 及び DDPNR 資

料（零細漁業 2014 年 6 月は筆者推定値） 
資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR 及び DDPNR 資

料（零細漁業 2014 年 6 月は筆者推定値） 
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浮魚については、「コ」国内市場流通量を供給源別にみると輸入冷凍魚が 83%の占有率を持って

おり、企業漁業は 10%、零細漁業は 7%を占めているに過ぎない。また、底魚流通量については、

企業漁業が 52%と 47%の輸入塩干魚を上回っているが、零細漁業の漁獲量が占める割合は 1%に

過ぎない。 

 

 

2-4-2  輸入魚類の市場支配 

輸入冷凍魚の魚種別内訳（2013 年）では、アジ類が 63%と圧倒的比率を占めており、ティラピ

ア類（7%）、サルディネラ類（7%）、スズキ類（6%）、ナマズ類（3%）と続いている。また、輸入

塩干魚の魚種別内訳（2013 年）では、タラ類が 71%と約 3／4 を占め、マグロ類（20%）、エイ類

（6%）と続いている。 

 

 
図 2-10: 国内市場流通量供給源別割合（2010 年） 図 2-11: 輸入魚類形態別内訳（2010 年） 
資料：Rapport d’activities 2010 DDPNR より  資料：Rapport d’activities 2010 DDPNR より 

図 2-12: 浮魚国内流通供給源別比率（2013 年） 図 2-13: 底魚国内流通供給源別比率（2013 年） 
資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR より 資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR より

図 2-14: 輸入冷凍魚魚種別割合（2013 年） 図 2-15: 輸入塩干魚魚種別割合（2013 年） 
資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR より 資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR より 
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国内市場流通量を魚種別供給源別にみると浮魚については冷凍されたアジ類の輸入量が単種で

約 22 千トンにのぼり、企業漁業の丸サルディネラ、平サルディネラを併せたサルディネラ類漁獲

量 10.2 千トンの 2.1 倍、零細漁業のサルディネラ類漁獲量 3 千トンの 7.4 倍と圧倒的な差となっ

ている。このため、価格に対する影響力も大きく、ポワント・ノワールの消費者価格調査では、

本来原材料であるサルディネラ鮮魚の価格により影響されるはずの丸サルディネラ燻製価格が、

輸入魚である冷凍アジの価格との相関の方が大きいという現象が起こっている。しかし、一方サ

ルディネラ鮮魚価格は冷凍アジ価格の変動にも影響されず、冷凍アジ価格のほぼ 1／3 程度の低

価格を保っているという一面もあり、消費者にとっては安価なタンパク質食料として重要となっ

ている。 

 

 

 「コ」国内の他の食料品に比較すると安価な魚類も、国際的には割高な単価で輸入されている

魚種もある。冷凍アジ類は消費者に人気のある魚種であり、毎年 200 トンから 1,900 トン弱輸入

されているが、2011 年の輸入単価は$1.43／kg とコンゴ民主共和国（$1.23／kg）と象牙海岸国

（$1.28／kg）の輸入単価を上回っている。 

 

図 2-18: 冷凍アジ類輸入単価 
（単位：US$／kg） 

図 2-19: 冷凍アジ類輸入量  
（単位：トン） 

資料：FishStatJ, FAO より作成 （2015 年 3 月） 資料：FishStatJ, FAO より作成 （2015 年 3 月）
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図 2-16: 魚種別供給源別市場流通量（浮魚:2013） 図 2-17: 浮魚消費者価格比較（PNR）  

資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR （単位：ト

ン） 
資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 & 

2009, CNSEE  （単位：F.CFA／kg） 
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また、底魚では輸入魚のタラが量的には 2.8 千トンと他魚種を大きく引き離しているが、これ

は塩干魚であり、流通経路は鮮魚、冷凍魚とは異なっている。鮮魚、冷凍魚では、企業漁業で漁

獲される底物小魚類の 1.5 千トン、タイ類の 1.2 千トン、海産ナマズ類の 1 千トンが流通量の多

い魚種となっている。零細漁業でもっとも水揚げ量の多い魚種はニベ類の 12 トンであるが、企業

漁業のニベ類水揚げ量は 769 トンに昇り、海産ナマズ類は企業漁業の 1,044 トンに対し、零細漁

業の 9 トンと供給量には大きな差がある。零細漁業の底魚水揚げ量は市場に対する影響力は限定

的と思われる。 

輸入魚の価格に対する影響力は底魚の場合、浮魚と異なり、さほど大きくはない。ニベ塩干品

の価格は、輸入マグロ類塩干品との相関は大きくなく、むしろ鮮魚、塩干品とも長期的に価格が

安定していることが特徴となっている。 

 

2-5  水産物価格 

2-5-1  水産物価格と他の食料品価格 

「コ」国では水産物価格は他の物価に比較して全般的に安定している。2003 年から 2009 年に

かけて食料品価格が 20%以上の値上がりをしたのに対し、水産物価格は安定的に推移してきた。

このことが、家計の水産物消費量の増大の一因とも言える。 

 

図 2-20: 魚種別供給源別市場流通量（底魚:2013） 図 2-21: 底魚消費者価格（PNR） 
資料：Rapport d’activities 2013 DDPNR （単位：トン） 資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 & 2009, 

CNSEE

図 2-22: 消費者価格指数の推移（PNR 及び BZV） 図 2-23: 水産物消費者価格（PNR） 

資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 & 2009, 
CNSEE 

資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 & 2009, 
CNSEE              （単位：F.CFA） 
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2-5-2  ブラザビルとポワント・ノワールの水産物消費者価格差 

水産物消費者価格は一般にポワント・ノワールより、ブラザビルの方が高い。ただし、2004 年、

2005 年は「コ」国の内戦がブラザビルに及んだ影響がでたため、特異年となっている。企業漁業、

零細漁業ともポワント・ノワールに水揚げされ、輸入魚類も輸入港であるポワント・ノワールで

通関され、ブラザビルに輸送されるためである。 

 

しかし、これらの価格差は必ずしも輸送コストや経費をそのまま反映したものであるとは言え

ない。「コ」国では魚類小売業者は卸売価格や輸送コストの大小に左右されずに、消費者が買って

くれる許容範囲内の価格を設定し、小売りしていると思われる39。 

次図は 2001 年から 2008 年までの特異年を除外したブラザビルとポワント・ノワールのニベ消

費者価格と両者の価格差及びブラザビルにおけるこの間の平均価格を示しているが、ブラザビル

とポワント・ノワールの消費者価格は相互の関連が少なく、ブラザビルの消費者価格はこの間の

ブラザビルの平均価格に収斂していく傾向がある。この各年の価格差は鮮魚、塩干魚とも 7 年間

のブラザビルの平均消費者価格とポワント・ノワールの各年の消費者価格との価格差にほとんど

一致している。すなわち、この 7 年間の平均消費者価格は販売者が水産物を消費者に販売するに

あたり、売れると見込んで設定する目標価格とみなされ、この価格はブラザビルの消費者の購買

力の許容値と見なすことができる。 

                                                  
39 1970 年代前半の調査では、ブラザビルの卸価格、市場小売価格はそれぞれポワント・ノワールの約 2 倍となっているが、

街場の魚商の小売価格は同額となっている。(LE GALL et PETIJEAN) 当時のブラザビルでは消費者の購買力にポワン

ト・ノワールとの差がほとんど無いため、魚商小売価格が抑えられているためと思われる。 

図 2-24: アジ解凍魚消費者価格（PNR 及び BZV） 図 2-25: ニベ鮮魚及び塩干魚価格（PNR 及び BZV）
資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 &
2009, CNSEE              （単位：F.CFA） 

資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 &
2009, CNSEE              （単位：F.CFA） 

 
図 2-26: ニベ鮮魚価格と価格差（PNR 及び BZV） 図 2-27: ニベ塩干魚価格と価格差（PNR 及び BZV）
資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 &
2009, CNSEE              （単位：F.CFA） 

資料：Annuaire de statistique du Congo 2004,2007 &
2009, CNSEE              （単位：F.CFA） 
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2-5-3  季節による水産物消費者価格変動 

ポワント・ノワールでのサルディネラの浜値は、盛漁期（3 月～8 月）には単価が低いが、閑漁

期にあたる 9～10 月は高値で安定している。また、11 月以降は単価のバラツキが大きくなる傾向

にある。 

 
図 2-28: サルディネラの月別生産者価格とその分散（2014 年 3 月～2015 年 2 月） 

（資料：PECHVAL） 

 

一方、輸入魚をみると、2012 年 3 月から 8 月までのポワント・ノワールでのアジ消費者価格40

は変動率 14%とほぼ安定しているが、ブラザビルでは変動率 20%と月による変動がより大きい。

ブラザビルの価格とポワント・ノワールの価格との価格差比率は 4 月が 5%であるのに対し、7 月

は 62%にも上っている。ポワント・ノワールでは一般に 3 月～8 月はサルディネラの盛漁期で流

通量が確保されているため、輸入魚であるアジの価格も安定しているのに対し、サルディネラの

流通量が大きくないブラザビルでは、水産物消費者価格は、淡水魚の流通量に大きく影響されて

いると推定される。 

図 2-29: アジ価格と価格差比率 （PNR 及び BZV） 
資 料 : INDICE HARMONISÉ DES PRIX À LA 

CONSOMMATION （août 2012）, CNSEE 

                                                  
40 公表されている月別消費者価格統計は限定されており、通年の統計が入手できなかったため、ここでは INDICE 
HARMONISÉ DES PRIX À LA CONSOMMATION (août 2012) http:／／www.cnsee.org／
index.php?option=com_content&view=article&id=172:indice-harmonise-des-prix-a-la-consommation-aout-
2012&catid=41:articles-statistiques&Itemid=49 より、2012 年 3 月から 8 月までの統計によった。 
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第3章 ポワント・ノワールの零細漁業水産物バリューチェーン 

3-1  ポワント・ノワールの零細水産業の概要 

3-1-1  ポワント・ノワールの水産業 

ポワント・ノワールでは、バーズアジップ浜（Base Agip）が漁獲魚の水揚げ、加工等が行われ

る零細漁業の一大中心地とされていたが、2010 年 11 月にポワント・ノワール自治港の港湾整備

計画のために立ち退きをさせられ、零細漁民の多くはソンゴロ浜、ラフィネリ浜に移転している。

零細漁民は出身、漁法、対象魚種、漁船等の違いから一般に 2 分類される。 

ヴィリ（Villi）と呼ばれる零細漁民は、元々は「コ」国沿岸部で農耕生活の傍ら、自給のために

漁撈を行っていた住民で、比較的小型のピローグで比較的小馬力の船外機を備え、底刺し網また

は手釣りで底魚を漁獲している。水揚げされた魚類は鮮魚流通の他、主として塩干魚または干魚

に加工され流通している。底魚は浮魚に比べて高価であるが、鮮魚や塩干加工品として需要は高

い。 

ポポ（Popo）と呼ばれる零細漁民は、比較的大型のピローグで比較的大馬力の船外機を備えて、

浮き刺し網を用い、漁獲対象は主としてサルディネラである。サルディネラは比較的安価な大衆

魚として鮮魚で流通する他、「コ」国の国民食である燻製加工品の原料として重要である。1950 年

代以降移住してきた外国籍（主としてベナン人）漁民であるが、「コ」国人漁民が乗り込むことも

ある。水揚げされた魚類は鮮魚流通の他、主として船主または漁船員の家族により、燻製魚とし

て加工され流通している。 

両者の間は過去には画然としていたが、現在では融合してきた部分もあり、ここでは漁獲対象

を基準にし、主として Popo 型ピローグを用いたサルディネラ、トビウオ、サメを漁獲対象とした

浮魚漁業と、Popo 型ピローグや Villi 型ピローグを用いた底魚を漁獲対象とした底魚漁業に分けて

論ずる。 

3-1-2  浮魚漁業 

ポワント・ノワールの零細浮魚漁業には全長

12～15m で、25～40ps の船外機を搭載した Popo

型ピローグが用いられている。 

浮魚漁業のうちで最も漁獲量の多いサルディ

ネラ浮刺網漁は、一般的に夕方に出漁し、早朝か

ら午前 10 時頃にかけて帰投する。漁獲状況によ

っては操業を継続し、夕方帰投することもある。

水揚場には多くの燻製加工人が待機しており、水

揚と同時に漁業者から直接ケース単位で買い取

る。 

サルディネラを対象とした浮刺網は夜間から
図 3-1 零細漁業の主要漁場 図 3-1: 零細漁業の主要漁場 
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早朝にかけての比較的涼しい時間帯での操業であり時間も短いため、氷を使った保蔵を行ってい

ないが、気温や水温の高い 2 月～3 月には鮮度の劣化が急速に進み、販売できずに廃棄する魚が

発生している。 

浮魚漁業者の大半を占めるベナン人船主は、季節的に回遊する浮魚が一時的に獲れすぎ、市場

が飽和状態となり、値崩れを起こすのを避けるため、2 グループに分かれて、1 日交代で出漁する

という出漁自主規制を 2010 年から実施している。 

 

図 3-2: 浮魚及び底魚の盛漁期と気温・降水量 

 

通常は刺網漁業（トビウオ刺網、サメ刺網、底刺網等）

を行っているが、サルディネラの大群が見つかった場合

には旋網操業を行っている船主も存在する。旋網操業は

刺網操業と比べて、漁獲してから水揚するまでの時間が

短いため鮮度が損なわれにくいことから、鮮度の高い魚

を求めている冷凍加工会社がほぼ全量を購入している。 

トビウオ漁業は操業日数が 2～3 日間程度とサルディ

ネラ漁業に比べて長いが、出漁時に保冷箱と氷を搭載し

て漁獲物の冷却を行っているため、鮮度劣化の問題は大

きくない。 

零細漁業で漁獲された浮魚の 81%は燻製加工に、10%

は鮮魚流通に、9%は塩干品加工に仕向けられていると推

定される。 

 

3-1-3  底魚漁業 

ポワント・ノワールの零細底魚漁業には、全長 10m 程度で船尾に船外機の台座があり、15ps あ

るいは 25ps の船外機を搭載した Villi 型ピローグが主として用いられているが、浮魚漁業で用い

られている Popo 型ピローグも用いられる。Villi 型ピローグの場合、乗組員は通常 2～3 名で、底

刺網と手釣、Popo 型ピローグの場合は 6～7 名が乗り込み、底刺網漁業を行っている。漁場はソ

図 3-3: 零細漁業の浮魚仕向先 

資料：PECHVAL

浮魚盛漁期 ｻﾙﾃﾞｨﾈﾗ盛漁期 浮魚盛漁期 

底魚盛漁期 底魚盛漁期 

水揚量

約22千～27千ﾄﾝ/年

81%

10%

9%

鮮魚流通量

2.4～3千ﾄﾝ/年

塩干品加工量

2千～2.4千ﾄﾝ/年

燻製品加工量

18千～22千ﾄﾝ/年



 

3-3 

ンゴロ浜から沖合 10 マイル以内である。 

出漁日数は概ね 3～5 日間で、船上には漁獲物保蔵のための保冷箱を搭載している。Villi 型ピロ

ーグの場合、保冷箱として古い冷蔵庫や冷凍庫を利用することが多いが、保温能力が十分ではな

いため、3 日間程度で氷は融けきってしまい、それ以降は保冷箱に収容されていても漁獲物の鮮

度劣化が進行している。 

 

Popo 型ピローグを用いた底魚漁業も出漁日数は 3～5 日間で

あるが、ピローグの積載能力が高いためより大型で保温力の高

い保冷箱を搭載することが可能で、充分ではないものの帰港ま

で氷が残り、保冷効果を保つことができる。 

出漁スケジュールは、午後に出航し、夜間に漁場到着し、昼

夜を問わず、操業と漁場移動を繰り返す。 

水揚は日の出から午前中にかけて行われるのが一般的であ

る。午後や夜間に帰漁したピローグは沖合で停泊し、日の出を

待つ。水揚時に行われる魚の取引は 1 ケース（約 25kg）単位で

行われるが、多くは浜で待ち受けている仲買人に引き取られ

る。仲買人との価格交渉のための専業人がおり、漁業者はその

交渉人に手数料を支払って漁獲物の販売を行っている。 

 

資料：PECHVAL 

底魚漁業の対象である底魚は鮮魚としての需要が高いだけでなく、塩干品の原魚としても重要

で、水揚場には多くの塩干加工人も集まり魚を購買している。 

零細底魚漁業の漁獲物は 70%が鮮魚流通し、30%が塩干品加工に廻されていると推定される。 

 

3-1-4  燻製加工 

燻製品の主流を占めるのはサルディネラの燻製であるが、消費者嗜好調査の結果ではガンギエ

イやトビウオも人気がある。 

原魚は主にソンゴロ地区で仕入れているが、水揚量が少ない時には企業漁業から購入すること

もある。購入場所は中央市場や企業漁業会社の販売所が主であるが、中央市場の休場日には、企

業漁業会社がトラックでソンゴロ地区まで販売しに来る。 

加工人毎に独立した加工場が浜の奧側に多数ある。燻製釜には円筒形と立方形の 2 種類がある

が、円筒形の窯で 1 台あたり 4 ケース（100kg）、立方形の窯で 6 ケース分の魚を一度に加工する

ことができる。 

入手した原魚を洗浄した後、燻製釜に、金網や木の棒を挟みながら 6 段程度に積み重ねる。薪

はユーカリが好まれており、業者が持ち込んで販売している。火を入れて 3～4 時間で一度火を落

図 3-4: 零細底魚漁業漁獲物仕向先 
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とし、魚が冷えてきたら、1 尾ずつ裏返しながら別の窯に移した後に再度火を入れる。より乾燥を

進め保存性を良くすることを目的に、この工程を再度繰り返すことも行われている。 

完成した燻製品は窯の中で保存され、遅くとも数日以内には販売されるため、特に製品倉庫等

はない。 

気温の高い 2 月～4 月にかけては、原魚であるサルディネラが水揚段階で既に鮮度劣化してい

ることが多い。鮮度が低下した原魚を加工した場合、ボロボロと崩れる脆い粗悪な燻製品になっ

てしまい、多いときには 2～3 割が加工ロスとして廃棄されることがある。 

燻製品の販売は、加工人自らが公設／私設の市場で販売するか、あるいは、適当な大きさの段

ボール箱に詰めて、長距離トラックや鉄道で遠方の小売人に発送し委託販売してもらっている。

遠方の小売人に発送した場合、代金決済は商品販売後になることが多く、資金力の乏しい加工人

には原魚購入に問題が起こり、持続的な生産が困難となっている。 

 

3-1-5  塩干加工 

バーズアジップが零細漁業の基地であった 2011 年までは水揚場の近くに塩干品の干し場があ

ったが、水揚げ浜が現在の地域へ移転した後は水揚場から離れた自宅の庭や借地に干し棚を設置

し、加工を行っている。このため、原料の購入から加工場への輸送に数時間かかることもあり、

その間氷を使う等の保冷措置も全く行われないため、鮮度の劣化が著しい。 

原魚はソンゴロ地区に水揚される魚の他、中央市場に持ち込まれる企業漁業の漁獲物も多く用

いられる。 

塩干品は、原料の購入から完成まで約 1 週間と、燻製にくらべ 2～3 倍の期間を要するにもかか

わらず、製品が販売され、入金されるまでは次の原魚の購入資金が確保できないため、零細な加

工人が安定的に生産を持続することは難しい。 

 

3-1-6  仲買 

仲買人は、浜で水揚している漁業者から、主として底魚をケース単位で魚を購入し、その場で

小分けにして消費者や加工人に販売する。多くは直射日光下の砂浜に魚を並べて販売している。

販売時に日除けや施氷等の魚の鮮度を保つ手段はとられていないので、陳列されている魚は急速

に鮮度が低下している。 

 

3-1-7  公設市場の概況 

ポワント・ノワール市内には、16 ヵ所の公設市場が存在し（2012 年 11 月時点）、その他民間に

より開設された市場及び自然発生的に形成された売り場が多数存在する。 

公設市場の総店舗数約 15,000 軒のうち、鮮魚を取り扱っている店舗が約 1,400、加工魚を取り

扱っている店舗が約 2,300 となっている。 
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市場における最大の問題は食品を扱う衛生環境が全く整っていないことである。市場から発生

するゴミは処分されておらず、食品を販売しているエリアのすぐそばに大量のゴミが放置されて

いる。市場内には水道もほとんど整備されておらず、洗浄や清掃に使用できる清浄な水が充分確

保できない。また、市場内通路の舗装状態が悪く、市場内の排水機能が整っていないため、食品

から出る水分や雨水で通路は常にジメジメとしており、泥濘が積もっている。 

販売鮮魚に対する施氷等による保冷は全くといって良いほど行われておらず、陳列中の鮮度劣

化が激しいばかりでなく、ハエや雑菌による汚染も進んでおり、市場内の鮮魚売り場には悪臭が

立ちこめている。また、公設市場は雑貨、服飾、野菜、肉、魚の販売店が混在しており、特に畜肉

類と隣接していることによる交差汚染が危惧されている。 

 

3-1-8  小売 

ほとんどの小売人は零細で、ソンゴロ浜や企業漁業が漁獲物を持ち込む中央市場、企業漁業の

倉庫に行って、1 度に自分で持てるだけの量（約 2 ケース）の魚を仕入れ、市場内の自分の区画に

持ち込んで消費者に販売している。 

零細漁業により漁獲された鮮魚およびその加工品をソンゴロ浜やバーズアジップ浜に買いに来

る人々は、タクシーやミニバスを利用している。これらの交通機関を利用して水揚げ浜の近くで、

車両が進入可能な場所までに来て、そこからは徒歩で売り場まで行く人が多い。またバーズアジ

ップ－ソンゴロ間は砂浜を徒歩で移動する人も多い。荷物の運搬に一輪車を傭う人や頭上に大き

なタライをのせて自ら運搬する人も多い。保冷車を所有または利用しているものはおらず、購入

した魚はタクシーを使って運搬するのが一般的である41。 

施氷等、鮮度保持の方策は全くとられていないので、魚購入時から販売に至るまでの間の鮮度

劣化が激しい。売れ残りは民間の冷凍倉庫に預けて翌日販売したり、自ら塩干品に加工している。 

 

3-1-9  消費者 

ポワント・ノワールの消費者が水産物選択の際に最低限求める鮮度としては腐っていないこと、

あるいは調理する頃まで腐らないという程度の鮮度である。 

底魚の場合、水揚げから消費者の手に渡るまで常温で流通しており、その間に魚が傷んでいる

ことが多いため、消費者の手に渡るまで解凍しながらも魚体温度が低く保て、比較的鮮度劣化が

遅い冷凍魚を求める消費者も多い。 

ポワント・ノワールの一般的な家庭の収入月額は 10～15 万 F.CFA で、一回の魚の購入に費やす

額は約 2,500F.CFA 程度である。高価な底魚は滅多に購入せず、購入する魚は鮮魚、加工品ともに

安価なサルディネラが主体である。 

 

                                                  
41 Rapport de l’etude de faisabilite du Congo, 2007 年, INFOPECHE 
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3-2  零細漁業水産物バリューチェーンの現状 

3-2-1  浮魚漁業 

漁民（船主）、燻製品加工人、塩干品加工人、仲買人、小売人に対し、それぞれの出費および収

入を出納簿に記帳してもらう出納簿調査を実施した。 

浮魚漁業の出納簿調査の期間では、零細浮魚漁業の一出漁あたりの乗組員数平均は 6.75 人、平

均水揚金額は 224,071 f.cfa、水揚げ量は最大 70 ケース（38kg／ケース）、最小 1 ケース、平均

23.3 ケースであった。 

水揚浮魚の販売単価は、その日の最初に水揚げする漁船が他の漁民との電話連絡により漁獲状

況を把握した上で販売した価格が建値とされる。漁獲状況に大きく左右される一種の相場価格で

ある。 

支出における燃油、潤滑油、糧食費、運搬費は各航海において概ね同一の金額であるが、船員

給与のみは水揚げ金額および船主の経営状態により変動が大きい。船員給与は固定給と水揚げ分

配金からなり、固定給は基本的には一定の金額であるが、前回の水揚げ金額により増減されるこ

ともある。水揚げ分配金は水揚げ金額から経費である燃油費、潤滑油費、糧食費、運搬費、船員

固定給を差し引いた残額を船主と折半するもので、水揚げ金額により大きく増減する。操業が赤

字の場合は支払われない。浮魚漁業の一船一航海あたりの平均収支内訳を次表に示す。 

表 3-1: 零細浮魚漁業一航海あたりの平均操業収支 

支出 収入 
燃油 56,589 f.cfa 水揚金額 266,531 f.cfa 
潤滑油 10,056 f.cfa  
糧食費 19,714 f.cfa  
運搬費 6,630 f.cfa   
船員給与 119,735 f.cfa  

経費合計 212,724 f.cfa  
操業収益 53,807 f.cfa （資料： PECHVAL） 

 

経費の中では燃油代が最も高く 25%と経費の半分以上を占めている。零細浮魚漁業船主の収入

は操業収益から、ピローグ、船外機、漁具の償却・保守費用を差し引いた残り、53,807 f.cfa －

12,500f.cfa ＝41,307 f.cfa となり、操業収支の 15%となっている。 

 
図 3-5: 零細浮魚漁業における平均操業収支費目別比率 

    （資料：PECHVAL）              
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3-2-2   浮魚漁業従事者の収入 

浮魚漁業操業収支のなかで船員給与の占める比率が最も高く約 44%を占めている。浮魚漁業船

員の水揚げ分配金の配分率及び一航海あたりの平均収入は概ね次表のようになる。 

 

表 3-2: 零細浮魚漁業の船員水揚げ分配金配分率及び一航海あたりの平均収入 

（資料：PECHVAL） 

 

3-2-3  他国の類似漁業との比較 

「コ」国の浮魚漁業の操業収支内訳比率を他国の同種漁業、セネガル巻刺網漁業と比較すると

セネガルでは燃料費が 49%と大きな比率を占め、船主利益を圧迫し、2%と低くしているのに対

し、「コ」国では燃料油脂費の比率は 25%と大きくなく、船主利益はまだ 15%と確保されている。

セネガル巻刺網漁業では、漁場往復や魚群探索に要する燃料使用量が大きい。また、ギニア巻刺

網漁業の場合は、船主利益は 14%と確保されているが、操業経費と修繕費の合計比率が 62%と

「コ」国の 38%と比べると大きく、その分、労働分配金が低い比率にとどまっている。ギニア巻

刺網漁業操業経費の内訳は明らかになっていないが、燃料費が太宗を占めると思われる。修繕費

が大きいことは、漁場往復や魚群探索での船外機の過酷な使用が原因と思われる。両国の同種漁

業と比較するとポワント・ノワールの漁業資源や漁場条件は、まだ好条件を保っていると言うこ

とができる。 

 

 
 

図 3-6: セネガル巻刺網船操業収支内訳比率

（2007 年） 

 
図 3-7: ギニア巻刺網船操業収支内訳比率

（1996 年） 

資料：Etude des coutes et revenus des principales unites 
des peche artisanale senegalaises, Moustapha Deme, 
2010, CRODT／ISRA 

資 料 ： Costs and Earnings in Artisanal Fisheries: 
Methodology and Lessons Learned from Case Studies, 
Turay & Verstralen､ FAO, May 1997 

 

役割 配分率 平均収入（一航海）

幹部船員（2 名、船頭及び機関士）： 50% 30,000 f.cfa／人 
網係船員（2 名）： 25% 15,000 f.cfa／人 
その他（2～4 名）： 12.5～25% 7,500 f.cfa／人 
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3-3  底魚漁業 

3-3-1  底魚漁業の操業収入 

零細底魚漁業の出納簿調査期間の実績は一出漁あたりの乗組員数平均は 2.0 人、平均出漁日数

は、4.39 日間、水揚げ量は最大 290kg、最小 21kg、平均 134.1kg であった。 

底魚の浜値単価は 1,600～4,000 f.cfa／kg と乱高下が激しい。聴き取り調査による主要魚種の

浜値単価を次表に示す。 

表 3-3: 底魚主要魚種の浜値単価 

魚種 単価（f.cfa／kg） 
ニベ 2,000～4,000 
ツバメコノシロ 2,500～4,000 
イサキ 2,500～4,000 
ギンガメアジ 1,000～1,200 
ウミナマズ 1,500～2,000 
マグロ 1,500～2,000 
サメ 1,500～2,000 

                                        （資料：PECHVAL）       

  

 零細底魚漁業の場合、漁業者が漁獲物を仲買人に販売するとき、多くの場合、価格交渉の専業

人である売り人に委託する。売り人に対しては 5,000f.cfa 程度の謝礼が支払われる他、収益の多

寡に応じて報償金が支払われることもある。その他の支出経費については、零細浮魚漁業と同様

に、燃油、潤滑油、糧食費、運搬費は各航海において概ね同一の金額であるが、船員給与は水揚

金額および船主の経営状態により変動が大きい。底魚漁業一船一航海あたりの平均収支を次表に

示す。 

表 3-4: 零細底魚漁業一航海あたりの平均収支 

支出 収入 
燃油 43,625 f.cfa 水揚金額 272,111 f.cfa 
潤滑油 7,753 f.cfa   
食料費 13,300 f.cfa   
氷購入費 14,056 f.cfa   
運搬費、雑費費 8,944 f.cfa  
船員給与 88,981 f.cfa  
売り人手当 7,144 f.cfa  

経費合計 183,336 f.cfa  
操業収益 88,775 f.cfa （資料： PECHVAL） 

 

 零細底魚漁船主収入は操業収益からピローグ、船外機、漁具の償却・保守費用を差し引いた残

り、88,775 f.cfa－28,840 f.cfa＝59,935 f.cfa となる. 

零細底魚操業収支においては船員給与と船主の操業収益（減価償却、修繕費及び船主利益）が

1／3 ずつ、残りが経費となり、経費の半分が燃油代となっている。零細浮魚漁業に比べて燃油

代の比率が低い。 
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3-3-2  底魚漁業従事者の収入 

零細底魚漁業船員の水揚げ分配金の配分率及び一航海あたりの平均収入は概ね次表のようにな

る。 

表 3-5: 零細底魚漁業の船員水揚げ分配金配分率及び一航海あたりの平均収入 

役割 配分率 平均収入（一航海） 
船頭（1 名） 60% 30,000 f.cfa／人 
操船員（1 名） 40% 15,000 f.cfa／人 

（資料：PECHVAL） 

 

3-3-3  他国の類似漁業との比較 

 セネガルの刺網・釣漁船の操業収支と比較すると、燃料費は「コ」国底魚漁船の 19%に対し、

より近場の釣り漁業が主体のセネガル刺網・釣漁船の燃料費は 10%と低いが、セネガルでは釣人

の数が多く、労働分配金が 58%と操業収支の過半を占めている。「コ」国底魚漁船の 1 回操業当た

りの船主利益率は 22%とセネガル刺網・釣漁船の 16%、「コ」国浮魚漁業の 15%を上廻っている

が、操業日数が 3～6 日間と長く、年間の操業回数が少ないため、夜間日帰り操業で操業回数が多

く取れる漁業に比べて、年間利益額は低い。 

 

 
図 3-8: セネガル刺網・釣漁船操業収支内訳比率（2007）
資料：Etude des coutes et revenus des principales unites des 
peche artisanale senegalaises, Moustapha  Deme, 2010, 
CRODT／ISRA 

 

3-3-4  燻製加工の操業収支 

本プロジェクトによる燻製加工の出納簿調査期間の実績は、1 回あたりの原料平均購入量は 8.3

ケース（約 320kg）、平均経費額は 89,008 f.cfa、平均売上金額は 107,711 f.cfa であった。 

燻製加工の原魚はサルディネラが圧倒的に多いが、トビウオやカツオ、サメ等も用いられる。

サルディネラの仕入先は零細浮魚漁船であるが、不漁の場合には企業漁業から購買することも多

い。零細漁業と企業漁業ではケース当たりの原魚販売価格に差はないが、1 ケース当たりの入り

量が零細浮魚漁業では約 38kg、企業漁業では約 20kg と異なっており、単位あたり原料単価とし
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ては 2 倍近くの差がある。 

購買した原料魚を加工場まで運搬するために、浜に待機する人力運搬人に依頼することが多い。

製品を販売所まで運搬する時にはタクシーが用いられる。サルディネラの盛漁期には、燻製加工

の手伝いをする助手を雇用する。燃料の薪はソンゴロ地区の数カ所にある丸太集積・販売所から

購入する。製品の出荷用には中古のダンボール箱及び包装紙を購入して使用する。 

燻製加工の出納簿調査期間の 1 回に製造した燻製品の平均売上金額は 107,711.3 f.cfa であり、

原魚換算した販売単価は、最高 1,029.6 f.cfa／kg、最低 197.4 f.cfa／kg であった。製品販売単価

は原料購入単価と強い相関（相関係数：r = 0.9351）を示しており、原料価格の約 145%が製品価

格となっている。 

 
図 3-9: 原料単価と製品単価の相関（燻製品） 

（資料：PECHVAL） 

 

燻製加工の原魚を全量がサルディネラであるとしたときの 1 回（1 日）あたりの燻製加工平均

収支を次表に示す。 

表 3-6: 燻製加工 1 回（日）あたりの平均収支 

  

燻製加工人の収入は営業利益から、燻製加工に用いられるアルミ製のタライと燻製釜一式（金

網、木棒等）の償却費を差し引いた残額の 18,000fcfa となる。 

燻製加工の操業収支では、原魚購入費が 71%と多く、約 12%が経費、17%が燻製加工人の利

益となっている。 
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支出 収入 
原魚購買費 76,138 f.cfa 製品売上額 107,711f.cfa
運搬（人力） 1,366 f.cfa  
運搬（タクシー） 3,030 f.cfa  
助手 2,025 f.cfa  
薪 3,827 f.cfa
梱包材 2,619 f.cfa

経費合計 89,008 f.cfa
営業利益 18,702 f.cfa （資料： PECHVAL） 
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図 3-10: 燻製加工収支内訳比率 

（資料：PECHVAL） 

3-4  塩干加工の操業収支 

本プロジェクトによる塩干加工の出納簿調査期間の実績は 1 回あたりの原料平均購入量は 4.6

ケース（約 92kg）、平均経費額は 187,446 f.cfa、平均売上金額は 213,893 f.cfa であった。 

塩干加工原魚としては主としてニベ（Bar）やウミナマズ（Machoiron）、サメ（Requin）、ハモ

が好まれる。原魚単価は魚種や相場によって異なるが、概ね 1,800～2,000fcfa／kg である。ポワ

ント・ノワールにおいて底魚価格はサルディネラと比較すると 7～8 倍の高値であり、各加工人の

製造能力は原魚購入資金に制約されていることが多い。購買はケース単位で行われるが、1 ケー

ス当たりの入り量はサルディネラの場合と異なり、20kg とされている。 

塩干加工場はポワント・ノワール郊外の住宅地に散在しているため、原料魚の運搬にはタクシ

ーが多用される。また、製品を市場に運搬する場合にもタクシーを用いるため、燻製加工に比べ

てタクシーにかかる費用が高い。底魚が安価で順調に原料購入ができたときに限り洗浄と塩漬け

に助手を雇用する。塩漬けには原料の 30%に相当する量の塩を用いる。加工人によっては、製品

完成時に化粧用に細粒の塩をまぶすこともある。梱包はダンボール箱詰め等の梱包は行わず、包

装紙でくるむ程度である。 

原料魚単価と製品単価は強い相関を示し（相関係数：r =0.9426）、製品価格は原料魚価格の約

130%である。 

 
図 3-11: 原料単価と製品単価の相関（塩干品） 

（資料：PECHVAL）
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塩干加工 1 回あたりの操業平均収支を次表に示す。 

 

表 3-7: 塩干加工 1 回あたりの平均収支 

 

 塩干加工操業収支では、原魚購入費が 80%と燻製加工より高い比率を占めている。このた

め、経費が 6%弱と燻製加工の約半分と低い比率であるにもかかわらず、塩干加工利益は 14%と

燻製加工の 17%より低い比率になっている。 

 

 
図 3-12: 塩干加工収支内訳比率 

 （資料：PECHVAL） 
 

3-5  仲買業の営業収支 

本プロジェクトによる仲買業の出納簿調査期間の実績は 1 日あたりの鮮魚平均購入量は約

44kg、鮮魚平均購入額は 72,186 f.cfa、平均売上金額は 84,046 f.cfa であった。 

仲買業務は浜で底魚漁業者から魚を買い付け、浜の上に並べて販売を行うもので、自宅から浜

までの交通費以外の出費はない。ポワント・ノワールにおける底魚の単価は魚種や相場により大

きく変動するが、概ね 1,500～2,000 f.cfa／kg である。ただし、不漁で価格が高騰した場合には

2,500 f.cfa を超える事もある。 

仲買人は 10 万～20 万 f.cfa の買い付け資金を準備して仕入れを行う。購買、販売については原

則的に現金決済である。顧客との間に価格交渉も行われるが、大きな値引きをすることはない。

鮮魚の需要は高く、売れ残ることは少ないが、仕入れから時間が経過し、魚の鮮度が低下し、客

足が少なくなってきて売れ行きが悪くなってくると徐々に値引きしてゆき、売れ残りが発生しな

支出 収入 
原魚購入費 172,000 f.cfa 製品売上額 213,893 f.cfa
運搬（人力） 1,464 f.cfa  
運搬（タクシー） 1,893 f.cfa  
助手 2,607 f.cfa  
塩 5,429 f.cfa
梱包材 149 f.cfa

経費合計 183,542 f.cfa
営業利益 30,351 f.cfa （資料： PECHVAL） 
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い努力をしている。顧客との間に価格交渉も行われるが、価格決定要因は漁況の他、鮮度状態も

価格に反映されており、PECHVAL で実施した調査では、鮮度スコアが 1 低下すると価格は約３

分の 1 強低下すること、具体的には気温 30℃の場合、鮮度劣化に伴い 1 時間あたり 5%程度価格

が低下することが観察された。 

仕入金額と販売金額には強い相関（相関係数：r = 0.9812）があり、仕入価格の約 120%が販売

価格となっている。 

 

 
図 3-13: 仕入単価と販売単価の相関 

（資料：PECHVAL）
 

出納簿調査期間中の仲買業の 1 日あたりの平均収支を次表に示す。 

 

表 3-8: 仲買業 1 日あたりの平均収支 

 

 
図 3-14: 仲買業平均収支内訳比率 

（資料：PECHVAL） 
 

支出 収入 
鮮魚購入費用 72,186 f.cfa 鮮魚販売額 84,046 f.cfa
交通費 2,770 f.cfa

経費合計 74,956 f.cfa
営業利益 9,090 f.cfa （資料： PECHVAL） 
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3-6  小売業 

水産物小売業は浮魚漁業者や仲買人から購入した鮮魚及び加工人から仕入れた加工品（塩干品、

燻製品）を主に市場で販売する。浮魚鮮魚小売専業、底魚鮮魚小売専業、塩干品小売専業、燻製

品小売専業、及びそれらを混合して小売りする業者がいる。PECHVAL の消費者に対する聴き取

り調査の結果では、消費者が水産物を購入するために支払う金額は 1,500～800 f.cfa 程度であり、

小売人はこれらの価格帯に合わせて商品を小分けして販売している。 

 

表 3-9: 商品別小売業 1 日当り平均収支 

（調査期間：2012 年 12 月～2013 年 2 月） 

 仕入額 経費 売上額 収益 

浮魚鮮魚 26,300 f.cfa 2,920 f.cfa 35,000 f.cfa 5,780 f.cfa 

底魚鮮魚 34,500 f.cfa 2,920 f.cfa 41,400 f.cfa 3,980 f.cfa 

燻製品 17,000 f.cfa 2,920 f.cfa 25,000 f.cfa 5,080 f.cfa 

塩干品 28,410 f.cfa 2,920 f.cfa 41,400 f.cfa 10,070 f.cfa 

 

 
図 3-15: 商品別小売平均収支内訳 

（資料：PECHVAL） 
 

浮魚小売及び底魚鮮魚小売りでは、鮮度保持のための温度管理や衛生管理等が全くなされてい

ないため、鮮魚の品質劣化が激しく、売れ残れば損失に直結する。 

女性にとって市場での小売業は数少ない収入確保の道であるため、それに参入しようとする者

は多く、購入者が多く集まる市場の小売ブースに空きはなく、競争は激しい。多くの小売人は資

金力に乏しく、仕入れ代金は資金力によるが概ね一日 2 万～5 万 f.cfa 程度にとどまり、十分な量

の仕入れができない。経費としては、3～4 千 f.cfa／月程度の市場使用料／販売ブース管理費（清

掃費込み）と仕入れ場所までのバス代と購買後の魚をタクシー運送する交通費である。 
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3-6-1  小売価格と粗利益率 

図 3-16: 水産物種類別小売業平均収支内訳比率 
（資料：PECHVAL） 

 

水産物小売業において、商品仕入費が支出の大部分を占めている。仕入費の比率は、底魚鮮魚

小売業の 83%、次に塩干品小売業の 78%、浮魚鮮魚小売業が 75%、燻製品小売業は 68%である。

単価の高い底魚や底魚塩干品の小売業の仕入費比率が高い。逆に小売利益比率は単価の安い燻製

品小売業が 20%、浮魚鮮魚小売業が 17%なのに対し、塩干品小売業は 14%、底魚鮮魚小売業は

10%と低くなっている。 

 一般的には、仕入単価の高い底魚の粗利額が大きいと思われるが、必ずしも仕入単価の高低に

応じて粗利率あるいは粗利額が設定されているわけではない。記録は古いがポワント・ノワール

の市場で魚種別に仕入値と小売値を調べたデータ42では、仕入額と粗利の関係は魚種により異な

っている。底魚でもニベやキャプテンは粗利率が押さえられている。浮魚ではアジの粗利率はニ

ベ並みであるが、仕入値が高いため小売価格はシタビラメより高価となっている。ウミナマズは

サルディネラ（Makouala）と仕入値が同額であるが粗利率が異なっており、消費者の人気を反映

して小売価格に差がでている。 両魚種とも小売単価は底魚に比べて低く、単位当たりの粗利は

大きくないものの、大量に捌けるため、小売業者にとって利益確保はできるものと思われる。 

 また、仕入価格に対する粗利率をみると 40%から 100%と魚種毎のばらつきが非常に大きいが、

小売価格に対する粗利率をみると 30%から 50%の範囲内に収まっている。小売業者は仕入れ価格

に機械的に粗利を載せて小売価格を決めるのではなく、消費者の購買能力を思い量り、購買する

であろう小売目標価格を設定した上で自らの粗利が確保できるよう仕入れる智恵が伺える。 

                                                  
42 Etude economique de la peche maritime et de la commercialization du poisson en Republique Populaire du Congo, LE 

GAL et RETIJEAN, ORSTOM, 1975 

浮魚鮮魚 底魚鮮魚 

 
燻製品 塩干品 
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図 3-17: 魚種別仕入れ価格、小売価格、粗利率（PNR） 

資料：Etude economique de la peche maritime et de la commercialization du poisson en Republique Populaire du Congo, LE 
GAL et RETIJEAN, ORSTOM, 1975 より 

 

3-7  浮魚鮮魚の付加価値 

浮魚の鮮魚流通は、浮魚漁業者が漁獲水揚げした魚類を小売商が直接仕入れ、小売商により消

費者に販売されている。次図に、サルディネラの単位重量当たり小売価格に対し、漁獲段階、小

売段階での外部購入額と付加価値の割合を示す。ここで付加価値額は、人件費、利潤、家賃（店

賃）・賃借料、租税公課を累計した額であり、販売額から付加価値を差し引いた金額が外部購入額

となる。 

小売価格の 75.2%は漁業者の外部購入額と付加価値で構成され、原魚購入額を除く小売段階で

の外部購入額と付加価値合計は 24.8%となっている。漁業者の外部購入額は小売価格の 30.8%で、

付加価値は 44.4%、小売業者の経費は 8.3%で小売段階の付加価値は 16.5%となっている。漁業者

と小売業者の付加価値合計は 60.9%である。 

 
図 3-18: 浮魚鮮魚小売価格の構成 
（資料：PECHVAL）
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3-8  底魚鮮魚の付加価値 

底魚の鮮魚流通では底魚漁業者が漁獲水揚げした魚類は、水揚げ時に販売交渉代理人により仲

買人に売られ、仲買人は小売商に販売し、小売商が市場等に運搬し、消費者に販売している。次

図に、底魚の単位重量当たり小売価格に対し、漁獲段階、仲買段階、小売段階での仕入額を除い

た外部購入額と付加価値の割合を示す。 

 小売価格の 77.5%は漁業者の外部購入額と付加価値で構成され、仲買段階での仕入額を除いた

外部購入額と付加価値合計は 12.7%、小売段階での仕入額を除いた外部購入額と付加価値合計は

9.8%となっている。漁業者の外部購入価額は小売価格の 25.3%で、付加価値は 42.2%、仲買業者

の経費は 2.9%で仲買段階の付加価値は 9.8%である。小売業者の経費は 0.8%で小売段階の付加価

値は 1.4%となっている。漁業者、仲買業者及び小売業者の付加価値合計は 24.9%である。ここで

も注意すべき点は、これは単位重量当たりの価格構成比であり、底魚漁業者の付加価値は 20.4%

に対し、浮魚漁業者の付加価値は 11.4%であり、底魚小売業者の付加価値は 9.0%と浮魚小売業者

の付加価値の 16.5%に比較すると大きな較差があるが、これらが直接的に収入の差になっている

わけではない。 

 
図 3-19: 底魚鮮魚小売価格の構成 

（資料：PECHVAL） 

 

3-9  燻製加工品の付加価値 

燻製加工品のバリューチェーンでは、浮魚漁業で漁獲されたサルディネラを主たる原料として

製造された燻製品が路傍や市場で販売される。主としてベナン人漁民の家族である燻製加工人は

原魚を浜で零細漁民から購買するか、不漁時や零細漁船からの原魚供給が不足する場合は企業漁

業の販売所や保冷車から購入し、それぞれが自らの加工場で加工し、自ら販売に携わっている。 

小売価格の 71.3%は漁業者の外部購入額と付加価値で構成され、小売段階での仕入額を除いた

外部購入額と付加価値合計は 28.7%となっている。漁業者の外部購入価額は小売価格の 29.2%で、

付加価値は 42.1%、小売業者の経費は 9.9%で小売段階の付加価値は 18.8%となっている。 

漁獲外部購入
額, 35.3%

漁獲付加価値, 
42.2%

仲買外部購入
額, 2.9%

仲買付加価値, 
9.8%

小売外部購入
額, 0.8%

小売付加価値, 
9.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

漁獲 77.5%

仲買 12.7%

小売 9.8%
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図 3-20: 燻製加工品小売価格の構成 

（資料：PECHVAL）
 

3-10  塩干品の付加価値 

塩干品は底魚漁業者が漁獲した底魚を仲買人が買い取り、浜で販売されているものを原料とし

て製造し、路傍や市場で販売している。ポワント・ノワールでは加工人が自ら販売する例が多い。 

 
図 3-21: 塩干加工品小売価格の構成 

（資料：PRCHVAL） 
 

小売価格の 74.0%は漁業者の外部購入額と付加価値で構成され、仲買段階での仕入額を除いた

外部購入額と付加価値合計は 12.2%、小売段階での仕入額を除いた外部購入額と付加価値合計は

13.8%となっている。漁業者の外部購入価額は小売価格の 33.7%で、付加価値は 40.3%、仲買業

者の経費は 2.8%で仲買段階の付加価値は 9.4%である。小売業者の経費は 2.6%で小売段階の付加

価値は 11.2%となっている。 

 

3-11  零細漁業水産物の付加価値構成比率と小売業者の平均売り上げ 

浮魚鮮魚、底魚鮮魚、燻製魚、塩干魚小売価格に対するそれぞれの付加価値構成は次表になる。 
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表 3-10: 零細漁業水産物の小売価格に対する付加価値比率 

浮魚鮮魚 底魚鮮魚 燻製魚 塩干魚 

漁獲付加価値 44.4% 42.2% 42.1% 40.3% 

仲買付加価値 9.8% 9.4% 

小売付加価値 16.5% 9.0% 18.8% 11.2% 

付加価値合計 60.9% 61.0% 60.9% 60.9% 

      （資料：PECHVAL） 

 

 浮魚鮮魚、底魚鮮魚、燻製魚、塩干魚とも各付加価値比率の合計はほぼ同一で小売価格の 60.9%-

61.0%である。漁獲付加価値は鮮魚が加工魚より 2%程度高く、浮魚が底魚より 2%程度高い。仲

買付加価値は 10%未満である。小売り付加価値は加工魚が鮮魚より 2％程度高く、浮魚が底魚よ

り 7％程度高い。 

 これらの付加価値比率は小売価格に対する比率であり、小売価格と売上数量により、小売業者

の収益は異なる。次図に商品別小売業者平均売上額、支出額及び収益を示す。 

 

 
図 3-22: 商品別小売業者日平均売上額、支出額及び収益 

（資料：PECHVAL） 

 

3-12  零細漁業関係者の年間所得と貧困ライン 

零細漁業水産物バリューチェーンを構成する、船主、乗組員、加工人、仲買人、小売人の平均

収入を算定する。 

算定にあたっては、1 稼働あたりの平均収入に年間の平均稼働回数をかけて平均年収を算出し

た後に 365 日で除すことにより 1 日当たりの平均収入を導いた。なお、表中の乗組員（A）、（B）、

（C）は漁船員の役割に応じて収入に傾斜が付けられていることを表したものである。 
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表 3-11: 零細漁業関係者の平均年間所得 

 
（資料：PECHVAL 調べ） 

 

 上記で得られた一日当たり平均収入を 2012 年に PECHVAL がポワント・ノワールで実施した

アンケート調査で得られた家族の平均構成人数で除した一人一日当たり収入を算出した。浮魚漁

業の従事者はベナン人からの出稼ぎ者が大半を占めるが、それらはベナンに家族を残してきてい

ることが多く、アンケート調査の結果では家族人数はコンゴ人の扶養家族人数よりも少なかっ

た。家族を残して出稼ぎに来たベナン人は本国に仕送りを行っており、家族を含めた一人あたり

の収入を算出する上で、ベナンに残した家族も勘案しなければコンゴ人の収入と比較することが

困難であると考え、浮魚漁業船主、船員、燻製加工人についてはそれぞれ、底魚漁業船主、船

員、塩干加工人の扶養者数と同数とした。 

 

これらの結果から算定された各漁業関係者の 1 人 1 日あたりの推定平均収入と貧困ラインを下

図に示す。 

 

 

図 3-23: 零細漁業関係者 1 人 1 日あたりの平均収入（推定） 

（資料：PECHVAL, 2015 年 4 月の為替レートで換算） 

 

1稼働当たりの収入 年間平均稼働数 年間平均収入(f.cfa) 一日当たり平均収入(f.cfa)
浮魚漁業船主 44,812 120 5,377,483 14,733
浮魚漁業乗組員(A) 18,846 120 2,261,620 6,196
浮魚漁業乗組員(B) 9,243 120 1,109,160 3,039
浮魚漁業乗組員(C) 4,621 120 554,520 1,519
底魚漁業船主 78,103 50 3,905,150 110,699
底魚漁業乗組員（A) 41,402 50 2,070,100 5,672
底魚漁業乗組員（B) 23,867 50 1,193,350 3,269
燻製加工人 16,892 120 2,027,040 5,554
塩干加工人 45,295 30 1,358,850 3,723
仲買人 9,461 300 2,838,300 7,776
小売人（浮魚鮮魚） 5,780 250 1,445,000 3,959
小売人（底魚鮮魚） 3,980 250 995,000 2,726
小売人（燻製品） 5,080 250 1,270,000 3,479
小売人（塩干品） 10,070 150 1,510,500 4,138
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浮魚漁業及び底魚漁業の下級乗組員及び小売人の一部は、貧困ラインである1日1人1.25US$と

2.0US$の間にある。ここでは家族構成員のうち、1 名のみが収入を得ているものとして推計して

いるが、漁業者の妻は加工人であったり、小売人の夫は勤め人であったりするので、現実の深刻

度はこれほどではないと思われるが、配偶者の失業や死亡により貧困層に転落することは容易に

あり得るものと考えられる。 
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第4章 パイロットプロジェクト 

4-1  パイロットプロジェクトの選定 

パイロットプロジェクトは、第 1 年次に実施した水産物バリューチェーン分析で明らかにされ

た「コ」国零細漁業の現状の問題点のうち、水産物バリューチェーンに与えている負の影響が最

も顕著で、問題の取り組みに緊急性のある課題について、その対策案を検討し、品質保持計画、

水産物加工方法の改善計画、公設市場における水産物販売方法の改善及び水揚げ浜の管理計画を

選定した。また、これらのパイロットプロジェクトの実施に必要な水揚げ／荷捌き場及び販売場

所等のスペース、清水や氷、燃料の供給を行う場として小規模な零細漁業施設の建設とその運営

管理のための組織に対する支援もパイロットプロジェクトとして実施することとした。これらの

パイロットプロジェクトは第 1 回合同調整委員会で承認され、第 2 年次より実施が開始された。

パイロットプロジェクトは、PECHVAL プロジェクトメンバーと共に漁業養殖省ポワント・ノワ

ール市支局及びクイルー県支局職員が漁業関係者組合組織と協働し、水産物バリューチェーンの

改善に資する開発事業を運営・管理する実務機会を提供するために実施されたもので、パイロッ

トプロジェクトの成果と経験は、改善計画の策定に活用される。 

 

表 4-1: パイロットプロジェクト 

名称 主な支援・指導内容 
1. 品質保持計画 漁労改善による漁獲物の品質保持、仲買段階における品質保持

手法の確立と普及、高鮮度鮮魚の販売、漁民の組織化等 
2. 公設市場における水産物販

売方法の改善計画 
水産物売り場の衛生状態改善、販売台の改良、鮮魚販売におけ

る氷の使用、保冷箱の普及、魚類販売人の協同組合設立支援等

3. 水産物加工方法の改善計画 改良加工窯の試作と原魚の衛生的取り扱いを含む加工窯と作業

方法の「カイゼン」活動、衛生教育、研修事業、加工人協同組合

の設立支援等 
4. 水揚浜の管理計画 

 
砂浜清掃の実施、清掃・ゴミ管理マニュアルの作成、啓蒙活動、

清掃委員会の設立と組織強化支援、ポワント・ノワール市との協

働 
5. 零細漁業施設および機材整

備 
 

サイト選定、建設計画・機材調達計画の策定、入札図書類の作

成、入札、業者契約、建設工事、機材調達、完工検査、瑕疵検査

等 
6. 零細漁業施設の運営 漁民組織の組織力強化、施設管理組織の設立と強化、規則等の

作成、保守管理計画、利用料金等の設定、施設管理業務の実地

研修の実施等 

 

4-2  品質保持計画 

「コ」国の零細漁業は水産物バリューチェーンの各ステージにおける激しい鮮度劣化とそれに

伴う大幅な価値毀損という深刻な問題を有している。「コ」国の水産物バリューチェーンにおいて

は、底魚の漁獲ステージを除くと、漁獲及び流通の全段階で氷蔵等による鮮度保持は行われてお

らず、消費者に届く段階での鮮度劣化が著しい。品質保持パイロットプロジェクトでは水産物バ
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リューチェーンにおける鮮度劣化とそれに伴う価値毀損の状況を明らかにするとともに、現地の

現状に即した鮮度保持手法の開発と指導を行うことを目的とした。 

水産物バリューチェーンの出発点は、漁撈作業及び水揚げ段階であり、水産物品質保持の最も

重要な段階である。鮮魚は徐々であれ、急速であれ、水揚げ後直ちに蛋白質の変化が始まり、品

質の劣化が進む、この変化を逆進させることはできず、できることは劣化速度を遅らせ、腐敗へ

の変成をできるだけ長く止めることだけである。水揚げ時の鮮度が劣化しているとバリューチェ

ーンの下流の業務においても鮮度の劣化した魚を扱わざるを得なくなり、価値毀損の連鎖が発生

する。品質保持計画では、水揚げ後の魚の鮮度を保持させ、鮮魚をサプライチェーンの次の段階

に良好な状態で移動できるようにすることを目指して実施した。 

 

4-2-1  品質保持パイロットプロジェクトの内容 

4-2-1-1 .   浮魚漁業漁獲物の鮮度保持 

浮魚漁業における鮮度保持の問題点と改善策及び改善策を実施した場合に見込まれる効果を次

図に示す。 

 

図 4-1: 浮魚漁業における鮮度保持の問題点、改善策とその効果 

        （資料：PECHVAL） 
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4-2-1-2 .    底魚漁業漁獲物の鮮度維持 

底魚漁業における鮮度保持の問題点と改善策及び改善策を実施した場合に見込まれる効果を次

図に示す。 

 

図 4-2: 底魚漁業における鮮度保持の問題点、改善策とその効果 

        （資料：PECHVAL） 

 

鮮度保持パイロットプロジェクトでは、零細漁業水産物バリューチェーンの各段階における改

善を実現すると同時に、経済性においても普及可能な手法を開発するために、次表に示す事項に

ついて実施した。 

 

表 4-2: 品質保持パイロットプロジェクトの内容 

ステージ 実施項目 概要および方針 
全体   
基礎実験 鮮度推定方法の確立（実証試験） 検査機関が不在の状況で、現場で簡易に鮮魚の鮮

度を推定するため、主要魚種に対し、累積温度と

鮮度スコアを計測・分析するとともに、得られた

回帰式を用いて鮮度予測の方法を確立した 
浮魚漁業   
漁獲 漁船上での氷蔵手法の開発（実

証試験） 
漁獲した魚を漁船上で氷蔵することによる鮮度劣

化防止策の効果を実証した 
 

 入網時間の短縮（実証試験） 網に掛かった魚が海中で鮮度劣化するのを防ぐ効

果を実証した 
 

 経済性の分析 ｢漁船上での氷蔵｣及び｢入網時間の短縮｣を図った

場合の経済性を分析した 
 指導／普及 経済性分析結果を踏まえ、漁業者に｢漁船上での氷

蔵｣及び｢入網時間の短縮｣による鮮度劣化防止策

を指導した 

漁獲

●1航海の操業日数が長すぎる（底魚漁

業）

漁獲時の鮮度保持
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●保蔵措置なし
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● 原料の氷蔵

●加工時間の短縮
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ステージ 実施項目 概要および方針 
加工 原料の鮮度と製品品質の関連性

の検証（実証試験） 
良好な鮮度の原料を用いることによる廃棄物の減

少を調査し、鮮度が良い原料を使用することの優

位性を実証した 
 原料魚の鮮度保持手法改善（実

証試験） 
 

仕入れた原料を加工開始までの間、適切に保蔵す

る方法を指導した 

 経済性の分析 ｢原料魚の鮮度保持手法の改善｣を図った場合の経

済性を分析した 
 指導／普及 経済性分析結果を踏まえ、｢原料魚の鮮度保持手法

の改善｣を指導した 
小売 氷蔵の導入（実証試験） 販売時の鮮度劣化を抑えるため、氷を用いた陳列

を行い、利点を実証した 
 指導／普及 経済性分析結果を踏まえ、対象者に｢氷蔵の導入｣

を指導した 
底魚漁業   
漁獲 操業期間短縮と入網時間短縮

（実証試験） 
漁獲物の鮮度劣化を考慮した適正な操業日数を実

証した 
 経済性の分析 ｢操業期間短縮｣及び｢入網時間短縮｣を図った場合

の経済性を分析した 
 指導／普及 経済性分析結果を踏まえ、｢操業期間短縮｣及び｢入

網時間短縮｣を指導した 
仲買 鮮度スコアと販売単価の相関性

解析（実証試験） 
底魚の主要魚種であるニベについて鮮度スコアと

販売単価を計測・分析した。基礎実験で判明した

累積温度と鮮度スコアの回帰式と併せ、魚の温度

履歴と単価の関係について推計を行った 
 陳列方法の改善（実証試験） 販売時の氷の使用、日陰での陳列を指導した 
 経済性の分析 ｢陳列方法の改善｣を図った場合の経済性を、鮮度

スコアと販売単価の関係性から分析した 
 指導／普及 経済性分析結果を踏まえ、対象者に｢陳列方法の改

善｣を指導した 
加工（塩干） 原料魚の保蔵方法の改善（実証

試験） 
原料魚の鮮度劣化を抑制する方法の検討を行い、

実証した 
 加工時間の短縮（実証試験） 品質劣化の防止及び生産能力向上を目的として加

工時間の短縮を実証した 
 経済性の分析 ｢加工時間の短縮｣を図った場合の経済性を分析し

た 
 指導／普及 経済性分析結果を踏まえ、対象者に｢加工時間の短

縮｣を指導した 
小売 浮魚漁業と同じ 浮魚漁業と同じ 

 

4-2-2   鮮度推定方法の確立 

4-2-2-1 .   推定方法の概要 

品質保持パイロットプロジェクトを実施するにあたり、バリューチェーンの各ステージにおけ

る魚の鮮度を把握する必要がある。鮮度測定を行うためには習熟した調査員を長期間にわたって

配置する必要があることから恒常的に行うことが困難であり、簡便に鮮度の変化を推定する方法

を確立することが必要であったことから、累積温度と鮮度とに強い相関があることに注目し、累

積温度計測による鮮度の推計方法を開発した。 
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魚の鮮度劣化の主な原因は酵素反応によるタンパク質の変性で、その反応は温度及び経過時間

と密接な関係がある。このことから、魚種ごとに一定時間ごとの鮮度と温度を測定して相関グラ

フを作成し、累積温度と鮮度との関係式を求め、累積温度から鮮度を類推できるようにした。鮮

度の計測方法については、ポワント・ノワールには鮮度の分析が可能な試験検査機関が存在せず、

また技術能力や保守管理能力も不十分であるため、比較的簡便な手法として、漁業養殖省により

企業漁業の漁獲物検査として実施されている官能検査による鮮度スコア法を採用した。鮮度スコ

アの計測は、漁業養殖省の漁獲物検査で用いられているスコアシートを流用した。ただし、1 尾に

対し継続的に計測を行う必要性から、魚の解体が必要な項目（腹腔内の視認等）については省き、

外観及び匂い等非破壊で行える項目のみ実施した。 

鮮度の劣化速度は魚種や棲息海域によっても違いがあるため、主要魚種であるサルディネラ

（Sardinella（Makouala : Sardinella maderensis ）、（Massoundji : S. aurita））、ニベ（Bar : 

Pseudotolithus brachygnathus）、イサキ（Drade Gris : Pomadasys jubelini）、ツバメコノシロ

（Capitain : Polydactylus quadrifils）について計測を行った。 

 

4-2-2-2 .   累積温度と鮮度スコアの相関 

サルディネラ2種及び底魚3種について累積温度と鮮度スコアの相関グラフを作成した。なお、

鮮度スコアは死亡直後を 3.0 とするべきであるが、計測サンプルは入手時既に幾ばくかの鮮度劣

化が進行していたため、相関グラフの回帰線の傾きを維持したまま累積時間に補正を加えて 0℃

の値を 3.0 にした。 

 
図 4-3: サルディネラにおける鮮度スコアと累積温度の相関グラフ 

（資料：PECHVAL） 
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図 4-4: 底魚における鮮度スコアと累積温度の相関グラフ 

        （資料：PECHVAL） 
 

測定結果から、いずれの魚種においても鮮度スコアと累積温度には非常に強い相関があるとい

える。 

 

表 4-3: 鮮度スコアと累積温度の回帰式 

魚種 寄与率（R2） 回帰式 

サルディネラ Massoundji 0.9437 Y = －0.0063 X + 3 

Makouala 0.9420 Y = －0.0066 X + 3 

底魚 Bar 0.8881 Y = －0.0065 X + 3 

Drade Gris 0.8464 Y = －0.0071 X + 3 

Capitaine 0.9134 Y = －0.0070 X + 3 

Y：鮮度スコア X：累積温度（℃） 

（資料：PECHVAL） 

 

これらの回帰式から、例えば、ニベ（Bar）を平均気温 27℃の環境下に魚を置いた場合、約 11

時間で可食下限といわれる鮮度スコア=1.0 を下回る一方、氷蔵下の 5℃で同じ時間保蔵した場合

は鮮度スコア 2.6 程度で、十分新鮮な状態にあるということが読み取れる。 

 

y = ‐0.0065x + 3
R² = 0.8881
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図 4-5: 保蔵温度履歴から予想される鮮度スコア（底魚の場合） 

     （資料：PECHVAL） 

 

求めた鮮度スコアと累積温度の回帰式を用いて各ステージの活動において扱っている魚の鮮度

がどの程度かを容易に知ることができる。例えばサルディネラを水産物冷凍会社に大量に販売し

ようとした場合、水産物冷凍会社の要求する鮮度スコアが 2.5 以上であったとすると、Massoundji 

の回帰式「Y = －0.0063 X + 3（Y：鮮度スコア、X：累積温度）」を用いて、魚の漁獲時から納品

までの累積温度を約 80℃以下にしなければならず、保蔵温度および取り扱い時間の目標値を定め

ることができる。 

累積温度と鮮度スコアの回帰式を用いると魚の取り扱い温度を計測することにより鮮度スコア

が推計でき、プロジェクト実施前と実施後の改善度合いを測る指標として有効である。 

 

4-2-3  浮魚漁業 

4-2-3-1 .  漁獲ステージ 

（2） 漁船上での氷蔵手法の開発 

浮魚漁業は流し刺網を用いて主にサルディネラを漁獲しており、夕方 5 時頃出航して夜を徹し

て操業を行い、翌日の明け方に帰港する。漁場までの所要時間は 1～3 時間で、実操業時間は 8 時

間程度である。投網後、魚が十分にかかるまで待って取り込みにかかるが、長い時には 8 時間も

海中に網を入れたままにするため、取り込み時には既に鮮度が劣化してしまっていることがしば

しばある。漁船に取り込んだ魚には施氷は行わず、明け方に帰漁するまで常温下に置かれる。漁

獲物の取り込みから水揚までの間で鮮度は大きく劣化している。 

浮魚漁業において、漁獲物の漁船取り込みから水揚・販売に至る間の鮮度劣化の状況を観察し、

漁船上で氷蔵を取り入れることによる鮮度保持効果の比較を行った。 
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氷蔵及び通常保蔵のサンプル魚について水揚時の鮮度及び販売価格の比較を行った結果、水揚

時の鮮度スコアは氷蔵サンプルが平均で 0.8 ポイント高く、価格は通常保蔵品に比べ平均で 120%

の高値が付けられ、鮮度スコア 1.0 ポイントあたり 50%の価格差がでることが判明した。 

 

（3） 入網時間の短縮 

サルディネラを対象とした刺網の海中への設置時間は最低でも 1 時間、長ければ 8 時間以上に

及ぶ。網の設置及び揚網は人力で行うため肉体的な負担が大きいことから、乗組員はできるだけ

その回数を減らそうとし、そのため網に掛かった魚が少ないと思われる場合は揚網することを嫌

う。しかし、長時間にわたって網を海中に設置した場合、海水温が高いため、設置初期にかかっ

た魚の鮮度劣化が激しい。 

長時間網を仕掛けておくことによる鮮度の劣化がどれほどかを、累積温度と鮮度スコアの回帰

式を用いてシミュレートし、浮魚漁業者を対象としたワークショップにおいてその結果を示すこ

とにより漁網の投入時間の短縮が鮮度劣化防止に重要であることを説明、指導した。 

 

（4） 経済性の分析 

漁船上で漁獲物の氷蔵を行うにあたって必要な氷の量は、実証試験の結果とこれまでの知見か

ら、施氷前に融解してしまう氷の量を含めて漁獲量の 20%程度が適量とされる。70 ケース（約

2,660kg）のサルディネラを氷蔵するためには、約 532kg が必要である。パイロットプロジェク

トの結果、氷蔵した魚は通常保蔵の魚に比べ 110～120%の価格で販売できることが判明しており、

また、同調査データより作成したヒストグラムを用い、氷蔵を行うことにより 1 操業あたり平均

で幾らの利益が発生するかを試算した。なお、ヒストグラム中の水揚量については範囲の最低値

を採用した。 

 
頻度（%） 25% 29% 11% 14% 7% 4% 7% 4% 

平均ｹｰｽ単価 12,000 14,125 12,000 12,000 7,000 7,000 7,000 7,000 

図 4-6: 一航海あたりの水揚量のヒストグラム 
（資料：PECHVAL） 
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表 4-4: 氷蔵による発生利益の試算 

水揚量（ｹｰｽ） 0 10 20 30 40 50 60 70  

頻度（%） 25% 29% 11% 14% 7% 4% 7% 4%  

通
常 

通常品単価 12,000 14,125 12,000 12,000 7,000 7,000 7,000 7,000  

販売金額（①） 0 141,250 240,000 360,000 280,000 350,000 420,000 490,000  

氷
蔵 

氷蔵品単価 14,400 16,950 14,400 14,400 8,400 8,400 8,400 8,400  

販売金額（②） 0 169,500 288,000 432,000 336,000 420,000 504,000 588,000  

差額（②－①） 0 28,250 48,000 72,000 56,000 70,000 84,000 98,000  

氷価格差し引き*1 -28,000 250 20,000 44,000 28,000 42,000 56,000 70,000 合計 

頻度乗算*2 -7,000 73 2,200 6,160 1,960 1,680 3,920 2,800 11,793

*1：差額から氷価格（2000fcfa／袋 x 14 袋＝28,000fcfa）を引いた値 

*2：氷価格差引金額に頻度（%）を掛けた値。この欄の合計が氷蔵による 1 航海あたりの増収額となる 

（資料：PECHVAL） 

 

試算の結果、氷蔵を行うことによる一航海あたりの発生利益は 11,793fcfa と推定される。別途

行った出納簿調査の結果では、浮魚漁業船主の収入は一操業当たり平均 31,500fcfa 程度であるこ

とから、氷蔵を取り入れることによりその収入が 37%程度増加することが見込まれる。 

これらの実証試験データを基に、浮魚漁業者を対象にワークショップ参加者及び有志からなる

ワーキンググループを結成し、入網時間の短縮及び船上での氷蔵の導入を図っているが、漁獲の

バラツキが大きく、入網時間短縮を試みた時に全く魚が掛からないこともあり、船内氷蔵用に氷

を調達して出港したものの漁獲が少なく氷代の回収ができないこともあり、懐疑的な漁業者を説

得するためには、普及活動の長期にわたる継続と経営データの集積が必要である。 

 

（5） 指導／普及 

実証試験及び経済性の分析結果を基に、船上での氷蔵の導入及び入網継続時間の短縮について、

浮魚漁業者を対象にワークショップを開催し、意見を聴取した。 

漁業者が鮮度保持手法の改善に積極的でないことの理由として、現在の鮮度状態でも顧客であ

る加工人及び小売人から不満は聞こえてこないことが挙げられており、漁業者の意識改革と同時

に顧客である加工業者及び小売り業者の鮮度に関する意識向上も必要である。 

 

4-2-3-2 .  加工ステージ 

（1） 原料の鮮度と製品品質の関連性の検証 

水揚された浮魚の 8 割は燻製に加工されると推定されている。燻製加工人に購入された浮魚は

加工場に搬入され、洗浄した後に燻製窯に並べられる。燻製窯の上には屋根がかかっており直射
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日光は遮られているが、洗浄作業は排水の便が良いところで行おうとするためか、直射日光下で

行われることが多い。搬入、洗浄、燻製窯での準備作業に要する時間は長く、原料魚の購入から

火入れによる鮮度劣化の停止までに 1～3 時間が経過するのが常態で、その間に進行する原料魚

の鮮度劣化は深刻である。 

漁船上において、通常保蔵と氷蔵したサルディネラを原料として同時に製造した燻製品の品質

を比較した。製造は燻製加工人に委託し、通常のとおりの作業手順で行った。氷蔵サンプルにつ

いては漁獲後から加工直前まで氷蔵した魚を、通常保蔵のサンプルは全く施氷なしの魚を用いる

こととし、それぞれ別の燻製窯で製造した。 

出来上がった製品は燻製加工人自身の判定により上等品、中等品、廃棄品に 3 分類した。その選

別基準を次表に示す。 

 

表 4-5: 燻製加工品の選別基準 

上等品 製品に裂け目や割れ目がなく、全体にツヤがある。 

中等品 腹部に比較的小さな裂け目がある。全体的にツヤがない。 

廃棄品 腹部に大きな裂け目あるいは身が大きく欠損している。 

 

腹部に割れ目があると腹腔内にカビやカツオブシムシ等の食害虫が発生しやすくなることから消費者

には好まれない。燻製品の販売は一山（5～7 尾）500fcfa 程度で行われ。燻製品販売人は通常上等品

の山に、一山 5 尾なら中等品を 1 尾、一山 7 尾の場合は 2 尾程度の割合で混ぜて販売している。しか

し、中等品の割合が多いと、同一の山の上等品も含め、売れ残る確率が高くなるといわれている。廃棄品

は通常は消費者には販売せず、売れ残った燻製品と共に豚の飼料として、１尾あたり約 5 f.cfa 程度の捨

て値で養豚業者に売り渡されている。 

これらの基準により製品を選別した結果を次表に示す。 

 

表 4-6: 原料保蔵法の違いによる燻製品の品質比較 
 通常保蔵原料 氷蔵原料 
加工前の鮮度スコア 2.3 2.9 
 No. % No. % 
原料匹数 800 100% 534 100% 
上等品 666 83.3% 528 98.9% 
中等品 74 9.3% 4 0.7% 
廃棄品 60 7.5% 2 0.4% 

（資料：PECHVAL） 

 

 氷蔵原料製品は中等品、廃棄品が 1%以下とほとんど無いのに対し、通常保蔵原料製品は上等品が

15%以上も少なく、特に廃棄品の割合が大きい。鮮度の良い原料を使うことが経済的に優位であることを

如実に示している。 
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（2） 原料魚の鮮度保持手法の改善 

高鮮度の原料を用いるためには、購入時点で高鮮度であることは元より、原料を購入してから加工を行

うまでの間の鮮度保持が必要である。原料鮮度の保持のためには、保管時間の短縮と低温での保蔵が

必要である。 

現在の燻製加工作業において原料購入から加工開始（火入れ）までに要している時間の計測を

行った結果、平均所要時間は 2 時間 37 分であった。搬入には水揚場から加工場までの距離が関係

するが、加工場はいずれもソンゴロ地区内であり、水揚げ浜から至近であるにも拘わらず、２時

間以上の所要時間がかかるというのは改善の余地が大きい。原料仕入れ以前に火入れの準備を完

了しておく等、作業工程の見直しにかかる検討と改善指導が必要である。 

 

（3）   原料鮮度の違いによる燻製生産の経済性の分析 

実証試験の結果を基に原料鮮度の違いによる燻製生産の販売シミュレーションを行った。原料

単価及び製品単価については、実験実施日の原料単価（通常品：7,000fcfa／ケース、氷蔵品：

9,000fcfa／ケース）および製品単価（7 尾で 500fcfa）を用いた。また 1 ケースあたりの尾数は

150 尾／ケースとし、1 窯（4 ケース）の燻製を製造した場合を想定する。中等品は 1 山（7 尾）

あたり 1 尾を混入させて販売することとし、混入できない中等品は売れ残りとして廃棄すると仮

定した。 

 

表 4-7: 原料の保蔵方法別の燻製品製造結果比較 

   通常保蔵原料 氷蔵原料 

A 原料匹数（1 ケースあたり） 150 尾 150 尾

B 

食
用 

販売単価（1 尾あたり） 71 fcfa 71 fcfa

C 上等品数 125 尾 148 尾

D 中等品数 14 尾 1 尾

E 上中等品販売価格（（C + D）x B） 9,869 fcfa 10,579 fcfa

F 飼
料
用
品 

廃棄品単価 5 fcfa 5 fcfa

G 廃棄品尾数 11 尾 1 尾

H 廃棄品価格（F x G） 55 fcfa 5 fcfa

I 売上収入（E + H） 9,924 fcfa 10,584 fcfa

（資料：PECHVAL） 

 

氷蔵の原料を用いた場合の 1 ケースあたりの売上収入は通常保蔵のものに比べ約 7%上回った。これ

は、通常保蔵と氷蔵の原料単価の差によっては逆転することもあり得るものの、氷蔵原料では上等品の

占める割合が多くなることで製品の売れ行きが早くなることや、暑熱期である雨期等の条件が悪い時期に

は、より製品品質に差がでるため、売り上げ収入は大きな差となって現れると思われる。 
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4-2-4  底魚漁業 

4-2-4-1 .  漁獲ステージ 

（1） 操業期間の短縮と入網時間の短縮 

底魚の漁獲ステージでは既に氷が用いられているが、魚倉の保冷能力が十分でないために氷の

融解が早く、出漁時に積み込んだ氷は 3 日間程度で無くなる。出漁期間と水揚直後の魚体温を実

測した結果、出漁期間が 3 日間を超えると魚体温度も上昇傾向を示し、気温との差は少なくなっ

ている。 

 
図 4-7: 出漁期間と魚体温度 

（資料：PECHVAL） 
 

2014 年 11 月から 2015 年 3 月にかけて水揚時の魚体温度と航海日数のデータ（サンプル数は

364）を収集した。鮮魚保蔵に適する温度は概ね 10℃以下が望ましいとされているが、出漁日数

が 4 日目以降になるとそれを上回る。また、保蔵庫内の氷が無くなると、庫内温度のバラツキも

消失し、高い温度で一定となる。 

 

（2） 操業期間短縮の経済性の分析 

底魚漁民に対して操業期間の短縮を勧めたところ、漁民は短い出漁期間を繰り返すと燃料費が

高くなるとか、漁獲量が少なくなるといった意見を出している。しかし、漁業者を対象とした出

納簿調査で得られたデータからは、底魚操業における航海日数と燃料費及び漁獲量の相関は非常

に弱いことが判明し、長期にわたって出漁したとしても、燃油の節約や漁獲量の増加にはつなが

らないと言うことができる。むしろ、出漁期間を短縮することにより、鮮度劣化が防止できるこ

とにより魚の単価向上が図れることは明らかであることから、積極的に操業の短縮化を図るべき

と考える。 

 

（3） 指導／普及 

底魚漁業者に対して、長期の航海を行ったとしても燃油の節約や漁獲量の増加にはつながらな
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いことを説明するとともに、むしろ鮮度が下落する前に航海あたりの操業日数を短縮した場合で

も年間を均せば 1 日あたりの収益は上昇することについて、経済分析の結果を引いて説明を行い、

操業日数は 3 日を上限とするよう指導を行った。 

指導後の漁業者の出漁日数の変化については、定期的にアンケートを実施し、現状との比較検

討を行う必要がある。 

 

4-2-4-2 .  仲買ステージ 

（1） 鮮度スコアと販売単価の相関性解析 

仲買人が底魚を売買しているバーズアジップ浜において、陳列している魚が小売人あるいは消

費者に購入された時点における鮮度スコア及び購入価格についてのデータを統計的に分析した43

結果、鮮度スコア 1.0 ポイントに対し魚の価格は 36.75%の変動を示すことが明らかとなった（有

意水準 1%）44）。この結果と累積温度と鮮度スコアの回帰式｛Y = －0.0065 X + 3（Y：鮮度スコ

ア、X：累積温度（℃））｝を組み合わせることにより、時間経過による魚の単価の下落傾向を示す

ことが可能となる。雨期（12 月～3 月）における日中の平均気温を 30℃、乾期（6 月～9 月）の

平均気温を 25℃、十分な氷を用いて氷蔵した場合の温度を 5℃とした場合による価値毀損の状況

は、雨期には販売価格が 1 時間あたり 5.5%下落し、乾期には 4.3%下落するが、氷蔵し、保蔵温

度を 5℃に保てば、時間当たり販売価格の下落率は 1%に抑えられる。 

 

 
図 4-8: 環境温度別の経過時間による価値毀損 

（資料：PECHVAL） 

 

                                                  
43東京大学農学生命科学研究科の八木准教授に依頼して統計的な分析を行った。 
44)実際の推定式は以下を使用した。 

Yi 0 1Si 2Ti 3Dt i
・・・（１） 

 ここでは、Y は当該魚の価格、S は鮮度スコア、T は販売開始から当該魚の取引が成立するまでに経過した時

間、D は購入者属性に関するダミー変数を表す。また、μは誤差項である。 
 この式から、α0、α1、α2、α3の値を最小２乗法で推定した。ソフトは Eviews7 を使用した。 
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（2） 陳列方法の改善 

現在の鮮魚販売形態は直射日光下の砂浜上に陳列し、常温で行われているが、日陰で氷蔵しな

がら販売する方式を普及する活動を行った。 

 

（3） 経済性の分析 

仲買人の出納簿調査の結果を踏まえ、通常保蔵魚と氷蔵魚の販売収益を試算した。試算の結果

では、氷蔵して販売した場合、氷代を支出しても、仲買人の現状販売額に対し 7.5%の増収となっ

た。 

 

（4） 指導／普及 

販売時の陳列にあたり魚の温度を上げない方法として日除け傘（パラソル）、陳列台の導入及び

氷蔵の実施を指導した。 

 

4-2-4-3 .  塩干加工ステージ 

（1） 原料魚の保蔵方法の改善 

塩漬けを行うまでの間に進行する原料魚の鮮度劣化を防ぐための方策として、原料魚購入直後

に浜辺で解体及び塩漬けを行うことと原料運搬時に氷蔵を行うことの 2 つの方策が考えられるが、

運搬手段がタクシーしかないため、原料魚に氷を加えると運搬が困難となるため、原料魚購入直

後に浜辺で解体及び塩漬けを行うこと指導普及することとした。 

 

（2） 加工時間の短縮 

既往の塩干加工では塩漬に 3 日間、乾燥に 3～4 日間程度を要しており、原料購入に費やした資

金は製品販売後、つまり 1 週間以上経なければ回収できないため、生産は 1 週間に 1 サイクルに

留まっている。本プロジェクトでは塩漬方法として浸漬効率の高い塩水漬けを導入するとともに、

水切れや風当たりが良い吊り下げ型の乾燥棚を導入することにより、加工に要する期間を塩水漬

け 2 時間、乾燥 3 日間とすることができた。乾燥棚での乾燥初期にハエが卵を産み付ける等の害

が発生したが、干し棚に吊す直前に魚の身側に厚く塩を塗りつけることにより、ハエがたかるの

を防ぐことができた。 

また、加工期間中に原料の鮮度劣化や含有脂肪分の酸化により、黄変（油焼け）等の品質劣化

が観察されているが、加工期間の短縮により品質劣化の防止も認められている。 

 

（3） 経済性の分析 

脂質の酸化を防止したことによる価格の向上は認められていないが、通常 7 日間程度を要する

塩干品の加工期間を 4 日間に短縮できたことにより、単純計算では、1.7 倍の生産が可能となり、
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所得もそれに応じて増大できると考えられる。 

 

（4） 指導／普及 

塩干加工のパイロットプロジェクトは塩干加工人組合の有志により発足したワーキンググルー

プにより実施されている。個々の加工人は資金力が小さく原料の購入も少量であるため、原料購

入や運搬時に不利な条件となっているが、共同で事業を行うことにより仲買人やタクシー運転手

と有利な交渉ができる。本ワーキンググループの塩干加工生産は共同出資により、個人で生産す

るよりも規模が大きな生産を行っている。 

 

4-3  公設市場における水産物販売方法の改善計画 

4-3-1  公設市場における水産物販売方法の改善計画の構成 

ポワント・ノワール市には 16 の主要公設市場（2012 年 11 月現在）があり、約 3,500 の水産物

販売店が存在している。 
 

表 4-8: ポワント・ノワール市公設市場内水産物販売店の内訳 

 
（資料：PECHVAL） 

 

小売販売ステージは、鮮魚の消費者への流通過程の中でその滞留時間がもっとも長いため、鮮

度の低下と接触汚染による品質劣化が置きやすい環境である。しかしポワント・ノワール市公設

市場での販売形態は、施氷どころか保冷機能もない販売台の上に長時間晒されている状態であり、

常温で長時間滞留するため陳列中の鮮度落ちが著しい。また販売台はコンクリート製又は木製で、

魚のドリップや粘液が染みこみ易く、掃除もしにくい上、販売台や陳列する魚類を洗浄する清浄

水の調達が困難であり、ハエや雑菌による汚染も進んでいる非衛生的な状況になっている。販売

台の回りにゴミが滞留しているが、清掃は清掃人任せとなっており、清掃頻度も少なく、集積さ

市場名
海産鮮魚
販売店

淡水鮮魚
販売店

海産魚燻
製品販売

店

淡水魚燻
製品販売

店

塩干品販
売店

合計

GRAND MARCHE 554 78 229 421 347 1,629
PLATEAU VILLE 35 - - - - 35
TCHIMBAMBA 10 8 8 - - 26
MPAKA 30 2 - 18 9 59
VOUNGOU - 34 - 18 12 64
MVOUMVOU 25 - 20 - 6 51
LOUSSALA 41 - 42 - 8 91
BISSONGO 37 - 40 - 8 85
NKOUIKOU 65 32 55 - 10 162
MAKOULOU NGOULOU 90 2 60 3 40 195
QUARTIER CULOTTE 26 - 25 - 12 63
MBOTA 34 - 32 - 9 75
TIE-TIE 93 12 38 - 20 163
MARCHE DE LIBERTE 600 135 25 15 - 775
MARCHE DE FAUBOURG - - - - - 0

小計 1,640 303 574 475 481 3,473
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れたゴミの回収も充分にはなされていない、極めて劣悪な衛生環境下にある。 

公設市場における水産物販売方法の改善計画パイロットプロジェクトとしては市場全体を衛生

的な環境に改善する方策の実施は困難であり、きわめて限定的に水産物販売に係わる範囲の衛生

環境の改善を目標とし、 

 

（１） 消費者にも鮮魚販売者にも受け入れられる衛生的な鮮魚販売台を試作し、試作販売台

を実際に使用していく中で、衛生的な販売台の普及をはかること 

（２） 公設市場の鮮魚販売者に水産物の安全衛生的な取り扱いに対する啓蒙教育を行い、衛

生に対する意識を向上させること、 

（３） 公設市場の鮮魚販売者の組織化を支援し、鮮魚販売者自身で衛生環境改善面でのマネ

ージメントを高めること 

（４） 衛生的な販売台の使用によって改善されると期待される効果を評価するために、販売

水産物の鮮度や品質の現状を調査すること 

（５） 生鮮物市場の衛生状態を良好に保つために最も重要な市場内の水の現況と水質につい

て調査し、市場の衛生状態を改善する方策を探ること 

を目指した。 

 

4-3-2  衛生的な販売台の試作と普及 

4-3-2-1 .  チンバンバ市場での鮮魚販売改善の試行 

本プロジェクトの 2 年次には、公設市場の中でも比較的小規模で、販売台がコンクリート製で、

衛生的な販売台に改装しやすいチンバンバ市場で水産物販売方法改善計画を実施した。 

既存販売台がコンクリート製であるため、出来るだけ現地で入手可能な材料で販売台の改修を

行うこととし、第 1 回目の改良型は魚と氷を並べることが可能な方式を試作した。しかし既存販

売台の高さが高くその上に新たに製作した移動式販売台を載せると陳列した魚が見えづらくなり、

また夜間盗難被害の恐れから、移動式の販売台は朝夕の設置と片付けのための人手を必要とする

こと、保管場所の確保が必要であること等が改善点としてあげられた。こうした教訓から次の試

作品では既存販売台に直接加工し、保管するパーツを出来るだけ少なくすることを基本方針とし、

同時に鮮魚の保蔵用の保冷箱を使い、陳列中の鮮度劣化を防ぐと共に効率的な販売方法の改善を

目指した。しかし、保冷庫の夜間の保管場所の欠如、ベンダーが仕入れた魚を全て販売台に陳列

したがること等から定着するに至らなかった。 

パイロットプロジェクト実施当初は協力的であった小売ベンダーも、衛生面や鮮度維持に必要

とされる要求事項が多くなると実践しなくなった。これは、チンバンバ市場の顧客がほとんど固

定されており、鮮度や衛生面の改善が、売り上げ増加や顧客増加等の目に見えた成果につながり

にくいことが主因と考えられた。このため、3 年次にはポワント・ノワール市内で最大規模を誇

り、多数の顧客で賑わい、販売店間の競争も激しい中央市場に水産物販売方法改善計画パイロッ
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トプロジェクトの実施場所を移し、実施することとした。 

 

4-3-2-2 .  中央市場での販売方法改善活動 

中央市場は鮮魚販売店だけでも 500 店以上あり、全体では 5,000 店以上の小売商が営業する

ポワント・ノワール市内で最大規模の公設市場である。しかし、市場中央を除き大半の施設・設

備はほとんど仮設的に作られたものであり、給排水設備も非常に粗末で衛生環境は劣悪な状況で

ある。「コ」国政府は中央市場の建替えを計画しており、既存市場の撤去と仮設市場への移転を

2015 年 11 月に実施した。新中央市場の完成は 2 年後と計画されていたが、2018 年 10 月現在、

建設は中断されたままとなっている。パイロットプロジェクトとして衛生的な販売台による鮮魚

販売の改善やベンダーによる水産物販売台周辺の衛生環境の改善を行うことは、将来的に中央市

場が建替えされた時にも役立つものと思われ、3 年次のパイロットプロジェクトの対象市場とし

た。 

 

（1） 販売台改修実証試験 

中央市場の既存販売台は木製で規格がなく 1 台毎にサイズが異なっている。その販売台の上に

段ボール紙を敷いて魚を陳列しており、非常に不衛生で清掃もされていない上、構造的に氷を使

うこともできず、陳列中の鮮度低下のみならず汚染も懸念されている。このため販売台の改良試

験を実施し、その効果を実証することとした。 

既存の販売台は全て木製であるため、改良販売台も構造体は木製とするが、鮮魚を陳列する表

面部分はタイル貼りまたはアルミシート貼りとし、氷の使用と洗浄のための排水口を設けた。ア

ルミシート張りは軽量化が可能であるが、耐久性ではタイル張りの方が高いと見られる。販売台

の拭き掃除の前後で清浄度を計測した結果、アルミシートを貼ったタイプが最も効率よく汚れを

落とせたが、白色タイルの方が強度があり、清潔度もそれなりに高く、既存のコンクリート製の

販売台を改善する際にもより簡単であるため、将来的に販売台の改善を行うにはタイル貼とする

こととした。 

 鮮魚販売方法の改善に関心があり、改良販売台の使用に積極的に応募してきたベンダー４名を

選定し、改良販売台を貸与して使用に供した。 

 

（2）  中央市場の魚類販売状況と鮮度指数推移 

改良販売台を設置したベンダー4 人を対象に週に 2 回インタビュアーを現場に配置し、彼らの

営業活動についてのデータを 1 時間毎の目視及び聞き取りにより調査した。調査は 2105 年 1 月

から同年 7 月まで実施した。調査項目は次の通りである。 

・1 営業日のデータ：仕入量（ケース単位）、仕入先、魚種と仕入金額 

・1 時間毎のデータ：顧客数、売上金額、魚体温、気温、鮮度指数 
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各小売商の顧客数は 1 日 50 人程度で 100 人を超えることはない。正午を境に販売金額も低下

していく。どのベンダーもベンダー本人を含め 2～3 人で営業活動している。営業時間はソンゴロ

浜で零細漁業の鮮魚を仕入れるベンダーは市場での販売開始時間が遅くなるが、零細漁業の漁獲

物を目当てとするひいき客が多く、売れ行きが良いためか、営業時間は平均 6 時間程で他ベンダ

ーに比べ短い。各ベンダーの粗利には幅があり、時には 10 万 F.CFA を超えることもあるが、時

には売上金額が仕入れ金額を下回り、赤字となる日もある。ベンダー全体でみると 1 日当たりの

おおよその粗利は 4 万 F.CFA 前後と見られる。 

 

 

  

図 4-9: 中央市場 PP 対象ベンダー営業状況調査結果 

（資料：PECHVAL） 

 

営業データの収集と同時に週 1 回ではあるが改良販売台で販売している水産物の鮮度検査を

2015 年 1 月から 7 月まで行った。時間毎の鮮度指数、売上金額及び顧客数の推移を次図に示す。 

 



 

4-19 

時間当りの鮮度指数、顧客数、売上金額の推移（全体平均） 

 

図 4-10: 中央市場 PP 対象ベンダー鮮度と売上金額額比較（時間毎） 
*1: 鮮度指数判定は URRM の検査員に依頼した。 
*2: 鮮度指数の基準 

EXTRA：  鮮度指数が 2.7 を超える場合。 

鮮度 A： 鮮度指数が 2.0 を超え 2.7 以下の場合。魚は良い状態である。 

鮮度 B ： 鮮度指数が 1.0 を超え 2.0 以下の場合。この魚は出来るだけ早く消費する 

鮮度 C： 鮮度指数が 1.0 またはそれ以下の場合。消費対象外とする。 

*3: 営業データは毎週火曜と土曜、鮮度指標については火曜を検査日とした。（中央市場は月曜と金曜が市場全

体清掃のため休場となる。） 
*4: 顧客数は 1 時間当たりの人数 

（資料：PECHVAL） 
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P1～P3 のベンダーは中央市場に水産物を運んでくる企業漁業会社から魚を仕入れており、P4

はソンゴロ浜まで仕入れに出向いて零細漁業者から仕入れをしている。企業漁業会社からの魚類

は仕入段階で鮮度指数が 2.0 を少々上回る程度で、鮮度状態は良好でないものが多い。 

消費者の購買動向を見ると、市場開場直後の早朝 6 時から 8 時頃に最初のピークがあり、その

後正午前後に次のピークが出現している。さらに照明設備がないため基本的に閉場となる 17:00

以降にも帰宅前の買物客が訪れる最後のピークが見られる。早朝 6 時頃に仕入れた魚類は終日施

氷することなく販売台の上で陳列され、正午を境に鮮度指数が 2.0 を下回るのと同時に売上金額

も低下していく。P1 と P2 の場合は 11:00-12:00 の段階で既に鮮度指数 2.0 を下回ることが多か

った。売上の推移から鮮度の良否が消費者の魚類購買意欲にある程度影響を与えていると推察さ

れる。 

夕方には仕入れから 10 時間は経過しており、著しい鮮度低下により、鮮度指数が 1.0 程度まで

低下し、食品として既に安全性を保てない状態まで悪化しているにもかかわらず、中央市場はバ

ス・タクシーのターミナルとなっており、帰宅時に立ち寄り、魚類を購入する消費者のニーズは

高い。しかし、この時間帯は既に鮮度落ちし、売れ残り状態に近い程度の量の魚類しか残ってい

ない。 

 

（3） 仮設中央市場への改良販売台の設置 

ポワント・ノワール中央市場の建替えに伴う仮設市場での移転営業が 2015 年 11 月 25 日に開

始された。仮設の中央市場は服飾・雑貨等を扱う市場と生鮮食品を扱う市場を別々の場所で開設

することになり、生鮮市場部門は旧サッカー場を利用しているため、フェンスで囲まれているが、

舗装はされておらず、降雨時にはぬかるみ状態になり、買物客の混雑とも重なり生鮮市場として

は決して良い環境とは言えない状態にある。 

仮設中央市場の鮮魚売り場ゾーンには、PECHVAL パイロットプロジェクトで導入された改良

販売台が漁業養殖省により評価され、漁業養殖省の資金で 13 台が製作されたが、仮設中央市場の

売り場権利が出店希望者多数のため、制限されている状況で、既往の販売台権利を維持したい鮮

魚販売業者と市場管理者との意見対立により、使用に至っていない。 

 

（4） 公設市場鮮魚ベンダー衛生教育ワークショップ 

ポワント・ノワール市には 31 の公設市場があるが、これらの市場のうち鮮魚を取扱っている

22 市場の鮮魚小売商に対する衛生教育ワークショップを計 12 回実施した。延べ参加人数は 124

名である。これらの鮮魚小売商の多くは、中央市場に販売に来る企業漁業会社のトラックから仕

入れを行っているが、その鮮度や魚体状態に強い不満を持っている。しかし、積極的に零細漁業

の水揚げ浜に仕入れに出向いている少数の小売商以外は他の選択肢がほとんどないため、それら

の鮮度の良くない魚を仕入れせざるを得ず、販売当初から鮮度状態の良くない鮮魚が販売台に陳
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列されていることが多い。また各公設市場は中央市場同様に上下水道が未整備で、不適切なゴミ

処理、不衛生な販売台等、鮮魚販売をする上で衛生環境に大きな問題を抱えている。ワークショ

ップ参加者からは、 

・市場には給排水設備、トイレ、ゴミ箱及び倉庫もなく、消費者に良い品質の水産物を提供する

のが困難である。 

・中国企業漁船による漁獲物の魚体サイズが小さく、資源的に枯渇が心配である。行政による資

源管理制度を導入すべきである。 

・仕入先の選択肢が少ないため、満足できない鮮度やサイズであっても生活のために営業を続け

なくてはならない事情がある。品質不良による仕入れ拒否は難しい。 

という発言があった。 

ワークショップ参加者を対象に衛生教育ワークショップで学んだことを実践しているかのアン

ケート調査を実施した結果、衛生教育講座で学んだことを実践しているのはアンケート対象者 49

人中 46 人と比較的高い回答を得た。特に機材洗浄や原魚洗浄については、回答者全員が実践して

おり、手洗いや魚を地面に置かないことについても 90%以上の実践率になっている。しかし、氷

使用については回答者の 6%しか実践者がおらず、氷が得にくく、売上金額に比べて高い原価率と

ならざるを得ない現状の市場環境の中では、ベンダーが販売時の氷使用を実践するには困難な状

況であることが窺われる。このアンケート結果からベンダーは現状の劣悪な衛生環境の中でもワ

ークショップで学んだ衛生的な鮮魚販売方法を実践しようと努力しており、ハード面で衛生施設

が整備されれば公設市場での水産物の取り扱いがいっそう改善できると考えられる。 

 

4-3-3  公設市場の衛生検査 

4-3-3-1 .  公設市場の水道水 

市場での鮮魚の取り扱いには洗浄のための安全な水が必要である。しかし、公設市場の中には

公共水道設備がない市場もあり、水道設備があっても断水が続き、必要な時に水が得られない状

況も多く見られる。 

2 年次に、ポワント・ノワール市内 6 箇所の公設市場内の水道水の水質検査を URRM に委託

し、実施した。結果は延べ 11 サンプルのすべてから耐熱性大腸菌群が確認され、内 6 サンプルは

糞便性連鎖球菌にも汚染されていた。ポワント・ノワール市民の食料供給の要である公設市場内

の公共水道さえも汚染されていることは重大な欠陥であり、消費者に安全な食料品を供給すると

いう市場機能からもその根本的な解決が望まれる。 

 

4-3-3-2 .  鮮魚販売台衛生検査 

（1） 公設市場の鮮魚販売台の衛生 

ポワント・ノワール市内の中央市場、建替え中のチエチエ市場、リベルテ市場及びチンバンバ
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市場の 4 市場を除く 18 公設市場の鮮魚ベンダーの販売台の汚染度（RLU: Relative Light Unit）

を測定する45と同時に水を使用しての簡易洗浄によるふき取り検査を行い RLU 量の変化を調べ

た。 

鮮魚販売台は木製が一般的で 18 市場中 13 市場が木製であり、残りがコンクリート製である。

通常これらの販売台の上にビニール、段ボール紙、新聞紙または布（麻、化繊）を敷きその上に

水産物を陳列して販売している。ほとんどの市場には水道設備が整備されていないので、ベンダ

ーはペットボトルやコンテナに水を入れて持参し、簡易な洗浄に使用している。 

本検査結果の概要は以下のように取りまとめられる。 

・検査を行った鮮魚販売台は木製 28 台、コンクリート台は 8 台、1 台は地面直接置の合計 37 台

であった。 

・販売台表面敷物の材質はビニールが 22 台、段ボール紙が 7 台、布が 7 台、新聞紙 1 台の計 37

台で全体の半分以上（60%）がビニールを敷いた上に水産物を並べていた。 

・測定された RLU 値（大きいほど汚染度が高い）は最高値が木製台にビニール敷きでの 775,547

が記録された。 

・屋外の市場における比較可能な過去の類似検査データはないが、わが国の食品現場における清

浄度管理基準値設定例46によると RLU 基準値は樹脂表面で 500-1,000 とされている。ポワン

ト・ノワール公設市場の実績値はこの基準値の約 1,500 倍となっており、非常に高い汚染度を

示している。 

・簡易清掃試験ではベンダーが日常的に行っている水だけを使用した拭き掃除の前と後で測定し

た。ビニールでは洗浄後には 70%近い RLU 値の減少がみられ、一定の効果があった。一方、

布は水分を吸収してしまい、簡単な洗浄では溶け込んだ汚染物質の除去は困難であり、本検査

でも逆に洗浄後に RLU 値が上昇するという逆転現象も見られた。これは汚染物質が水洗いで

溶けだし汚染濃度が高まったためと思われる。 

・洗浄にブリーチ（漂白剤）を使用すれば洗浄効果はより高い。 

 

（2） 中央市場の改良鮮魚販売台の衛生状態 

中央市場に設置した改良販売台において簡易清掃試験を実施した。アルミ板貼販売台の RLU 値

が清掃前から清掃後に 95.4%減少する好成績であり、タイル貼販売台が 77%の減少と続いている。

金属はタイル、コンクリートに比べ掃除が容易で汚れにくいため、ステンレスが一般的に使用さ

れるが、「コ」国ではステンレスは高価なためアルミ板で代替した。しかし、強度的にはタイルの

方が強く、汚れを落とすにもある程度効果的であり、既存コンクリート製販売台を改修する際に

もアルミ板より簡単であるため、販売台の改善を行うにはタイル貼を推奨する。 

                                                  
45 清浄度検査キット「ルミテスター」キッコーマンバイオケミファァ（株）製、を使用 
46 キッコーマン ルシパック説明書 
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4-3-4  鮮魚ベンダー組合化活動 

ポワント・ノワール市内の公設市場はポワント・ノワール市が市場施設の整備、改修、市場管

理及びゴミ収集業務を行っており、市場出店者からは市場使用料を徴収している。しかし、多く

の公設市場では公共水道の整備が遅れ、市場内の給排水設備は劣悪な状況となっている。また市

場施設の整備も遅れており、ゴミ収集以外にみるべき行政としてのサポートは行われておらず、

市場出店者に自らの販売台周辺の衛生環境の整備がまかされているが、零細な市場出店者は個人

単位で、資金的余裕もなく、衛生意識も醸成されていないため、販売台周辺のゴミや排水は放置

されたままになっており、劣悪な衛生環境を改善することができない。パイロットプロジェクト

では、魚類の衛生的な販売環境を整備するために、販売台の改良と販売人に対する衛生教育と同

時に、販売人の組織化を支援し、販売人が共同で水産物販売エリアの衛生環境の整備に取り組み、

市場全体の環境改善を行うための基礎的条件の構築を目指した。 

第２年次には、チンバンバ市場の鮮魚、燻製魚、塩干魚を取り扱うベンダーで構成される組合

を結成し、管理委員会及び評価委員会のメンバーを決定し、基本的な定款を作成した。また、市

場の衛生環境を改善するためには、給排水設備の整備、ゴミ処理、市場全体の清掃等の公共的な

インフラサービスについては公的機関の協力との調整が欠かせないため、ポワント・ノワール市

財務局、環境局との協調体制を作り上げるよう努力し、管轄のルムンバ区役所もチンバンバ市場

の健全な運営と衛生環境向上に関心を示したが、チンバンバ市場の販売人がパイロットプロジェ

クトに積極的な意欲を失う過程で、組織化も停滞した。 

第３年次には、改良販売台を使用する中央市場鮮魚ベンダーの組織化を行なった。「コ」国では

農業、水産等の第一次産業だけでなく全てのセクター協同組合は農業省が所管することになって

いるため、農業省ポワント・ノワール支局の協力を得て組合化に向けた活動を行った。2015 年 8

月に農業省ポワント・ノワール支局での当組合に対する仮登録は終了しており、後はブラザビル

の農業省本庁に組合登録申請を行う段階まで進んでいる。 

中央市場ベンダーの協同組合員は次のようなメリットが得られる。 

・組合員の活動に必要な資機材に対する輸入関税、手数料の免除。 

・鮮魚仕入れのための商港内立ち入りが許可され、企業漁船からの直接買付が可能 

・銀行、MUCODEC （「コ」国貯蓄貸付け共済組合）、COPEC での借り入れが容易になる。 

- 商業省の税制上のいくつかの特典を受けられる。 

 

中央市場管理委員会（管理者ルムンバ区長と中央市場ベンダーとの調整及び清掃を請け負って

いる民間組織）にも当鮮魚ベンダー組合は認知されており、組合員の数も徐々に増加傾向にある。 
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4-4  水産物加工方法の改善計画 

4-4-1  水産物加工方法改善計画の構成 

「コ」国の水産物加工品として最も代表的なのが漁期には大量に漁獲されるニシン科のサルデ

ィネラ属 2 種（Makoula 及び Masoundji）を原料として製造される燻製加工製品である。この燻

製に使用されるのは、中古ドラム缶を材料として製作された燻製窯であり、40 年以上も前にベナ

ン人グループにより導入され、ほとんど改良されないまま今日まで使われてきている。加工方法

は、原魚を金網と木の棒を挟みながら通常 6 段積みにし、薪を燃やして 3-4 時間燻熱調理する、

その後魚が冷えるのを待ち、裏返し反対面をさらに燻すというものである。この加工作業は、 

 

•燻製の煙で頭痛や目や呼吸器に問題を起こし、窯で火傷を負うことがある。 

•原魚を複数段重ねるので、火の加減が難しく、火が弱いと生焼けに、逆に強すぎると焦げて商

品価値がなくなる。 

•原魚の鮮度が落ちていると、加工をしても品質が悪く、売価が下がる。 

•手作業で一匹一匹裏返さなければならず、時間がかかり、生産効率が低い。 

•加工労働時間が長く、腰等に負担が多い作業が多く、腰痛等の健康障害が起こる。 

等の問題があるとされている。 

 

これらの問題を解決するために過去には外国ドナーによる改良燻製窯の紹介もされたが、既存

燻製窯との使い勝手の違い、改造コスト面等から普及にはいたっていない。加工に従事している

女性達の多くが、このような過酷な労働条件である水産物加工の職には自分の娘達には継がせた

くないとしているが、作業条件への不満や苦情を述べながら、一方では何十年もの間改善もせず

に同じ加工用の窯や設備を使い続けている。問題の本質は加工人が製品品質や作業方法の改善の

ために既存燻製窯や加工方法を改良していこうとする意欲が見られないことである。水産物加工

の分野では、多くの改善すべき事項があるが、とりわけ、加工の作業条件を自分たち自身で改善

していく姿勢を持つことが重要である。水産物加工方法の改善計画では既存の燻製窯、製造方法

を基にして、燻製加工人自らが改良を行い、いくつかの改善案を取り入れた燻製窯を試作し、そ

れらを使って、加工女性自身でどのように工夫して労働環境の改善、品質の向上及び生産性の向

上を図るかという過程を重点に置き研修し、次の成果を目標とした。 

 

・ 燻製製品の品質の向上と生産性が高まるように、既存の燻製窯を改良する。 

・ 原魚の取り扱いを衛生的にし、鮮度を保持、汚染を防止することにより、製品品質

の向上を図る。 

・ 加工場で使用している用水の水質検査を実施し、実行可能な水処理により、衛生的

に安全な原魚の洗浄用水を確保することができるか、実地に検証する。 

・ 作業方法を改良し、煙害、腰痛等の労働災害を防ぐ。 
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・ 燻製加工人自らが労働環境の改善や品質向上に対し積極的に取り組むという「カイ

ゼン」意識を持つ。 

・ 研修を通じて同業者間で情報を共有し、加工人の組織化を促進する。 

 

4-4-2  加工ワークショップと手火山式（セイロ式）燻製窯 

4-4-2-1 .  第2年次ワークショップ 

中古ドラム缶、鉄筋、ボルトナットから構成される既存の燻製窯を改良し、どのように工夫し

て労働環境の改善と製品の質の向上を図るかという過程を含めワークショップ形式で実証を行う

こととした。 

パイロットプロジェクトではこの既存窯をベースにガス燃料式及び手火山式（セイロ式）の 2

種類の改良窯を試作した。さらに既存の一般的な伝統的燻製窯を設置し、合計 3 つの窯で同時に

燻製加工製造を行い比較検討するワークショップ形式とした。伝統式窯では燃料として煙を発生

しない炭を使用する方式も試行した。 

ガス燃料式は、燃料及び薫材としてのユーカリが主体の薪材の代わりにブタンガスを燃料とし

て使用し、熱効率を高めるために、従来の燻製方法では使われていない窯の上部にドラム缶から

製作した蓋を設けた。原魚は木製枠セイロに並べ窯内に収める方式とした。 

手火山式（セイロ式）は火口を正面の一つだけとし、窯の上部に木製枠セイロ（1,000mm x 

800mm）を 3 段×2 列配置し、セイロ内に魚を並べ上部に蓋をかぶせる方式で、小枝材を使わな

いので魚並べ効率が上がり、セイロを返せば、途中で魚を一匹一匹手作業で返す必要がなく、労

働時間、労働力が低減される。燃料は従来通りの薪材を使用した。 

ワークショップは URRM 構内において、主に水産加工女性達を対象に 2013 年 12 月から 2014

年 7 月まで月に 1 回開催し、第 2 年次の参加人数は延べ 47 名であった。 

パイロットプロジェクトでは、既存の加工方法を基本にして、改善を加えることを目的として

いるため、基本的に前処理、燻製温度、時間等を旧来の方法と同じ条件下で行い、加工作業中の

労働効率化を目指すこととし、3 つの窯での製造時間（燻煙時間）は共通に「コ」国で一般的な 4

時間とした。原魚重量に対する製品重量の製品歩留り（乾燥度）及び燃料代の長所短所を比較し

たが、伝統式、手火山式、ガス燃料式及び炭に大きな差はでなかった。ガスは初めのシリンダー

の購入費が必要で、薪は重量があり、輸送費用と購入した薪をさらに小さく切る手間がいる、炭

は 30kg 入の袋詰めが一般的で購入は容易であるが、炭を置く火床が必要とそれぞれ長所・短所

が見受けられる。 

製品の評価として手火山式は製品が自然な茶色に仕上がり見た目が良い、ガス式は焦げ目がな

く魚本来の味が生きている。との意見が多かった。 

 



 

4-26 

4-4-2-2 .  第3年次パイロットプロジェクト 

2 年次のパイロットプロジェクトで開発したガス式燻製窯と手火山式燻製窯はそれぞれ長所が

あるが、ガス式は初期投資設備費が必要であり、加工女性の財政状況からは導入は困難と判断さ

れ、手火山式燻製窯が参加者から製品の出来ばえも使い勝手も良いとの評価を得たことから 3 年

次のパイロットプロジェクトではこの手火山式燻製窯の普及と実習に取組むこととした。 

加工業者の集まる作業場近くで、地区のリーダー的役割を果たしている加工業者が所有する作

業場の一部を使用し、実際の加工現場環境の中に手火山式燻製窯を新たに設置し、燻製製造実習

を行なった。 

燻製加工人グループはソンゴロ地区（Songolo）で加工を行っている多数派であるベナン人グル

ープとバーズアジップ地区（Base Agip）で少数派となるコンゴ人グループの 2 つに大別され、

各々その作業場地域を別としている。このため本パイロットプロジェクトの普及と実習場として

ベナン人とコンゴ人を対象とした地域毎に手火山式の窯を設け、月に 1 回の頻度でワークショッ

プを開催し、実習を行い、さらにワークショップ以外の日は設置した手火山式燻製窯を使用して

の加工は加工場の持主の自由裁量とし、日々の活動の中で既存の伝統式燻製窯との製造比較を行

えるように配慮した。 

この手火山式燻製窯の特長は現地で一般的な燻製窯と同様に火口のある燃焼・燻煙部はドラム

缶製とし、上部にセイロを積上げ、最上部には蓋を設け、熱と燻煙を無駄なく効果的にセイロ内

の魚に循環させるものである。この方法は基本的に従来の燻製法と窯の構造に大きな違いがない

ため、魚をセイロに並べ蓋をするのが違うだけで、火入れ等の作業は従来の方法とほぼ同じため

比較的容易に加工業者が取扱うことが出来る。 

3 年次パイロットプロジェクトでは、延べ 7 回ワークショップを開催し、コンゴ人延べ 41 名、

ベナン人延べ 21 人、計 62 人のワークショップ参加者を得た。実習時には加工処理前の機材及び

魚の洗浄等の衛生的な取扱についても指導し、それが良質な製品につながることへの理解を深め

た。 

実際に手火山式窯を使っての製造を行った加工人からは以下の感想が聞かれた。 

 

・製品が均質で良質な製品が出来る。 

・労力が少なく製造が楽である。 

・薪の消費量が従来と比べ減った。 

・身崩れが少なく、製造ロスが減少した。 

・売れ行きが良いため短時間で売り切れる。 

 

ワークショップ参加者から手火山式燻製窯の不満点として 1 窯当りの生産量（魚処理量）が少

ないという声があったため、1 窯あたり 6 個のセイロで処理していたが、燃料の薪の使用量は同

じにしてセイロの数を 2 倍の 12 個に増やして製造しても製品の品質に遜色がないことを実証し
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た。 

ワークショップ参加者を対象に実習の結果を実践しているかのモニタリングをインタビュー形

式で行った。その結果、コンゴ人グループとベナン人グループで顕著な相違が見られた。ワーク

ショップは座学での衛生教育と現場での加工実習の 2 つのコンポーネントから構成されている。

座学で習ったことを実践しているのはほぼ全員であったが、実習で学んだことを実践しているか

については、「実践している」との回答があったのはコンゴ人グループだけであった。改良窯の利

用についてはコンゴ人グループではワークショップ参加者が自由に実習場に設置した手火山式窯

を使って製造できるシステムを取った。一方、ベナン人グループは基本的に加工場が個人ごとに

塀で区切られており、他人との共同使用を拒んでいるため、実習場に設置した手火山式窯はその

加工場の所有者個人の利用はあったが、ワークショップ開催日以外の日の周辺加工人への使用は

制限された状態であった。このため全体ではワークショップ参加者が多かったにもかかわらず、

ベナン人グループでは改良加工窯利用は研修日以外の実践はなしの回答となった。 

 

表 4-9: 加工実習で学んだことを実践している内容 

a. 実践しての感想 

項目 火傷の低減 煙による健康被害減少 
YES （%） 100 17
NO （%） 0 83

b.2. 加工効率の改善 

項目 作業軽減 人手減少 家事時間増 変化なし 
（%） 100 33 67 0

c. 3. 製品の品質 

項目 注文増加 価格上昇 ロス減少 外観向上 変化なし 
（%） 100 33 67 17 17

（資料：PECHVAL） 

 

インタビュー調査の結果にも示す通り、燻煙による健康被害の減少については肯定的な回答が

少数であったが、それ以外では肯定的な回答が多く、作業が軽減され腰痛等の健康被害が減少し、

製品の品質の向上による売り上げ増が期待できるというものであった。また、改良窯は鉄筋が張

り出さない構造のため作業中の火傷の発生低減に効果を発揮した。 

「コ」国で生産される農産物や農産加工品の地元での消費を奨励するために開催された農業省

主催の農産物物産展に招聘され、2014 年 7 月 21 日から 8 月 2 日までポワント・ノワール商工会

議所中庭にて、手火山式窯とガス式窯での燻製品製造販売デモンストレーションを実施し、燻製

品の試食会を実施した。試食後のアンケート調査では、両方式の燻製品とも評価が高かったが、

とりわけガス式窯燻製品の香りと歯ごたえへの評価が高く、総合的にもガス式燻製品の評価が手

火山式を大きく上回っていた。 
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図 4-11: 燻製品試食アンケート調査結果 

 （資料：PECHVAL） 

 

これは、ポワント・ノワール市中心地で開催された物産展を訪れる人たちの社会的ステータス

が比較的高く、新しい製品や物を受け入れたり、試みることに興味を示す層の人たちであること

が影響していると思われ、一般消費者の反応とは若干異なる。一般消費者や燻製品販売者達の意

見もくみ上げて製品改良、製法改良を実施していく必要がある。 

 

4-4-3  加工人衛生教育ワークショップ 

4-4-3-1 .  第2年次衛生教育ワークショップ 

水産加工従事者（特に燻製加工従事者）を対象として水産物の特性を理解させると共に、魚類

の取り扱いに関する衛生知識を高めることを目的として、一般的な衛生環境教育に関するワーク

ショップを実施した。教材としては加工原魚の鮮度の重要性、加工作業中の手洗い等の基本的な

衛生観念を分かりやすく説明したパワーポイントを作成し、さらにより細かい説明を加えてマニ

ュアルを作り、座学形式で実施した。 

 

講義の主な内容は以下の通りである。 

・ 加工を行うには清潔な場所を選ぶ 

・ 加工に使う全ての機材を使用前に洗浄する。 

・ 鮮度の良い原魚を使う。 

・ 加工台、加工場を清潔に保つ。 

・ 飲料適の水を使用する。 

・ 清潔で作業性の高い服装をする。 

・ 時計、指輪等、製品に接触汚染の恐れのある物は作業開始前に外す。 
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・ 病気（特に下痢または外傷）の時は加工作業に加わらない。 

・ 鮮度の良い魚と鮮度落ちしている魚を混ぜない。 

 

さらに魚類の鮮度判定について目、肌、ウロコ、魚体、魚肉、エラ、内臓、匂い等の項目ごとに

その官能的な鮮度判定基準方法の説明を行った。 

加工衛生教育ワークショップは 2013 年 12 月から 2014 年 7 月まで加工改善ワークショップ実

施の前日に URRM 構内において開催し、第 2 年次の参加人数は延べ 66 名であった。 

 

4-4-3-2 .  第3年次衛生教育ワークショップ 

3 年次加工ワークショップでは、燻製加工中の空き時間を利用して参加者へ魚の取扱い等に関

する衛生教育ワークショップを合わせ開設した。加工・衛生教育ワークショップの参加者の内 24

名に対し聞き取り方式によるアンケート調査を実施した。衛生教育講座で学習した事項について

はほぼ全員が実践していると回答しているが氷の使用については、氷の調達は物理的に困難で費

用もかかること、原魚の一次保管が長時間とはならないこと、氷を保管する場所もないことから、

氷の使用は実践されていない。 

 

表 4-10: 衛生教育講座で学んだことを具体的に実践している内容 
項目 氷使用  手洗い 原魚洗浄 魚を地面に

置かない 
機材洗浄 

YES （%） 0 95 100 100 100
NO （%） 100 5 0 0 0

（資料：PECHVAL） 

 

4-4-4  加工原魚洗浄用水の確保 

4-4-4-1 .  加工用水の水質検査 

水産物の取り扱いや加工には洗浄のための安全な水の確保が必要である。しかし、ポワント・

ノワール市の上水道の整備は遅れており、断水も頻繁であり水量も十分とは言えない状況であり、

ホテル、レストランさらに一般家庭でも給水車で水を購入するのが一般的である。燻製加工を営

む加工業者が集積するソンゴロ地区の水道普及率は非常に低く、ほとんどの加工場では庭に浅井

戸を掘り加工用の洗浄水として利用している。本プロジェクトでは 2 年次に漁業養殖省化学・微

生物研究所（URRM）に委託して、加工場が集まっているソンゴロの 11 箇所の浅井戸、6 カ所の

深井戸から得たサンプル水を水質検査した。水処理試験を委託した URRM は過去に仏国 IRD と

の共同調査でポワント・ノワール市及び周辺集落の浅井戸合計 597 ヶ所（その内飲料用としてい

るのは 219 ヶ所）の水質調査の実績があり、これらの浅井戸の水質検査調査を通じてポワント・

ノワール市及び周辺地域での毒素（ヒ素、水銀、鉛、カドミウム等）の汚染はほとんどないこと

を確認した。このような重大な毒素による汚染の脅威が少ないと推定されたため、水質検査体制
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が未整備で機材も不足している「コ」国に於いては井戸水の水質検査には、簡易的であるが大腸

菌群（耐熱性大腸菌群と糞便性大腸菌群の2種）の検出を水質判定暫定的な指標とするようURRM

は提言している。 

耐熱性大腸菌群と糞便性大腸菌群の検出検査の結果、そのすべてのサンプルが耐熱性大腸菌群

により汚染されていることが判明し、4 箇所の浅井戸と 3 箇所の深井戸からのサンプルは糞便性

連鎖球菌にも汚染されていた。すべての水は飲用に不適であり、したがって、その水で洗浄する

ことにより原魚も汚染されることになり、加工用洗浄水としても不適であることが判明した。 

 

4-4-4-2 .  井戸の水処理による安全で衛生的な水の確保 

3 年次には汚染された浅井戸の水を滅菌処理することにより、安全な水とすることができるか

について 4 箇所の浅井戸で実験した。滅菌処理は漂白剤を投入することにより行ったが、3 箇所

については汚染がひどく、滅菌処理を行っても、水質の改善は全くなかった。1 箇所の浅井戸につ

いては細菌数の減少は確認されたが、ゼロにはならず、飲用不適の状態であることに変わりはな

かった。 

水産加工物はその出発点から汚染の危険性に晒されていることになり、水産加工物を安全な食

品として消費者に提供するには、加工場周辺の浅井戸からの水で洗浄するのでなく、加工場に安

全な水を提供し、原魚を洗浄することが不可欠である。 

 

4 -4-4-3 .  燻製加工人加工場の浅井戸の水処理 

ソンゴロの加工場地区には公共水道が普及しておらず、零細水産加工業者の多くは加工場内に

ある浅井戸からの水に頼っているが、その水質は汚染されているため、安全で衛生的な洗浄水の

確保は喫緊の課題である。汚染されている浅井戸の水を市販漂白剤を使って安全な水に処理でき

るかを実証する目的で、3 年次パイロットプロジェクトの試みとしてソンゴロ地区にある 4 つの

浅井戸及びバーズアジップ地区 1 ヶ所の計 5 つの浅井戸を対象に安全水処理試験を実施した。 

試験水の検査及び水処理は URRM に委託して実施した。 

・水質検査法：メンブランフィルター法（MF 法）による生菌数試験 

・水処理方法：Nettoyage et sanitation des puits, janvier 2005「Cleaning and sanitation of 

the wells, January 2005」Red Cross による。基本的に 1 ㎥の水に対し 2.6 活性塩素（70ml

漂白剤）を溶解させる方法。 

検査基準：100ml 中に耐熱性大腸菌群及び糞便性連鎖球菌が検出されないこと（1984 年 WHO、

1980 年 EEC スタンダード） 

 

各試験結果は次の通りである。 
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表 4-11: 水処理の結果 
検査対象微生物 生菌数（ufc／100 ml） 

事前検査 Avant traitement （TO） 
 No.1 井戸 No.2 井戸 No.3 井戸 No.4 井戸 No.5 井戸 
（井戸水量） 0.19 m3 1.24 m3 2.1 m3 0.88 m3 0.1 m3
耐熱性大腸菌

群  
>80 >80 32 47 >80

糞便性連鎖球

菌  
0 >80 39 25 >80

第 1 回水処理後 （塩素:8.4 ml） （塩素:180 ml） （塩素:200 
ml） 

（塩素:500 
ml） 

（塩素:50 
ml） 

耐熱性大腸菌

群 
>80 >80 15 0 0 

糞便性連鎖球

菌 
0 >80 21 0 0 

第 2 回水処理

後 
（塩素:210 

ml） 
（塩素:360 

ml） 
（塩素:500 

ml） 
処理なし 処理なし

耐熱性大腸菌

群 
>80 >80 6 58 0 

糞便性連鎖球

菌 
0 >80 >80 39 0 

（資料：URRM） 

 

No.1及びNo.2の井戸は、汚染がひどく塩素処理を 2度行っても水質の改善は見られなかった。

No.3 の井戸については塩素処理の効果が見受けられるが、第 2 回水塩素処理後の糞便性連鎖球菌

の増加は検査採水時の人的なミスがあったと考えられる。 

No.4 の井戸では、これまでの試験結果を踏まえ当地区の水汚染度が高いため、第 1 回水処理か

ら 500ml 量の塩素を投入した。その結果 12 時間後には耐熱性大腸菌群及び糞便性連鎖球菌共に

不検出であったが、48 時間後には両菌とも検出された。その原因は不明であるが、URRM では

推定水量約 1トン弱の井戸に 500ml以上の塩素投入は汚染原因物質と反応してトリハロメタン等

の毒素発生も危惧されるのでこれ以上の処理は行うべきでないとしている。 

No.5 の井戸水処理試験では、検査対象地をソンゴロ浜からバーズアジップに移し、コンゴ人燻

製加工人グループの共同作業場内とした。対象地の既存の浅井戸は低地にあり隣接する民家から

の生活排水が混入する恐れがあること、地面と取水口がほぼ同じレベルなので周辺のゴミ等が入

り込むこと等から、汚染のリスクが高い状態にあるため新規に浅井戸を作ることとし、場所探し

を含めて適切な浅井戸の作り方を加工人グループ及び近隣住人に指導することとした。 

浅井戸の位置は、既存井戸より高い位置にある加工人グループの作業場内とし、塩ビ管とドラ

ム缶を使用した縦穴を作り構造的に強度を上げると共に地表から水面までの間の汚染を低減する

ようにした。地上部分は 1ｍほどドラム缶を立上げさらに周囲をコンクリートで固めたタイプと

した。 

水質の検査では、漂白剤 50ml を投入した結果耐熱性大腸菌群及び糞便性連鎖球菌の微生物検

査で検出なしであった。この井戸は定期的（3 日に 1 回程度）な漂白剤の投入で良好な水質を維

持していくことが可能になったが、2015 年はサルディネラ種が不漁の年にあたり、燻製加工も原
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魚不足によりほとんど活動がなく井戸の利用も限定的であった。そのため、井戸所有者によれば

日常的な漂白剤による水処理は行っておらず、同年 12 月に実施した水質検査では耐熱性大腸菌

群及び糞便性連鎖球菌の汚染が検出された。 

この浅井戸の製作指導及び水質改善を指導した URRM によれば、過去に実施した同様の浅井

戸の汚染水の水質改善プロジェクトに於いても、プロジェクト終了後には漂白剤等を使った水処

理方法の継続的な利用はほとんど見られず、結局元の状態に戻ってしまうとのことである。これ

は大腸菌汚染のように目に見えないでその悪影響が出るのに時間がかかる脅威に対しての意識が

低いためと推察される。安全な水に対する学校教育と住民への啓蒙が必要だが、現状ではそれが

十分に行われていないのが問題であり、官民協同での「安全な水の重要性」を衆知させるキャン

ペーンや取り組みが必要である。 

これまでの浅井戸の飲用適化試験の結果、塩素処理による水の安全性向上は容易ではないと推

察される上、一般的に浅井戸の水量は少なく加工に必要な十分な水量の確保は困難である。 

今後の加工改善プロジェクト等では、水産物の取扱い及び加工に利用する水は深井戸または公

共水道を使用しての活動を計画するべきで、例えばバーズアジップ地区のように共同で加工作業

する場所に深井戸掘削または上水道（SNDE）を引き込み蛇口方式で給水し、さらに排水設備を

備えた洗い場を設置することにより、安全な水を供給することが出来れば生活用水としても利用

できコミュニティ全体の公衆衛生環境の向上にもつながり、深井戸のメンテンナンスを含む共同

管理方式を導入することにより加工人グループの組織化促進にも役立つものと期待できる。 

 

4-4-5  燻製加工人の組織化 

ポワント・ノワールの零細燻製加工人の生産力が低いことの要因の一つは、財務的基盤が脆弱

で、資本力がないことである。このため、乏しい資金で原魚の調達も賄わなければならないため、

製品が販売され、資金が回収されるまでは次の生産サイクルに入れない。豊漁時に原魚価格が大

幅に下がっても、大量にそれらを買うことは困難である。ましてや、それらの大量の原魚を燻製

加工できる窯を増設することは一層困難である。効率の良い燻製窯の調達や豊漁時の廉価な原魚

処理が可能になるような窯の増加を個人で行うことは資金力のない個人への金融制度が未発達で

ある「コ」国ではきわめて難しい。このため組織化による資本力の増大と信用度の強化は重要で

ある。本プロジェクトではバーズアジップの燻製加工人グループが手火山式燻製窯の製造や原魚

仕入れ資金の調達のためにマイクロクレジット（小規模金融）へのアクセスを希望していたため、

組織化に興味を示している 15 人を対象に勉強会を開催し、その実現のために組織化を進める支

援を行った。「コ」国では全ての協同組合（農業、水産等の第一次産業だけでなく全てのセクター）

は農業省が所管することになっているため、農業省ポワント・ノワール支局の協力を得て組合化

に向けた活動を行い、農業省ポワント・ノワール支局で当組合に対する仮登録が終了して、農業

省本省に組合登録申請を行う段階まで進んでいた。しかし、2015 年は通常盛漁期にあたる 8 月に

極端な不漁に見舞われ、その後も 12 月にいたるまでほとんどサルデイネラの漁獲が回復するこ
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とがなかったため、燻製加工用の原魚入手が困難となり、加工活動が停滞して、必要な登録費用

の調達に困難な状況に至ったため、停滞している。 

協同組合として正式に認められれば、以下のような特権が付与される。 

・組合員の活動に必要な資機材に対する輸入関税、手数料の免除。 

・規制されている燻製用の木材の調達と輸送の許可。 

・商港内への出入りが許可され、原魚が不足している場合、企業漁船からの直接買付が可能。 

・燻製品のガボンへの輸出手続き簡素化（直接販売にも行ける）。 

・銀行、MUCODEC （「コ」国貯蓄貸付け共済組合）、COPEC での借り入れ手続きが容易にな

る。 

 

不漁による原魚調達が困難な時に、個人では困難でも組合としてまとまった調達や価格交渉を行

って仕入れを可能にすることも組合組織化のメリットの一つであり、商港内にある企業漁業会社

の所有する冷凍倉庫への買出しも許可される。また、仕入れ資金の借入も組合提携銀行から可能

になる等のメリットがあるが、まだ加工組合構成員達が、各種書類作成や手続きに不慣れなこと、

組織としての管理・運営能力が不足していること、組合構成員の低い教育水準により新しい試み

への警戒心が強いことも組合としての活動が進まない要因の一つと思われる。 

 

4-5  水揚浜管理計画 

4-5-1  水揚げ浜管理計画の目標 

水揚げされた魚が操業時間の短縮や漁船能力の向上により、いかに鮮度が良く、良好な品質を

保持して帰漁しても、水揚げされる浜がゴミ、汚物や細菌で汚染されていては、水揚げされた魚

は汚染され、腐敗の進行を早めることとなる。 

サイト周辺の家庭からは、１世帯当たり、１日およそバケツ１杯分のゴミ（約 10 リットル）が

出るが、その殆どは砂浜に野積みされていた。浜では船主の一部が、NGO の清掃活動に対して支

援を行い、自船の周囲のゴミを取り除いていたが、浜にゴミ箱がないため収集されたゴミは砂浜

に埋められるが、波により再び流出することが多かった。本プロジェクトの開始当初、ソンゴロ

浜は家庭ゴミ、魚の残滓、海底石油層から沁み出たタールなどが散乱していた。 

水揚げ浜にゴミを放置し、汚れた状態のまま水揚げすることは水揚げ魚の汚染につながること

により、漁獲してきた漁民の努力の価値を下げ、ひいては漁民の評判を落とすことになる。水揚

げ浜の管理計画パイロットプロジェクトでは、 

・住民及び漁業関係者と協働して浜の清掃活動を行う。 

・水揚浜の美化により、水揚げ魚の汚染を防ぐ。 

・清掃活動を実施するなかで、清掃に関する啓蒙活動を行い、漁村住民の環境美化への意識を

高める。 
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・住民と漁業関係者の協働による組織的清掃活動の実践により、漁民組織の組織活動能力を高

める。 

・住民及び漁業関係者が住環境や労働環境の整備に自ら行動する意欲を醸成する。 

・漁村を管轄する行政組織との連携により、行政機能としてのゴミ収集能力向上による持続的

な住環境整備活動体制を構築する。 

ことを目指した。 

 

4-5-2  清掃に関する啓蒙と清掃活動の実施 

本プロジェクトの開始時（2012 年 10 月）にソンゴロ浜で活動する漁業者に対して行ったアン

ケートでは 56.0%が浜の環境について、「とても不潔」、「不潔」または「あまり清潔とは言えない」

と答えていた。同じく、本プロジェクト開始時に開催した公聴会では「清掃してもゴミ箱がない

ので集めたゴミを土に埋めている」、「埋めたゴミが溜まり、衛生環境の問題が深刻になっている」、

「高波や大雨で埋めたゴミが流出して浜を汚す」など、参加者からは衛生環境を問題視している

ものの、対処することが出来ないという声が上がった。 

そのような意見を受け、本プロジェクトの第 1 年次及び第 2 年次は、AICP による浜の清掃活

動をプロジェクト主導で実施し、実際の清掃活動を通して正しい清掃方法の指導を行うとともに、

長年に亘って砂浜に埋められてきたゴミを掘り起して回収した。清掃後には座学での啓蒙教育を

実施してゴミの放置に対する問題意識を深め、清掃活動の意義を呼びかけた。 

実施した清掃回数とその延べ参加者数は第 1・第 2 年次は 10 回、延べ 683 名以上となったが、

2013 年 4 月 7 日に実施した第 1 回目の浜の清掃の参加者人数は 37 名、10 月 6 日の第 2 回目の清

掃の参加者数は僅か 10 名であった。漁業者は自宅周辺の衛生環境には関心を示すものの、浜全

体の清掃には消極的であった。 

これらの状況を踏まえて、本プロジェクトでは 2014 年 2 月に清掃ゾーンを設定、自宅が

属するゾーンの清掃から開始し、浜の清掃の重要性に関する啓蒙の進捗に合せて、徐々に清

掃範囲を広げ、最終的には浜全体の清掃まで拡大する方針とした。清掃ゾーンは浜全体を 2

ゾーン（A 及び B）に分割し、更に A ゾーンを 3 セクション、B ゾーンを 4 セクション、合

計 7 セクションに分割、各ゾーン及び各セクションに 2 名ずつの清掃責任者を配置して、清

掃委員会を構成した。漁業者による自主的な浜の管理を実現させるため AICP の主導で清掃を行

うように清掃委員会は AICP の傘下とし、AICP により浜の清掃日の調整や清掃活動への参加

の呼びかけを行うこととした。当初に比べ積極的に活動する清掃委員もおり、清掃委員会の

発足は継続的な清掃の実施や参加者数の増加に貢献している。 
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表 4-12: 浜の清掃の参加者数 

日程 
（第 1 年次・第 2 年次） 

参加者数 
日程 

（第 3 年次） 
参加者数 

2013 年 4 月 7 日 37 名 2014 年 10 月 23 日 漁村全体 
（150 名以上） 2013 年 10 月 6 日 10 名 

2013 年 11 月 10 日 101 名 2014 年 12 月 14 日 32 名 
2013 年 12 月 15 日 21 名 2015 年 1 月 25 日（A） 24 名 
2014 年 1 月 12 日 75 名 2015 年 1 月 31 日（B） 73 名 
2014 年 2 月 9 日 58 名 2015 年 2 月 28 日（B） 51 名 
2014 年 2 月 22 日 40 名 2015 年 4 月 4 日（A） 36 名 
2014 年 4 月 13 日 198 名 2015 年 4 月 11 日（B） 45 名 
2014 年 5 月 18 日 45 名以上 2015 年 4 月 25 日 22 名 
2014 年 6 月 8 日 98 名 2015 年 7 月 26 日 96 名 

* A : A ゾーンの清掃、B : B ゾーンの清掃 
（資料：PECHVAL） 

 

第 2 年次では、衛生環境の重要

性を啓蒙し、プロジェクト主導で

清掃を実施してきたが、第 3 年次

では AICP の主導で清掃を行っ

て、8 回の清掃活動、延べ 383 名

以上の参加者と持続的な活動が実

施されている。ソンゴロ浜で活動

する漁業者に対して継続してアン

ケート調査を行っているが、これ

らの持続的な清掃活動により、「浜

が清潔になった（とても清潔、清潔、まあまあ清潔）」と感じる漁業者の割合がプロジェクト開始

時は 43.9%であったのに比し、2014 年 6 月には 73.4%に増え、2015 年 6 月には 90%まで増加し

た。 

PECHVAL と AICP が行っているソンゴロ浜の清掃活動はポワント・ノワール市商工会議所によ

って評価され、2014 年 5 月には商工会議所より 1 台のゴミ・コンテナが寄付され、ゴミ収集活動

の進展に貢献している。 

 

4-5-3  行政機関との連携 

水揚げ浜の清掃は漁民の水揚げ場の環境整備として漁民の責任であると同時に、住民の生活環

境の整備のためのゴミ箱の設置やゴミ収集は自治体の責任でもあるため、PECHVAL と AICP で

は、プロジェクト・サイトが属するポワント・ノワール市モンゴウプク区長に働きかけ、ゴミ・

コンテナ設置とゴミ回収についての協力依頼を行った。この依頼を受け、モンゴウプク区長は現

／  

図 4-12: 浜の衛生環境について(アンケート結果) 
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場の視察を行い、PECHVAL との協議を行った上で、ソンゴロ・ラフィネリ浜の美化活動を区役

所と AICP の協働で進めるよう下記の計画案を提示し、モンゴウプク区役所がこの計画の責任機

関となることを表明した。 

 

1. 地区長の主導で浜の定期的な清掃を実施する。 

2. 清掃道具を購入するため、各世帯が負担する金額を算出し、徴集する。 

3. 各地区の清掃の責任者を明確にして、地区の清掃に責任を負う。 

4. 各地区で清掃道具の管理を行う。 

5. 定期的に会議を開き、清掃の現状や諸問題について意見交換を行う。 

 

2015 年 5 月、モンゴウプク区役所はゴミ・コンテナを浜に設置し、ゴミの回収を開始し、

2015 年 8 月からはモンゴウプク区役所が主導して清掃活動を行うこととなった。それに伴い、

モンゴウプク区長は浜の住民を集めて公聴会を開催し、浜の管理規則を制定した。 

 

表 4-13: 浜の管理規則（モンゴウプク区役所） 

（1） 浜の管理規則 
- 浜にゴミを捨てることを禁止し、違反者には罰則を科す。 
- 魚の残渣を浜に埋めること、ゴミ箱に入れることを禁止し、違反者には罰則を科す。 
- 不法に伐採した薪の購入を禁止し、違反者には罰則を科す。 

（2） 区役所の役割 
- 浜に 5～6 台のゴミ箱を設置する 
- 区役所は清掃機材、熊手、レーキ、手押し式の運搬台車やシャベルを AICP に寄付す

る 
- 浜の治安を改善させるため、憲兵が浜を周回する。 

（3） 区役所と AICP の協働 
- 浜の日々の清掃は住民が責任を持って行い、区役所は清掃係を週に 2 回派遣する。 
- 浜周辺の民間石油会社（CORAF 者と TOTAL 社）にも浜の管理（ゴミ箱の供与な

ど）に協力するよう依頼する 
- 清掃責任者を増員し、清掃委員会を強化する 

 

2016 年 2 月にはモンゴウプク区役所から AICP に清掃道具が供与され、モンゴウプク区長は漁

村住民の代表者から構成される清掃委員会を定期的に招集して、清掃活動や啓蒙活動を行ってい

る。 
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4-5-4  漁業者の浜に対するオーナーシップの醸成と美化意識の高まり 

2014 年 6 月と 2015 年 6 月に漁業者 30 名に対して行った聞取り調査の結果では、「清掃に毎回

参加している」と回答した漁業

者は 2014 年では 5 名であった

のに比し、2015 年は 18 名に増

加している。 

また、27 名が「浜の清掃は

AICP（自分たち）が行うべき

だ」と考え、清掃に参加しない

人に対し、29 名が「責任感が

ない」と考えている。徐々に漁

業者に浜に対するオーナーシ

ップの意識が醸成し、美化意識

が高まっている。 

 

2015 年 10 月 23 日には

PECHVALに依拠しないで、清

掃委員会と船主の呼びかけで、住民と漁民により自主的な浜の清掃が行われた。当日は漁業活動

を全休業とし、浜全体の清掃を漁村住民全員参加で行った。集められたゴミは、住民と漁業者か

らの寄付金で借上げたトラック 2 台で公共のゴミ廃棄場まで運搬した。大規模な清掃を

PECHVAL に依拠せずに、漁業者自らで開催できたこと、集めたゴミを浜に埋めてしまわず、自

らの資金で借上げたトラックで回収できたことは大きな成果であった。 

2015 年 11 月以降も清掃委員が中心となって定期的な浜の清掃を継続的に行っている。 

 

4-5-5  環境美化への意識の変化 

2014 年 6 月と 2015 年 6 月に漁業者に対して実施したアンケート調査の結果では「浜にゴミが

落ちていると拾う」と回答した漁業者が 2014 年では 6 名であったのに対し、2015 年では 27 名

に増加している。2013 年 4 月から継続して行っている浜の清掃及び啓蒙活動によって、漁業者に

浜に対するオーナーシップの意識が醸成し始め、環境美化への意識にも変化が出ていると言える。 

 

図 4-13: 清掃活動に対する意識の変化 
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図 4-14: 環境美化に対する意識の変化 

 

一方、ゴミを家の周りや浜に捨てていると回答した漁業者は、その全員が浜にゴミ箱が不足し

ていることが原因であり「ゴミ箱が自宅近くにあればゴミ箱に捨てる」とのことであった。 

 

4-5-6  ゴミとしての魚残滓の家畜用飼料利用計画 

ソンゴロ浜を汚しているゴミの減量を図るため、浜辺に廃棄されている水揚時にこぼれた小魚

や加工品製造時に発生する魚の内臓やアラ及び大漁時に売れ残り沖合に投棄している魚等を家畜

用飼料として有効に利用できないかを検討することを目的として魚残滓の栄養分析と経済的検討

をおこなった。 

ソンゴロ浜に遺棄されている小魚や加工時に発生するアラや内臓を集めて加工場に搬入し、煮

熟→圧搾→乾燥の工程でブタ用の飼料（魚アラ滓）を作成した。また、煮汁は廃棄せず、穀物飼

料（小麦のふすま）に吸収させて乾燥したもの（煮汁飼料）も飼料として用いることとした。 

製造した飼料の栄養分析結果を次表に示す。 

 

表 4-14: 栄養分析結果 

サンプル名 
水分 タンパク質 脂質 灰分 
（%） （%） （%） （%） 

魚アラ滓 21.8 41.1 6.1 22.9 
煮汁飼料 7.3 19.9 10.8 4.8 
魚粉飼料の一般的な基準 10%以下 12.5%以上 10%以下 20%以下 

（資料：PECHVAL） 

魚アラ滓、煮汁飼料ともに高タンパク質の良質な飼料となる。なお、魚アラ滓の水分が基準よ

りも高いが、乾燥時間の延長により改善可能である。 

魚アラ滓、煮汁飼料ともにブタの喰いが良く、飼料販売業者から好意的に受け入れられており、

価格、販売量等の条件さえ合えば販売に問題は無いと思われる。試験的に魚残滓を製造し、経費

を計算した結果では浜から加工場までの原料運搬及び出荷時の運搬費用を含めても約 30%の粗利
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が期待できるが、しかし、ソンゴロ浜で発生する生ゴミ残滓の量は 1 日あたり約 300kg 程度であ

り、専業で特化できるだけの規模ではなく、企業化は困難であると判断した。 

 

4-6  零細漁業施設および機材整備計画 

4-6-1  零細漁業施設および機材整備計画の目標 

本パイロットプロジェクトは、ポワント・ノワール零細漁業の水産物流通段階において水産

物の品質改善を図った場合の効果を検証し、「コ」国政府に対して将来的に整備すべき施設・機

材を提案することを目的として実施するものである。パイロットプロジェクトでは、水産物の

品質改善が漁業者、加工業者、流通業者および小売業者の利益向上にどのように寄与するかを

検証するため、必要となる最小限の実証施設と機材を整備する。また、水産物の品質改善に伴

うコストの転嫁を図った場合に消費者が示す態度を把握するとともに、所定の運営組織によっ

て実証試験施設が適切に管理運営されることを確認する。 

 

4-6-2  零細漁業施設及び機材整備計画の内容 

パイロットプロジェクトで優先的に整備すべき施設・機材は、バリューチェーンの改善およ

び価値活動を推進するために整備する必要性が高いと評価され、総合的に重要度が高く、代替

手段が得にくいものに限定した。また、他の手段による実現の可能性はあるが、収益改善が見

込まれ、一体的に整備することが望ましいコンポーネントは配置計画に設置スペースを盛り込

むものとした。 

表 4-15: 施設機材コンポーネント 

バリューチェーン 

主活動コンポーネント 

荷捌き場 
洗浄スペース 
製氷施設・販売所 
塩干作業場・製品倉庫 
冷蔵倉庫 
トイレ 
ゴミ置き場 

バリューチェーン 

支援活動コンポーネント 

管理事務所 
集会スペース 
小売り場 

付帯施設 トイレ、ゴミ置き場、守衛所、販売所 
備品倉庫、電気・機械室、給排水設備、受水槽、高架水槽、浄化槽・

浸透処理槽 
駐車場、構内車路、外構（舗装、斜路、塀・門扉、浸食抑制措置）

清水井戸（水中ポンプ・配管・メーター） 
非常用発電機、電力引き込み用トランス 

関連機材 （流通機材） 鮮魚水槽（洗浄・水氷冷却用）、鮮魚保冷箱、台は

かり、台車 
（カート）魚函、メッシュ籠 
（小売機材）流し、作業台、包丁／まな板、台はかり、販売台 
（管理機材）事務機器、事務机、椅子、書類だな、金庫、会議机 
（清掃機材）高圧洗浄機、脚立、ゴミ集積コンテナ、掃除道具等 
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4-6-3  建設サイトの選定 

PECHVAL との協議を経て、「コ」国政府により選定された零細漁業施設建設サイトは大統領用

地北側のラフィネリ浜に位置する湾に面した平坦な砂地で、面積は 2,500 ㎡、Quartier Mbota-

Raffinerie Océan, Arrondissement No.5 Mongo Mpoukou に属する国有地であり、住宅がなく、経済活

動もおこなわれていない未利用地となっている。 

サイトがプロジェクト用地として確保されていることはポワント・ノワール自治港から漁業

養殖省へのサイト提供同意書及び地籍局による地籍図で確認された。 

 

 
図 4-15: 零細漁業施設建設サイト位置図 

 

建設サイト及び近傍の海岸における浸食のリスクを分析するため、2012 年 10 月に海岸侵食

調査を実施した。調査結果概要は以下のとおりである。 

• プロジェクト・サイト前の砂浜は、非常に細かい砂粒子で構成されており、波浪により鋭

敏に地形を変え、陸上に打ち上がった砂も固定的に留まることが難しく、商港の整備に

よる沿岸漂砂の供給バランスが変化した影響を大きく受けて、1958 年から 2011 年の間に

激しい海岸侵食を受けた 

• サイトにおける海岸侵食のリスクは、現状では「小」程度であるが、汀線の後退速度は、

商港整備の経緯と密接な関係が観られ、港湾整備により地形が変化するリスクは、依然
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高い。したがって、今後も慎重なモニタリング体制と、港湾整備における積極的な侵食対

策が求められる。 

• 海岸の波浪は、湾の南は静穏であるが、港湾の防波堤の遮蔽域から外れるために、北に行

くにつれて波高が高くなる。数値解析によるシミュレーションの結果からサイト前の浜

は現地の漁船が利用できる限界に近い場所にある。 

• 粒子が細かいことから海浜勾配も非常に緩い（1／15～1／30 程度）ため、高波浪時には、

波が陸地にむかって遡上しやすい地形であり、高波浪時に波が打ち上がるリスクがある。

年に数回は、施設の手前ぎりぎりまで波は打ち上がることが予測される。リスクの緩和

策として、建物の床レベルは異常波浪（100 年確率）が来襲しても波が遡上しない

E.L.+2.6m 以上とし、機械設備を設置する床レベルは、更に 70cm 以上高いレベルとし。

さらに汀線部に近い建物前面の地下には、耐久性のある樹脂製の網に砂利を詰めた蛇篭

を設置し、万が一の部分侵食に備えるものとする。 

 サイトの地盤の土層構成は、1.50m より表層に局部的に廃棄物やゴミを含む腐植土層に覆われ、

多様な色のわずかに粗い中程度の砂層が確認された。動的貫入試験の結果、0.0m 地点から 0.60 ~ 

1.00m の間の深度は良く締まった地層、1.0 m 地点から 1.60  ~ 2.20 m の間の深度は中程度に締

まった地層、-2.20 m 地点から 3.00  ~ 6.40 m の間の深度（貫入限界深度）は非常に締まった地

層が確認された。この状況より、平屋建てコンクリート構造物の基礎については、独立基礎ある

いはベタ基礎の直接基礎とすることとした。 

 

4-6-4  配置計画 

計画サイトは、北側がアクセス道、西側が砂浜に面している凸型のサイトである。 

計画施設配置にあたっては、荷捌き、洗浄・予冷処理、製氷、保蔵、鮮魚小売、物品販売、事務

管理等の機能別にゾーニングを行い、人、漁獲物、車両等の動きを考慮して、短く明快な動線に

よって有機的に結び付け、各活動を容易に行えるよう計画した。 

海岸浸食のリスクへの対応として、海岸側は、敷地境界から約 13m 後退し施設を計画すること

とした。
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4 - 6 - 5  環境アセスメント（EIA） 

4 - 6 - 5 - 1 .  環境アセスメント手続き 

ポワント・ノワールに零細漁業施設を建設するに当たっては、「コ」国法令第 2009-

415 により、環境社会影響評価調査（EIA）の実施が必要とされている。EIA は「コ」

国政府の計画実施主体機関である漁業養殖省が EIA 実施要請書、TOR 案およびプ

ロジェクト概要を観光環境省に提出し、承認を得た後、「コ」国政府に登録されてい

る環境コンサルタントが調査を実施し、漁業養殖省を通して EIA 報告書を観光環境

省に提出し、承認を得る手続きとなる。PECHVAL では、漁業養殖省に対し、TOR

案およびプロジェクト概要の作成支援協力をおこなった。  

 

4 - 6 - 5 - 2 .  環境影響評価の実施  

本パイロットプロジェクトは小規模な施設建設であり、カテゴリーB とされ、影

響評価調査の結果、プロジェクト実施によるマイナス面の影響はほとんど無く、適

当な対応策を適用することで環境への重大な影響を回避できるとされ、環境証明書

が発給された。  

 

4 - 6 - 6  施設計画概要  

4 - 6 - 6 - 1 .  構造面積  

 

表  4-16: 棟別構造及び室別面積  

室名  面積  

（m2）  

構造  

①－荷捌棟   612.00  

 

 

 

鉄筋コンクリート造平屋建て  

独立基礎及びベタ基礎・直接基礎  

木製トラス  

荷捌場・加工魚冷却場  333.00

電気・機械室  21.00

製氷・冷蔵室  34.65

集会スペース  42.00

製品倉庫  28.00

機材倉庫  28.00

氷販売所  3.78

鮮魚小売場  27.00

事務室、スタッフ詰所  46.75

給湯室  7.00

玄関・廊下   37.25

事務備品倉庫   3.57
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室名  面積  

（m2）  

構造  

②－公衆便所棟   43.20 鉄筋コンクリート造平屋建て  

布基礎・直接基礎  

木製トラス  

男子・女子便所   40.24

管理人室   2.96

③－ゴミ集積所・給油所

棟  

19.50 鉄筋コンクリート造平屋建て  

布基礎・直接基礎  

木製トラス  守衛室・燃油販売所  10.50

ゴミ集積場  9.00

④－燃油タンクスペース

  

28.86 コンクリートブロック造・ベタ基礎

 

4 - 6 - 6 - 2 .  外構・その他  

 

表  4-17: 外構・その他概略仕様  

項目  仕様  数量  
製氷機  フレークアイス  能力 :2.5 トン／日  1 

貯氷庫  20’HC リーファーコンテナ（冷却機付）  1 

冷蔵倉庫  断熱パネル式  -5℃（冷却機付）  1 

場内舗装  簡易コンクリート舗装  646 ㎡  
浸食防止措置（浜

側）  
ジオテキスタイル 3mm 厚、プラスチック蛇

篭 2.0x0.5m 
延長 56m 

敷地周囲排水溝  コンクリート製、一部コンクリート蓋  延長 153m 
外塀  コンクリートブロック H=2000~2200 延長 140m、

鉄扉 3 か所  
深井戸   深さ約 80m、PVC 導水管φ125、2.8kW 水中

ポンプ（>5 ㎥／h）、塩素滴下装置   
1 か所  

その他  荷捌場  浸透処理槽  
公衆トイレ  腐敗処理浄化槽  
非常用発電機  50KVA 
構内屋外照明  

3 か所  
1 か所  
1 セット  
1 式  
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4 - 6 - 6 - 4 .  機材計画  

表  4-18: 機材仕様  

品目  仕様  数量  

鮮魚水槽  （FRP）500 ㍑車輪付  10 

保冷箱  （HDP ポリエチレン）約 100 ㍑  10 

台秤  100kg､SUS ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 2 

計量秤  20kg （上皿ダイヤル量り）  4 

メッシュ魚函  20 ㎏容量  （60x40x20cm）  40 

作業台   ステンレス 180x120xH90cm 4 

流し台   ステンレス 120x60xH90cm 2 

販売台  SUS L120cm 3 

魚保管用冷蔵庫  （400 ㍑・ -20℃）  1 

キャッシュレジスター  PC／バーコード接続・感熱紙印字機能  1 

魚函  20 ㎏容量（60x40x20cm）  120 

台車（カート）  鉄パイプ製 耐荷重 300 kg 3 

高圧洗浄機  15MPa, 550littre／h 2.5kW 1 

金庫  （50kg, W50cm x D45cm x H35cm）  2 

事務机  150x70xH70cm 木製  6 

抽出机   30x70xH70cm 木製  4 

書類棚   120x40xH180cm 木製  6 

事務椅子  （肘掛・キャスター付）  12 

木製長椅子   170x35xH40cm 3 

集会用ﾃｰﾌﾞﾙ  折りたたみ式  160x60xH70cm 8 

集会用椅子  スタッカブル、プラスチック  50 

ノートパソコン  （Windows 10, DVD, LAN, WIFI, MS Office）  2 

UPS:  コンピュータ用  2 

コピー機  :A3､モノクロ（LAN 機能）  1 

スクリーン  天井取り付け型 1x2m 1 

ホワイトボード  90cmx 幅 180cm 脚付  1 

アルミ脚立   （H max.=5m）アルミ製  1 

スコップ  （氷・掃除用）、  現地一般流通品  10 

デッキブラシ  現地一般流通品  20 

ほうき  現地一般流通品  20 

バケツ  （プラスチック）20 ㍑ 現地一般流通品  10 

ゴムホース  20m 長さ、現地一般流通品  4 

熊手   金属製（浜清掃）  現地一般流通品  10 

 

 機材の内、現地調達可能な機材の調達については建設工事契約に含めて、入札を実施す
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ることとし、現地調達ができないまたは現地調達が妥当でないと判断された機材につい

ては、日本調達とし、別途一般競争入札を実施することとした。  

 

4 - 6 - 6 - 5 .  施設建設契約入札  

施設建設のための現地入札は、「コ」国の一般的な官庁工事と同様の入札書式、手順に

より実施した。現地施工業者には予定工期内に的確な品質管理のもと完工する能力が求

められるため、受注可能な調達業者の規模、実績、資金力等の能力を審査するため、資格

審査、入札を一段階で行う入札参加資格制限付き一般競争入札方式を採用した。  

 入札及び業者選定の経緯は以下の通りであった。  

 （1） 入札公示     2014 年 4 月 28 日  

 （2）  入札図書受領者数    16 社  

（3）  開札     2014 年 7 月 4 日  

（4）  入札書提出者数    8 社  

 （5）  評価委員会（入札図書審査）  2014 年 7 月 5~7 日  

 （6）入札評価報告書提出   2014 年 7 月 8 日  

 

入札指示書及び「コ」国の公共工事における手続方法に則って、JICA コンゴ民主共和国

事務所、漁業養殖省、コンサルタント、現地再委託設計事務所により開札会場において入

札書類の在否確認を行い、その後評価委員会において書類の内容確認を行った。  

審査の結果、MIAMBANZILA Sarl 社及び CHINA XINMA ENGINEERING 社の 2 社が適格

と判断され、2 社のうち、MIAMBANZILA Sarl 社が最低入札価格であったため、同社を

JICA へ契約先として推薦を行い、JICA コンゴ民主共和国事務所は 2014 年 8 月 1 日に

MIAMBANZILA Sarl 社と建設契約を締結した。  

 

 2014 年 8 月 16 日に零細漁業施設の起工式が日本国大使館、JICA コンゴ民主共和国事

務所及び漁業養殖省大臣の出席のもとに行われ、建設工事が始まったが、工事の進捗はは

かばかしくなく、コンサルタント及び現地再委託設計事務所の度々の督促にも拘わらず、

工事は工程表から大幅に遅延し、履行期限である 2015 年 4 月 30 日の時点で完工の見通

しが立たない状況であったため、契約に基づく建設工事未履行の状況で JICA コンゴ民主

共和国事務所は履行期限の延長を行わない措置を取り、MIAMBANZILA Sarl 社との契約

を終了させた。  

 

 建設工事継続のための引き継ぎ業者選定にあたっては、引き継ぎ工事という特殊条件

での競争入札実施であるため、引き継ぎ工事が実施できる技術力があり、施工期間を短縮

できる企業をあらかじめ選定する指名競争契約とした。  

 指名競争入札及び契約業者選定の経緯は以下の通りであった。  

 

（1） 入札案内    2016 年 6 月 8 日  

（2）  指名業者数    3 社  
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（3）  開札     2016 年 8 月 11 日  

（4）  入札書提出者数   3 社  

（5）  評価委員会（入札図書審査）  2016 年 8 月 12~13 日  

（6）入札評価報告書提出   2016 年 8 月 19 日  

  

入札指示書及び「コ」国の公共工事における手続方法に則って、JICA コンゴ民主共和国

事務所、漁業養殖省、コンサルタント、現地再委託設計事務所により開札会場において入

札書類の在否確認を行い、その後評価委員会において書類の内容確認を行った。  

審査の結果、OCEANA 社が適格と判断され、OCEANA 社の入札価格が予定価格以内で

あったため、同社を JICA へ契約先として推薦を行い、JICA コンゴ民主共和国事務所は

2016 年 8 月 23 日に OCEANA 社と建設契約を締結した。  

JICA コンゴ民主共和国事務所、OCEANA 社による契約は、2017 年 5 月 31 日の履行

期限で締結されたが、R／D には免税とされていたにも拘わらず製氷機発注時期までに

「コ」国財務省から免税証明が発行されず、免税手続期間を不可抗力による遅延要因とし

て 4 か月間、10 月 7 日までの履行期限延長を行った。  

製氷機は輸入品であるため、梱包・傭船  1 週間、海上輸送  3 週間、通関手続  1 週間、

据付・検査  1 週間、計 1.5 ヶ月が必要なため、8 月中旬までの組立て完了・輸送の段取り

が必要であったが、メーカーから輸送手続開始に係る残金請求が元請に送付されたのが 8

月 22 日、元請よりメーカーには 9 月 13 日に銀行送金されたが、「コ」国における IMF

規制による海外送金手続きの全面的な長期化に影響され、通常 2~5 日かかる送金の実行

は 10 月 5 日となり、メーカーの着金確認は 10 月 9 日、傭船は翌 10 日となり、製氷機調

達が大幅に遅延した。  

製氷機調達遅延の外部要因として、「コ」国の経済状況悪化のため外貨が不足したため、

国内銀行全てにおいて海外送金にコ政府の規制があり送金手続きが約 3 週間かかる状況

にあるとのことで「コ」国全般にわたり海外送金手続きの長期化が見られたため、これを

不可抗力条項に照らし、工期延長、遅延罰金減免について修正契約をおこない、2018 年

2 月 2 日に竣工し、「コ」国農畜水産省に施設の引き渡しを行った。  

ポワント・ノワール零細漁業センター（CAPAP）の開所式は農畜水産省大臣の主催で

2018 年 6 月 4 日同センターで行われ、「コ」国側からは農畜水産省大臣、ポワント・ノワ

ール県知事、クイール県知事、ポワント・ノワール市長、モンゴウプク区長、漁業養殖総

局長、ポワント・ノワール自治港長等が出席、日本側からは軽部在コンゴ民主共和国大使、

柴田 JICA コンゴ民主共和国事務所長他、大使館、JICA 所員、PECHVAL プロジェクト

関係者が出席した。また、EU 大使、フランス開発機構（AFD）代表、FAO 代表等も招待

されて出席した。  

 

4 - 6 - 7  本邦調達機材の入札及び調達  

零細漁業センター機材の内、「コ」国内にて調達できない機材を本邦調達とし、JICA ガ

イドラインに沿って競争入札を実施した。  
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4 - 6 - 7 - 1 .  調達機材内容  

表  4-19: 本邦調達機材  

1 鮮魚水槽  容量約 500ℓ 10 台

2 保冷箱  容量約 120ℓ 10 台

3 機械式台秤（分銅式）  秤量 100kg 以上  2 台

4 計量秤（ダイヤル式）  秤量 20kg 以上  4 台

5 メッシュ魚函  容量約 35ℓ 40 個

6 ステンレス製作業台  180cm x 90cm x 80~90cm 4 台

7 流し台  ステンレス製舟形 1 槽シンク  2 台

 

4 - 6 - 7 - 2 .  調達条件  

（1）  取引条件：仕向け地渡し、現地輸送  

（2）  輸出者：受注者  

（3）  船積港：日本国内  

（4）  仕向港：コンゴ共和国ポワント・ノワール港  

（5）  引き渡し期限：2017 年 5 月 31 日  

 

4 - 6 - 7 - 3 .  入札経緯  

2016 年 11 月 15 日に入札公告を行い、締め切り日までに三洋商事株式会社及び日東製網

株式会社から参加申請があった。いずれの会社も全省庁統一資格において、物品の販売に

おいて競争参加資格「A」の等級に格付けされており、要件を満たしていた。  

(1) 入札執行（入札会）の日時及び場所等  

①  日時 : 2016 年  12 月  16 日（金）午後  2 時  00 分   

②  場所 : 東京都新宿区新宿  2 丁目  16 番  8 号  新宿北斗ビル  8 階   

水産エンジニアリング株式会社  会議室  

 

(2) 入札結果  

両社の入札書類に問題ないことを確認し、開札を行った。  

 

表  4-20: 機材調達入札結果  

順位  社名  入札価格  

1 位  日東製網（株）  6,480,000 円  

2 位  三洋商事（株）  6,800,000 円  

入札予定価格  6,581,400 円  

 

日東製網（株）の最低価格入札が入札予定価格を下回っていたため、日東製網（株）を

落札者とし、同社と機材調達契約を 2017 年 1 月 7 日に締結した。機材は 2017 年 4 月に
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現地に到着、通関、検認をしたが、施設建設工事が未了であったため、建設業者倉庫に一

時仮置きし、施設完工後に零細漁業センターに搬入した。  

 

4 - 6 - 8  零細漁業施設の運営管理  

4 - 6 - 8 - 1 .  零細漁業施設建設運営管理パイロットプロジェクトの目標  

「コ」国の海洋零細漁業分野では、プロジェクトのサイトであるソンゴロ浜を主とし

た活動地域とする、業種別に組織されている 10 組織以上の漁業従事者組合が存在し、

同じ業種であってもコンゴ国籍と外国籍によりそれぞれ別の組織を構成して、構成員に

対する生活支援や冠婚葬祭の資金支援を主とする活動を行っていたが、組織間の有機的

な連携がないため、組織活動による有効な成果に乏しかった。このため、多国籍かつ多

業種を統合した漁業従事者組合の連合組合組織が FAO の支援で 2005 年 4 月 18 日に

AICP（Association pour l’Autopromotion des Initiatives Communautaires de 

Peche）として設立され、「コ」国政府にも認可された。  

PECHVAL プロジェクトでパイロットプロジェクトの一環として整備を行う零細漁業

施設は、水産物の品質改善が漁業者、加工業者、流通業者および小売業者の利益向上に

寄与することを実証するための活動の場であり、漁業者、加工業者、流通業者および小

売業者自身が運営に関わることが重要である。このため、多業種を統合した漁業従事者

組合連合組織である AICP、監督官庁である漁業養殖省及び管轄する地方自治体である

ポワント・ノワール市が連携して零細漁業施設の運営管理をする方針とした。  

連合組織として発足した AICP ではあるが、組織や内部規約が未整備であり、組織

力、活動力が脆弱なため、零細漁業施設の運営管理に関わるためには AICP の規約を整

備し、規約に沿った組織活動ができるようにすることが必要である。このため、規約整

備の支援、会議開催支援、幹部の研修等の組織強化の支援を行う。  

零細漁業施設の自主的な運営管理をする主体として、零細漁業施設の運営管理を目的

とする法人を AICP、漁業養殖省及びポワント・ノワール市の三者で設立することと

し、法人設立の支援を行うとされた。  

PECHVAL プロジェクトで整備される零細漁業施設は、「コ」国で前例のない施設で

あり、運営管理についても未経験なため、施設の運営管理を担う幹部候補者に類似例の

視察等を実施し、必要業務の研修を実施し、運営管理に必要な能力開発をおこなう。  

零細漁業施設の運営のための会計規則や規約（案）の策定を支援し、ステークホルダ

ー自らによって運営規則を決定するとされた。  

漁業施設運営組織の自主的な運営と利用者である漁業者、加工業者、流通業者および

小売業者の規約に則った活動により、本プロジェクトで整備される零細漁業施設および

機材が持続的に有効活用され、ポワント・ノワールの零細漁業水産物バリューチェーン

の改善に資するとされた。  
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4 - 6 - 8 - 2 .  漁業関係者組織強化支援  

AICP は 2005 年に設立後、活動の主体となっていた組合長が 2013 年 3 月に死去して

から、活動が著しく低下していた。組織の再活性化を望む有志が先導し、組織再編成の

ための暫定委員会を 2013 年 7 月に設立し、AICP 会員の募集や総会準備を行い、2013

年 10 月に総会を開き、役員を新たに選出し、再出発を図った。PECHVAL では AICP

の定款や内部規定の作成支援をおこない、役員に対し、運営管理、財務管理の研修等に

より AICP 新役員会の組織力強化支援を行ったが、選出された役員の中には、組合の会

議に一度も出席しない役員や業務内容を理解できない役員が目立ち、組合員の不満が高

まっていった。このため、「AICP は何も進化していない」という声が組合員から上が

り、2014 年 11 月の通常総会では、前回総会で選出された役員全員が解任され、2015 年

2 月 27 日に新役員会を選出するための AICP 臨時総会が開催され、AICP の新しい定款

と内部規約が承認され、新役員が決定された。  

 

4 - 6 - 8 - 3 .  零細漁業センターの運営管理組織（SOVAGHAS）の設立  

(1) 法人格  

「コ」国の国内法では、民間法人は、共同組合（Association）、民事会社（Société civile）

又は営利法人（Société commerciale）の何れかに分類され、営利法人にすると新設組織

の業務規模に比して税負担が大きくなり、協同組合にすると、組織設立の手続きや認証に

時間を要する。民事会社であれば、本プロジェクト期間内での設立が可能であり、設立後

も業務規模に見合う経済負担での運営が可能であるため、本プロジェクトでは民事会社

として零細漁業センターの運営管理組織（SOVAGHAS: SOciete de VAlorisation et de 

Gestion des produits HAlieutiqueS）を設立することとした。  

 

(2) 組織  

SOVAGHAS の資本金は 1,000,000 

F.CFA とされ、零細漁業施設を利用する

AICP が 500,000 F.CFA、監督官庁である

漁業養殖省が 400,000 F.CFA、零細漁業施

設が属する地方自治体であるポワント・ノ

ワール市が 100,000 F.CFA を出資する。理

事会は、出資者である AICP、漁業養殖省

及びポワント・ノワール市の代表者から構

成される。組織図は下図のとおりとされ、

センター長以下のスタッフについては施設

の完工に合わせて公募し、雇用する計画と

した。  

 

 

図  4-17: SOVAGHAS 組織図  
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(3) 定款・内部規定  

PECHVAL では SOVAGHAS の定款・内部規約の作成支援を行い、出資者である

AICP、漁業養殖省及びポワント・ノワール市の代表者が内容の確認と署名を行った。

署名済みの定款・内部規約はポワント・ノワールの商事裁判所に提出され、2015 年 12

月 29 日付で SOVAGHAS 設立の認可がされた。施設完成を目途として法人登記の手続

きを行っていた。  

 

4 - 6 - 8 - 4 .  施設運営管理在外研修  

「コ」国の水産分野では零細漁業施設がこれまで存在せず、漁民の組織化も進んでお

らず、施設の運営組織を設立し、自立した運営を行った経験を有していない。  

運営組織の関係者が組織の役割や運営組織の業務について知見と経験を学ぶために、

SOVAGHAS の理事会のメンバー、カウンターパート及び加工人代表が、セネガル共和

国（以下「セ」国）での研修に参加し、日本より供与された水産施設であるロンプル水

産センター、カヤール水産センター、カオラック中央魚市場及びダカール中央魚市場を

訪問し、各センターの運営管理業務責任者より、①組織の役割と重要性、②職務遂行へ

の責任、③業務遂行及び管理監督上必要な知識、などについての講義を受けた。  

各センターでの研修項目の中で半数以上の研修員が「運営管理および役員の責務につ

いて」の講義が最も興味深い内容であったと回答しており、漁民組織活動や自主的な資

源管理が活発に行われているカヤールでは「移動漁民と定住漁民の共存」や「女性の組

織力」など、特有の活動に深い興味を持っていた。  

研修後に実施した研修の有効性についてのアンケート調査では 15 名の研修員の内、

14 名が「とても有効であった」と回答し、運営管理に必要な知識の習得については 2 名

が「大変満足」、13 名が「満足」と回答している。このように、研修員の研修内容全般

に対する満足度の評価や到達度の結果は高く、施設の運営組織や運営業務に関する知識

や理解の深まりに関しても、研修効果があったと言える。  

本研修で研修員が習得した知見は、プロジェクトの合同調整委員会（JCC）を通して

関係者と共有した。また、「セ」国の各施設運営管理の良い点及び反省点を踏まえて

SOVAGHAS の組織図や施設の利用規則、職員の雇用計画などの見直しを行った。研修

員からは「各施設の運営管理の良い点を新設零細漁業センターの運営管理に反映し、反

省点は同じ問題を繰り返さないようにする」、「新設施設の運営管理に問題が生じたとき

の解決のヒントにする」、「厳格な運営管理体制の実現と国籍に関係なく協働で運営管理

を行う」などの研修成果の活用にむけ、積極的な意見表明がされた。  

 

4 - 6 - 8 - 5 .  零細漁業センターの運営組織の行政法人（CAPAP）への変更  

零細漁業センター施設の竣工を前に、センターの運営初期費用について、農畜水産省

からの支出を求めて、農畜水産大臣、農畜水産省大臣官房、漁業総局長等と交渉を進め

てきたが、公益財団法人に対する公費支出は困難であるとして、「コ」国側の要請で零

細漁業センターの運営組織を行政法人（Etablissement public） : CAPAP（Centre 
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d’Appui a la Peche Artisanale a Pointe-Noire）  に変更することとなった。変更の主な

理由として下記 2 点が挙げられた。  

（1）  公益財団法人の場合、センターの収入が不足した赤字時に、政府が資金支援を

行うことが難しいが、行政法人であれば支援が可能である。  

（2）  公益財団法人の場合、農畜水産省の職員（統計責任者や品質管理責任者など）

をセンターに配置することが難しいが、行政法人であれば政府職員の配置が可能で

ある。  

表  4-21： 組織形態の比較  

 公益法人  
（旧組織  SOVAGHAS）

行政法人  
（新組織  CAPAP）  

税制の優遇措置  有り  有り  
法人税・付加価値税の免除  有り  有り  

組織設立手続き期間  約 2 カ月  6 カ月以上  
他の組織からの資金の助成  不可  可能  

営利活動  不可  不可  
漁業養殖省職員の配置  不可  可能  

 

行政法人の設立には大統領府による政令の承認・署名が必要であり、その手続きに約

6 カ月を要するとされている。CAPAP の開業に必要な規約類は農畜水産省本省に 2018

年 3 月末に提出されている。政府による承認手続きは農畜水産省の法務担当者により確

認された後、農畜水産省、財務省および国家開発省の承認を受け、大統領府の決裁を得

ることになる。  

 

 
図  4-18: CAPAP 組織図  
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4 - 6 - 8 - 6 .  零細漁業センター施設を利用した鮮魚取扱・鮮度保持研修  

CAPAP の開業に伴い、PECHVAL は零細漁業センター施設を利用した鮮魚取扱・鮮

度保持研修を 2018 年 6 月 23 日から 2018 年 7 月 5 日まで実施した。  

センターの開業当初は仲買人のこれまでの行政に対する不信や不満と誤解から、利用

状況は芳しくなかったが、水産支局やセンター職員の広報や啓蒙努力等により徐々に仲

買人がセンターに集まって来るとともに魚も水揚げされるようになり、センターへの消

費者の来訪も徐々に増えてきていた。  

4 名からなる CAPAP 職員のチームを結成し、PECHVAL で行った鮮度保持パイロッ

トプロジェクトの内容を説明し、鮮度保持の理論を指導し、CAPAP センターの顧客、

仲買人、捌き人、漁民等に対し、衛生管理と鮮度管理（魚を良く洗うこと、魚の温度を

低く維持すること）の重要性を対面説明し、仲買人や捌き人を対象としたミーティング

を定期的に開催し、意見交換をするよう指導した。捌き人に対し、発生した残滓は集め

てケースに貯めておき、ゴミ箱に持ってゆくこと及び飛び散った鱗も箒で掃き集め、排

水溝に流れ込むことがないよう指導した。冷蔵庫に魚を収納する場合は、保蔵中の品質

劣化を防ぐとともに、他の収納物の汚染を防ぐために魚を良く洗浄し、施氷してから保

蔵するよう指導した。また、業務終了後チーム内ミーティングを毎日実施し、週報を作

成して DD に活動内容を報告することとした。  

仲買人は現時点で魚の洗浄や氷の使用に積極でないことから、仲買人に正しい魚の扱

い方を提示すること、顧客に高品質な魚を提供し、消費者の意識を喚起することを目的

に PECHVAL としてデモンストレーション販売を行った。  

 

4 - 6 - 8 - 7 .  零細漁業センター職員への業務研修  

零細漁業センター職員への会計経理業務研修をローカルコンサルタントへの再委託に

より、2018 年 9 月 17 日より 10 月 31 日まで実施した。  

研修内容は現金取り扱い及び経理ソフトを使用しての経理処理、会計の研修、職掌規

定に基づくセンター長、会計、レジ係、氷取扱者、秘書等の業務研修である。ただし、

大統領令による CAPAP の正式承認が研修実施までになく、正式な職員採用ができない

ため、ローカルコンサルタントへの再委託内容で当初計画されていた職員採用公示の作

成は取りやめ、民事会社（Societe Civile : SOVAGHAS）から行政法人（Etablissement 

public : CAPAP）への転換に伴う職員の職掌レビューを行い、これに基づく業務研修を

実施した。  

また、監理委員会メンバー候補に対して、CAPAP 運営に関わる組織マネージメン

ト、内部監査等のガイダンスを行った。  
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第5章  コンゴ共和国水産行政の現状と課題  

5 - 1  「コ」国水産行政による沿岸零細漁業管理の現状把握  

PECHVAL プロジェクトでは「品質保持計画」、「市場における水産物販売方法の改善」、

「水産物の加工改善」、「水揚げ浜の管理計画」、「零細漁業施設及び機材整備」及び「零細

漁業の運営」の６パイロットプロジェクトを実施し、これらのパイロットプロジェクト及

びバリューチェーン分析の実施を通じて得た知見を基に「水産物バリューチェーン改善

プロジェクト」の改善計画（案）を作成していくが、パイロットプロジェクトで得られた

知見はその性格上、特化された分野に於けるややミクロ的な問題解決や見地となり、「コ」

国全般の水産業の概要や問題点については情報不足気味となる。  

漁業は、水産資源の再生産から漁獲、加工・流通、消費までの各段階に分かれ、さらに

国や  地域ごとに自然環境、漁業形態、技術レベル、社会・経済的特性など様々な段階や

項目が複雑に絡み合って構成されている。このため、漁業管理のための手法やその組み合

わせも多岐に亘る。開発途上国の漁業管理の現状や課題を簡便かつ客観的に把握し、対象

国における漁業管理の現状（何をやっていて）と課題（何ができていないのか）を的確に

把握するために開発された「開発途上国の漁業管理課題把握ツール（FishMAT: Fisherry 

Management Assessment Tool）47」を使用して、「コ」国の零細漁業分野の漁業管理に対

する取り組みの概要を指標化することにより、「コ」国水産行政における水産業のマクロ

的な現状と課題を洗い出し、次に何をするべきかという改善計画（案）策定の一助とする。  

 

5 - 2  開発途上国の漁業管理課題把握ツール（FishMAT）の概要  

FishMAT は、漁業管理をするうえで重要な施策を 8 つのカテゴリーに分類し、各カテ

ゴリーに属する漁業管理項目に重み付けをした上で、対象国での活動実績の有無を確認

することによって、対象国での各カテゴリーの漁業管理政策の現状を指標化している。資

源管理活動の各カテゴリーの概要を次表に示す。  

 

表  5-1: 資源管理活動の目的別大分類と内容  
目  的  別  大  分  類  概  要  

I. 現状を把握するための関連基礎情報  沿岸漁業者数、漁獲量、流通状況などの漁業

資源管理計画を作成するための基礎的情報  
II. 生態系の維持・修復  漁場生産力の向上、資源増殖活動  
III. 資源の保全（入口）  操業の質・量を規制  

IV. 資源の保全（出口）  漁獲物の質・量を規制  
V. 経営構造の改善  漁業転換、代替収入源  
VI. 処理・加工・流通の改善  魚価・付加価値向上、漁獲後損失の低減  

VII. 人的・組織的体制の重点化  管理にかかる人材育成、組織強化  
VIII. 資源及び社会経済状況の分析や評価

能力強化  
技術・資源開発、生態機構の理解・予測  

                                                  
47 平成 26 年度海外水産資源管理基礎調査委託事業調査報告書、一般社団法人マ

リノフォーラム 21、平成 27 年 3 月  
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 また、政府の漁業戦略の実施や管理能力を知るために、もう一つの軸として、それぞれ

の漁業管理項目を MCSA コード（M:モニタリング、C:規制、S:監視、A:管理活動）によ

って分類し、それぞれの活動実績の割合について把握するとしている。ここでは、MCSA

を以下のように定義している。  

 

M；モニタリング  漁獲努力量や資源量を把握するために必要な継続的活動  

C：規制（コントロール）  水産資源利用に関わる活動の規制  

S：監視（サーベイランス）  漁業活動に課す規制･管理を維持するために必要な様々

な監視活動  

A: 管理活動（アクティビティ）  秩序ある漁業活動を維持するために必要な、地域漁業者  
や関係機関による活動  

 

FishMAT では、上述した 8 つのカテゴリーと MCSA コードを組み合わせ、対象国の

漁業管理の現状を分析し、どのカテゴリーが脆弱であるかを把握することにより、漁業管

理の中で優先度の高い協力分野を特定することを目指している。  

 

5 - 3  FishMAT の項目と重み付け及び MCSA コード分類  

 FishMAT のカテゴリーごとの各項目重み付け及び MCSA コード分類を次に示す。  

 
表  5-2: 現状を把握するための関連基礎情報に関する項目 

No 項目 重み MCSAコード

1 漁船数・漁業者数・漁村数・水揚場数などの情報 2 M 

2 漁業操業日数 1 M 

3 水産重要種の漁獲量情報 2 M 

4 水産重要種の流通情報 1 M 

5 水揚場や消費地での魚価情報 1 M 

6 水揚施設・設備の情報（例：製氷施設数や倉庫の数） 1 M 

7 水産重要種の国内での水産物消費量記録の有無 1 M 

8 仲買人情報 1 M 

9 活動している漁業者組織の情報 2 M 

10 漁業者による資源管理活動 3 M 

 
表  5-3: 生態系の維持・修復に関する項目  

 No 項目 重み MCSAコード

陸上 1 土砂流出入（含海底土砂の採取）の管理規制 2 C 

 2 生活・工場排水規制 1 C 

 3 マングローブを含む森林伐採規制 1 C 

 4 廃棄物処理規制 1 C 

 5 上述 各規制の監視体制 2 S 

海中 6 環境リハビリテーション活動（サンゴ礁、マングローブ、潮間

帯、海草域など） 

2 A 

 7 IUU(違法・無報告・無規制)漁業を防ぐための監視体制 2 S 

 8 資源増殖活動（種苗生産・放流・幼稚仔育成場など） 2 A 

 9 希少種保護活動の監視体制 1 S 

 10 上述の各活動の周知・普及活動 1 A 
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表  5-4: 資源の保全（入口）に関する項目  
No 項目 重み MCSAコード

1 各漁業に対する漁業者、漁船の登録制度 2 C 

2 各漁業に対する許可や免許制度 1 C 

3 上述の登録・免許制度の監視体制 2 S 

4 漁法による漁場規制・ゾーニング 2 C 

5 漁法による漁場規制・ゾーニングの監視体制 2 S 

6 漁船の能力（馬力、トン数、全長等）に関する規制 1 C 

7 破壊的漁業を含む漁法の規制・制限 2 C 

8 破壊的漁業の監視体制 2 S 

9 漁具や漁船装備に関する制限 1 C 

10 操業期間（○月～○月まで）に関する制限 1 C 

11 操業時間（朝○時～○時まで）に関する制限 1 C 

12 操業日数に関する制限（年間○日まで、のような制限） 1 C 

13 操業期間・時間・日数制限に関する監視体制 1 S 

14 漁場（例：完全禁漁・禁漁区・保護区）に関する制限 3 C 

15 完全禁漁・禁漁区・海洋保護区の監視体制 3 S 

 
表  5-5: 資源の保全（出口）に関する項目  

No 項目 重み MCSAコード

1 個別漁業者の漁獲の状況（漁獲量、漁獲サイズ等々、出口管理の基

本）を把握するための組織的仕組み 

2 M 

2 漁獲物の大きさ（体長や個体重量）または甲殻類（ロブスター）などの

性別や成熟度）に関する制限 

2 C 

3 上記の2.に対する監視体制 2 S 

4 企業漁業での漁獲物の混獲制限 1 C 

5 企業漁業混獲制限の監視体制 1 S 

6 個別漁業者の漁獲量に対する制限（個別漁業者の漁獲量上限の設

定など） 

2 C 

7 個別漁業者の漁獲量制限の監視体制 2 S 

8 国や地域の漁獲量に対する制限（TAC,クオータ制など） 1 C 

9 国や地域の漁獲量制限に対する監視体制 1 S 

10 漁業者や漁業者組織による漁獲量の記録を義務づける規則またはそ

のような活動を支援する仕組み 

2 M 

11 上述の各活動に対する漁業者への普及・啓蒙活動や漁業者訓練活

動 

1 A 

12 上述の核活動に対する漁業者組織と行政組織の定期的な協議会 1 A 

 
表  5-6: 経営構造の改善に関する項目  

No 項目 重み MCSAコード

1 操業コスト削減のための活動やガイドライン 1 A 

2 漁獲物の鮮度保持・保存のための活動やガイドライン 2 A 

3 加工等付加価値付けのための活動やガイドライン 1 A 

4 代替収入源創出のための活動やガイドライン 3 A 

5 漁業種転換・多角化のための活動 1 A 

6 漁業者グループや漁協による協同出荷活動 2 A 

7 自主的に資源管理活動を行っている漁業者や漁業者グループ、漁協

に対するマイクロファイナンス制度や活動 

1 A 

8 漁業者に対するマイクロファイナンス制度や活動 2 A 

9 漁業者組織や関連する中小企業に対する行政組織による業務支援

サービス 

1 A 

10 上述の各活動に対する漁業者への普及・啓蒙活動 1 A 
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表  5-7: 処理・加工・流通の改善に関する項目  
 No 項目 重み MCSAコード

船上 1 漁獲物の処理・保存技術の改善活動 2 A 

 2 上述に関わる行政組織による技術指導 1 A 

 3 保冷施設・氷庫を備える漁船 1 A 

 4 船上での衛生基準 1 C 

 5 船上での衛生基準監視体制 1 S 

陸上 6 衛生基準・品質規格 1 C 

7 衛生基準・品質規格監視体制 1 S 

 8 加工技術改善活動 1 A 

 9 流通技術改善活動 2 A 

 10 漁港・水揚場改善活動 1 A 

 11 魚市場改善活動 2 A 

 12 上述の各活動に対する漁業者・住民への普及・啓

蒙活動 

1 A 

 
表  5-8: 人的・組織的体制の重点化に関する項目  

No 項目 重み MCSAコード

1 水産を担当する地方組織・普及員等の担当者 2 M 

2 漁業管理活動を支援しているNGO 2 A 

3 中央と地方の水産行政組織の定期的な協議 1 M 

4 中央の水産行政組織と関連他省庁（例：環境省、沿岸警備隊、市役

所など） 

1 M 

5 行政組織と漁業者組織の定期的な協議 2 M 

6 漁業者組織やNGOなどの民間組織間の定期的な交流・協議 2 M 

7 地方担当者・普及員の研修制度 1 A 

8 研究員・技術員の研修制度 1 A 

9 漁業者研修制度 2 A 

10 仲買人・加工業者の研修制度 1 A 

 
表  5-9: 資源及び社会経済状況の分析や評価能力強化  

No 項目 重み MCSAコード

1 国内の水産研究機関 2 M 

2 国内研究者・研究機関による水産最重要種に対する資源量の推定 2 M 

3 国内研究者・研究機関による水産重要種の生物学的・生態学的研究

活動 

2 M 

4 国内研究者・研究機関による海洋動態（例：海流や塩分量、水温のモ

ニタリングや解析）の研究活動 

1 M 

5 国内研究者・研究機関による生物化学（例：沿岸・汽水・淡水域での

栄養塩やクロロフィル量、プランクトン等のモニタリングや解析）の研究

活動 

1 M 

6 国内研究者・研究機関による社会経済学の研究活動 2 M 

7 国内研究者・研究機関による加工技術向上のための研究活動 1 M 

8 国内研究者・研究機関による漁業技術・増養殖技術向上のための研

究活動 

1 M 

9 上記の研究者あるいは研究機関との行政組織の定期的な協議 1 A 

10 上記研究結果の一般への普及活動 1 A 

 

5 - 4  「コ」国水産行政による漁業管理の現状分析  

 「コ」国水産行政による漁業管理の現状分析をするにあたっては、PECHVAL プロジェ

クト実施前の漁業管理の状況を分析した後に、PECHVAL プロジェクトの実施によりど

の分野の活動に変化が生じたかをみて、PECHVAL プロジェクトのインパクトと「コ」国
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漁業管理への改善計画の関わりについて検討する。  

 

5 - 4 - 1  現状を把握するための関連基礎情報  

「漁船数・漁民数情報」については漁船の登録制度があり、これに基づいてクオータ（漁

獲割当量）が決められるため 1 年ごとに更新されている。主要水揚地であるソンゴロ及

びバーズアジップ地区にデータコレクターを配置し、帰漁後の漁船の水揚げ毎にケース

（魚箱）単位で魚種別、漁獲量等のデータを収集している。零細漁業の漁獲量等のデータ

収集活動は比較的日が浅く、2010 年頃に始められたばかりであり、早朝や夜間の水揚げ

等に関するデータ漏れの推定方法については FAO の協力を得て、現在進行中である。し

かし、漁獲後の消費地での魚価、水産物消費量や市場等の流通関連情報についてはほとん

ど収集されていない状態である。「漁民による資源管理活動情報」については、ベナン人

漁民グループが浮魚の豊漁期に操業の自主規制を行っているが、実態としてこれは資源

管理を目的としたものではなく、市場の供給過多による魚価低下に対応するためである

と考えられる。  

 

5 - 4 - 2  生態系の維持・修復  

陸域の土砂流出や生活・工場排水、廃棄物処理等の環境保全に関する規制は法律によっ

て定められているが、その監視体制は弱い。漁業に関する分野では IUU（違法・無報告・

無規制）について企業漁業船を対象に VMS システムの採用48や漁業監視船を使っての監

視をしているが、1 隻の漁業監視船で予算不足もあり、十分な活動はおこなわれていない。

一方、資源増殖活動については手がつけられていない。規則や法律はあるが監視・規制す

る実行する力が不足している状態である。  

 

5 - 4 - 3  資源の保全（入口） 

漁業法及び政令等により沿岸から 6 マイルは零細漁業、6 マイル以遠 200 マイルは企

業漁業という漁場規制が行われている。また漁網の目合いについても政令で規制されて

いる。漁船の登録制度についてはそもそも企業漁業を対象としていたが、零細漁業者に対

しても漁船の登録を漁法別（浮魚漁業、底魚漁業とサメ漁業の 3 種類）に行うようになっ

た。さらに零細漁業者に対しても漁船毎にクオータ制を導入している。操業期間・日数・

時間等に関する規制・制限は特に設けられていない。企業漁業の操業禁止区域の違反監視

は漁業監視船 1 隻で行っているが、不十分であり距岸 6 マイル以内の零細漁業専用区域

での操業や漁具の破損等、零細漁業者とのトラブルが絶えない。  

 

5 - 4 - 4  資源の保全（出口） 

漁船毎の漁獲量データは収集しているが漁獲サイズ（体長、個体重量）等のデータ収集

は行っていない。国や地域ではなく個別漁業者に対しクオータ制による漁獲量制限はあ

                                                  
48 2018 年 6 月 5 日に開催された農畜水産省大臣主催の漁業フォーラムで、企業漁船のみならず、零細漁船

にも VMS 装備の義務づけがなされるとされたが、詳細は不明である。  
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るが、零細漁業の場合のクオータ量は実際の漁獲量よりかなり多めに設定されており、資

源保全目的というより登録とライセンス料徴収のためという性格が強い。ガボン国境近

くは海洋公園として設定され全面禁漁区とされており、漁業が禁止されている。漁獲制限

はほとんど行われていないので、監視体制も整備されていない。漁民への普及・啓蒙活動

及び協議会等の活動はほとんどされていない。  

 

5 - 4 - 5  経営構造の改善  

本カテゴリーの 10 項目全てがまだ手つかずの状態にある。操業コスト減、漁協の活動

支援、マイクロファイナンス制度、鮮度保持・加工付加価値・多角化等の活動やガイドラ

インも作成されていない。行政の管理能力の向上が求められる。  

 

5 - 4 - 6  処理・加工・流通の改善  

本カテゴリーは船上と水揚げ後に分けて活動事例の項目を設定している。底魚を漁獲

対象とする漁船（ピローグ）は 3-4 日間操業するため中古の家庭用冷蔵庫等を保冷庫の代

用として利用している。船上での衛生基準は企業漁業漁船については政令による規定が

あるが、零細漁業には特に設けられておらず、企業漁業に準じることとなっている。しか

し、企業漁業漁船の船上での水産物の取扱いは劣悪で、水揚げ時に既に著しい品質劣化を

起こしている。本カテゴリーでも規則や基準はあるものの実態が伴わないのが問題とな

っている。  

一方、陸上での魚類の取扱に関する衛生基準・品質規格は設けられていない上、加工、

流通､水揚場等の改善に対する活動も行われていない。魚専用市場は存在しないが、公設

市場内に水産物販売店を包括する形態となっている。それらの市場の衛生環境の悪さは

問題となっており、「コ」国はブラザビル及びポワント・ノワール市内の大規模公設市場

の建替え工事に取りかかっている。  

 

5 - 4 - 7  人的・組織的体制の重点化  

持続的な漁業管理を実施するには人的・組織的体制を形成することが重要である。ドナ

ーや援助機関等から得た技術や知識を漁業者に伝えるには、水産に関する知識を有する

普及員の存在が欠かせないが、現時点では普及員もそれを育成する制度も存在しない。漁

業養殖省本部は首都ブラザビルにあり、海面漁業を統括するポワント・ノワール地方支局

や他の支局との連絡は比較的良く行われている。違反操業の取締りに警察との共同活動

は持たれているが、漁業者や NGO 等との交流はほとんどない。漁業養殖省及び地方出先

機関に、水産普及員がいないのが漁業者とのコミュニケーションが乏しい大きな要因の

一つである。また、「コ」国には水産関連の教育機関及び研修施設がなく、教育研修制度

も未整備で、自国での漁業者・加工業者への研修は行われていない。現在の主な水産関連

の研修は漁業養殖省職員に対する JICA の本邦集団研修及び第三国研修が主な研修実施

機会となっている。  
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5 - 4 - 8  資源及び社会経済状況の分析や評価能力強化  

「コ」国における水産資源に関する研究・評価はそれを実施する機関も活動もない。水産

物の供給不足が懸念され、輸入に大きく依存しており、自給率の低さが問題とされている

状況の中で今後漁業生産を増やす取り組みも必要とされているが、科学的な見地からの

資源量の推定、MSY（Maximum Sustainable Yield 最大持続生産量）の設定に必要な研

究も基礎的なデータ（年齢、サイズ、性別）の収集も行われていない。国際機関や他ドナ

ーからもこの科学的分野への協力は得られていない。本カテゴリーで唯一実績が確認さ

れたのが、「国内研究者・研究機関による社会経済学の研究活動」であるが、これは特に

水産分野のみを対象としたものではない。水産分野の高等教育機関及び水産に関する研

究所もない。  

 

5 - 5  FishMAT 分析結果  

 PECHVAL プロジェクト実施前の「コ」国政府の漁業管理の状況を FishMAT にて分析

した結果を次表に示す。  

表  5-10: 「コ」国漁業管理の FishMAT 分析結果 

漁業管理カテゴリー カテゴリー

別点数 

カテゴリー別

点数比率 

モニタリ

ング点数

規制点数 監視点数 管理活動

点数 

現状を把握するための関

連基礎情報 

8／15 53% 8／15    

生態系の維持・修復 13 ／ 15 87%  5／5 5／5 3／5 

資源保全 (入口) 21 ／ 25 84%  12／15 9／10  

資源保全 (出口) 8／18 44% 2／4 3／6 3／6 0 ／ 2 

経営構造の改善 0 ／ 15 0%    0 ／ 15 

処理・港・流通の改善 3／15 20%  1／2 1／2 1／11 

人的・組織的体制の重点

化 

4／15 27% 2／8   2／7 

資源及び社会経済状況の

分析や評価能力強化 

2／14 14% 2／12   0 ／ 2 

点数計 56 ／ 132 42% 14 ／ 39 21 ／ 28 18 ／ 23 6 ／ 42 

MCSAコード別点数比率  36% 75% 78% 14% 

 

 漁業管理 8 カテゴリー中の、「資源の保全（出口）」、「経営構造の改善」、「処理・加工・

流通の改善」、「人的・組織的体制の重点化」及び「資源及び社会経済状況の分析や評価能

力強化」の 5 カテゴリーで 50%以下となっており、「コ」国政府の今後の漁業管理活動強

化や「コ」国政府の活動に対する支援を行うべき分野が多いことがわかる。とりわけ、「経

営構造の改善」については 0 点と政府のこの分野における管理活動は行われておらず、

欠落している。また「資源及び社会経済状況の分析や評価能力強化」は 14%ときわめて

低い水準となっており、この分野での A:管理活動は 0 点となっている。「処理・加工・流

通の改善」も 20%と低い水準であり、この分野での A:管理活動は 11 点中 1 点しか得点

されていない。「人的・組織的体制の重点化」についても 27%と低く、この分野での M:モ

ニタリングと A:管理活動も遅れている。資源の保全（出口）については分野全体では 44%

となっているが、漁獲規制活動に対する漁業者への普及・啓蒙活動や漁業者組織に対する

行政からの働きかけが欠けている等、この分野の A:管理活動は 0 点となっている。  
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また、MCSA コードでは M（モニタリング）が 36%及び A（管理活動）の実施が 14%

とかなり低い水準にあり、漁業活動を維持するための活動が低調であることが示されて

いる。特に人造り・組織体制の整備分野及び現状分析・評価能力の強化に注力されていな

いことが分かる。全体としては、今後の漁業管理分野での開発課題が多い。  

 

5 - 5 - 1  PECHVAL パイロットプロジェクト活動のインパクト 

「コ」国政府の漁業管理活動に加え、PECHVAL プロジェクトのパイロットプロジェク

ト活動を考慮に入れて FishMAT 分析を行った結果、特に「コ」国政府の漁業管理活動で

は低い水準に合った「経営構造の改善」及び「処理・加工・流通の改善」の 2 つのカテゴ

リーでポイントを大きく引き上げており、PECHVAL プロジェクトはタイムリーかつ適

切な分野で協力を実施したことが示された。全カテゴリーの合計でも PECHVAL の活動

の有無で 42%から 54%へと上昇が見られた。  

 

表  5-11: PECHVAL のパイロットプロジェクトを含む FishMAT 分析結果  
漁業管理カテゴリー カテゴリー

別点数 

カテゴリー別

点数比率 

モニタリ

ング点数

規制点数 監視点数 管理活動

点数 

現状を把握するための

関連基礎情報 

8／15 53% 8／15    

生態系の維持・修復 13 ／ 15 87%  5／5 5／5 3／5 

資源保全 (入口) 21 ／ 25 84%  12／15 9／10  

資源保全 (出口) 8／18 44% 2／4 3／6 3／6 0 ／ 2 

経営構造の改善 5／15 33%    5／15 

処理・港・流通の改善 10／15 67%  1／2 1／2 8／11 

人的・組織的体制の重

点化 

4／15 27% 2／8   2／7 

資源及び社会経済状況

の分析や評価能力強化 

2／14 14% 2／12   0 ／ 2 

点数計 71 ／ 132 54% 14 ／ 39 21 ／ 28 18 ／ 23 18 ／ 42 

MCSAコード別点数比率  36% 75% 78% 43% 

 
図  5-1: FishMAT 分析結果  

（「コ」国政府および PECHVAL プロジェクト）  
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MCSA コードでは「コ」国政府の漁業管理活動で水準が低かった A：管理活動で

PECHVAL プロジェクトにより 14%から 43％へと引き上げられたが、さらなる強化が必

要である。また同じく低かった M：モニタリングは PECHVAL プロジェクトでは支援は

されておらず、今後別途に支援を強化する必要がある。  

 
図  5-2: FishMAT（MCSA）分析結果  

（「コ」国政府および PECHVAL プロジェクト）  

 

5 - 5 - 2  FishMAT 分析結果の他国との比較  

FishMAT はまだ開発後日が浅いため、分析例が多くはないが、MF21 がこれまでに実

施した FishMAT 調査の中からアフリカのタンザニア（内水面漁業）とセネガル（海面零

細漁業）の結果と今回コンゴ共和国で実施した海面零細漁業の結果を比較してみた。  

 

図  5-3: FishMAT 分析結果の各国比較  

 

上記 3 ヶ国の中でセネガルが比較的バランスの良いチャートの形を示しているのに対

し、「コ」国は「現状を把握するための関連基礎情報」「人的・組織的体制の重点化」及び
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「資源及び社会経済状況の分析や評価能力強化」が極端に低い水準にあり、チャートの形

がゆがんでいる。また、前記三項目に加え、「資源及社会経済状況の分析や評価能力強化」

及び「資源の保全（出口）」は三カ国の中で最低水準となっている。さらに「経営構造の

改善」と「処理・加工・流通の改善」については、PECHVAL のパイロットプロジェクト

活動がなければ、三カ国中最低水準であった。これらのそれぞれの分野での「コ」国政府

の漁業管理制度・活動の強化が急務であり、支援強化が必要とされている。  

 
図  5-4: FishMAT 分析結果（MCSA コード）の各国比較  

 

MCSA コードの M:モニタリングは他の二国と比べかなり低く、また A:管理活動も

PECHVAL のパイロットプロジェクトによる「経営構造の改善」と「処理・加工・流通の

改善」分野への支援がなければ他の二国に劣っており、漁業関連基礎情報の不足や海洋を

含めた水産分野の科学的な研究・調査が国内研究者によって全くなされていない現状が

示された。「コ」国の海岸線延長が 170km に過ぎず、海面漁業の基地がポワント・ノワー

ルに集中していることもあり、MCSA コードの C:規制と S:監視については比較的高い数

値を示しているが、A:管理活動については大幅に遅れている。これら規制と監視の対象は

もっぱら企業漁業であり、その実効性を高めるためには A:管理活動の強化が必要である。

零細漁業については統計収集を含め、まだその諸に就いたばかりであり、M:モニタリン

グ、C:規制、S:監視及び A:管理活動の MCSA コードのすべてに渡っての活動強化が必要

とされている。  
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第6章   ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーン改善計画 

6 - 1  改善計画の戦略  

6 - 1 - 1  バリューチェーン改善計画の要素  

本プロジェクトは、「コ」国政府の「持続可能な漁業開発計画 2011-2020」および大統

領の「漁業養殖業政策方針」で示された「コ」国の食料安全保障、経済成長及び貧困削

減への貢献をするためのポワント・ノワール市の零細漁業水産物バリューチェーン改善

のための基本計画及びアクションプランを策定することを目的としている。  

 

開発途上国の水産物バリューチェーン発展の阻害要因は一般に下記があげられる。  

1. 貧困なインフラと高い輸送コストにより、移動コストが高い  

2. 貧弱な情報流通により、販売者と購買者の情報格差  

3. 低い人的資源ストック  

4. 投資の欠如  

5. 弱体な法規制機関  

6. 高い原材料費、投入費  

 

 水産業のバリューチェーン改善計画は、一般に次の 7 つの分野を包含すべきとされ

ている49。  

１．  水産資源の持続的管理のための計画、法律及び規則類の整備  

２．  生産量の拡大及び生産の規則性、安定性の改善  

３．  生産物の品質及び安全性の向上  

４．  バリューチェーン関係者間の協調メカニズムの整備  

５．  消費者に届くまでの時間短縮  

６．  移転コストの最小化  

７．  マーケットの発展及び技術に追いつき、習得するためのバリューチェーン関係

者の能力強化  

 

また、零細漁業関係者の貧困削減を図るためには、次の 6 項目がバリューチェーン改

善計画の決定要素50とされており、改善計画の詳細計画策定にはこれらの要素を組入れる

必要がある。   

 

１．  労働集約性  

零細漁業の大きな特色の一つは労働集約性であり、計画立案にあたっては、資本集

約的な要素でなく、労働集約性の利点を活かした計画案が望まれる。各戸で行われ

ている加工生産を集約することにより、生産効率の向上、資金力強化、投資の効率

                                                  
49 Value Chain Approaches in Fisheries Planning, Aaron Parke, CRFM, Sep 2014 
50 Nicholas Ross et al. The Value Chain Approach to rural agriculture development. 

Understanding the principal determinants of pro-poor outcomes, Hertie School of Governace, 
2013 
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向上、経営技術向上につながる。  

２．特殊性  

零細漁業生産物を企業漁業生産物や輸入冷凍魚との差異を付けることにより、最終

製品の価値と競争力を高めることができ、結果として収益性の向上と安定した経営

につながる。  

3．強靱性（脆弱性の克服）  

零細漁業の持つ弱みを克服し、強みに転換できるような計画案が望まれる。ネガテ

ィブ要因が発生した場合、これを克服し、改善できる能力が必要である。このため

には人的能力、財政的能力が必要であり、行政や漁業組合の支援も重要である。  

４．腐敗性（Perishability）  

水産物は他の産品に比べ腐敗（鮮度・品質の低下）しやすく、これが価値毀損の要因

となり、生産者（バリューチェーンの上流に位置するもの）のバーゲニング・パワー

に負の影響を与える。水産物の鮮度・品質の低下は水産物自身あるいは細菌の持つ酵

素の働きによるところが大きく、酵素作用の要因である温度及び経過時間と強く相

関しており、それらのいずれかを低下・短縮することにより価値毀損の度合いを大き

く軽減できることから、生産者のバーゲニング・パワーを高めるには、  

1）低い温度で保蔵し、鮮度劣化速度を遅くする。  

2）保蔵時間を短縮し、流通速度を速める。  

3）加工し、品質を変えることにより､腐敗性を低める。  

などにより腐敗性を低めることが最も重要である。  

５．収入平滑化（Income smoothing）  

水揚げ量は季節及び日々の変動が大きく、盛漁期（豊漁時）と閑漁期（貧漁時）では

生産量と販売単価が大きく異なり、売上収入も大きく変動する。これらの漁獲量の変

動は漁業の持っている避けられない性質であるが、漁獲量の変動を直接的に収入の変

動にするのでなく、漁獲の少ないときにおける代替収入手段（漁獲対象魚種の変更、

原料購入先の変更等）を確保し、平滑化した収入により、安定した経営とすることが

求められる。  

６．バリューチェーン関係者間の連携を高める（Governance of linkage）  

消費者、市場販売者、漁民等のバリューチェーン関係者間の垂直的連携は安定的で強

いマーケットへのアクセスをもたらし、生産決定への一助となる。零細漁民同士や市

場販売人同士等の水平的連携は購買者への移転コストの削減や購買力の強化をもた

らし、ひいては生産者の市場支配力を強めることができる。  

 

6 - 1 - 2  ポワント・ノワール零細漁業の内・外部環境  

6 - 1 - 2 - 1 .  ポワント・ノワール零細漁業の内部環境  

ポワント・ノワール零細漁業の内部環境の強みと弱みは次のようなものがあげられる。 
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表  6-1: ポワント・ノワール零細漁業の内部環境の強みと弱み  
 強み  弱み  
人的  
環境  

・漁民は地理的にポワント・ノワ

ールを中心に集積  
・コンゴ人コミュニティと外国人コミュニティと

の融和協調が希薄  
・漁船に安定性や安全性が不足しているにも拘ら

ず海難に対する準備や救難体制が整備されていな

い。  
・資源管理実施体制が未整備  
・環境保全監視体制が未整備  

財務的  
環境  

 ・資本力が弱く、投資できる余力がない。特に加工

業者、小売業者の財務基盤は脆弱  
物的  
環境  

・燻製加工場と水揚げ場が近い

・燻製加工場は地理的に集積し

ている。  

・漁業基盤施設だけでなく、電気水道等の基本社

会基盤も欠如しており、魚の清浄な洗浄水も得ら

れない。  
・輸送インフラが不備で輸送が非効率かつコスト

が高い。  
・塩干加工場と水揚場が遠い。  
・燃料及び氷の販売所が遠い。  
・水揚げ浜、加工場にゴミ、残滓が散在し、衛生環

境が劣悪  
技術的  
環境  

 ・漁船能力の不足  
・鮮度保持に関わる知識が不足し、収穫後損失に

対する方策がとられていない。  
・漁業技術の遅れ  
・加工技術が低く、生産力が低い。  
・船外機整備能力が低い。  
・資源情報が不足し、統計が不備である  
・零細漁業技術普及体制がない。  

文化的  
環境  

 ・鮮度、食品汚染に対する知識が不足  
・衛生意識が低く、市場や販売環境が劣悪  

生産  ・豊漁期の浮魚の漁獲過剰時に

出漁自主規制  
・浮魚漁業は漁獲量の季節変動が大きい。  
・底魚漁業は供給不足  
・操業時間、日数が長く、操業中の鮮度劣化が大き

い。  
・加工原魚が零細漁業から安定的に供給されず、

企業漁業からの供給に頼ることが多い。  
・燻煙等、加工場の労働環境が劣悪。  

製品・  
サービス  

 ・保冷手段を持たず、気温の高い時期の鮮度劣化

速度が早い。  
・中、長距離の輸送サービスが脆弱  
・漁具価格が高く、入手に困難  

価格  ・肉類等に比べて水産物価格は

安い。  
・大量漁獲されるサルディネラ

の価格が特に低い。  

・底魚の浜値の乱高下が激しい。  
・浮魚豊漁期には漁獲コスト割れの低価格になる

ことがある。  

販路   ・鮮魚の販路がポワント・ノワール市内に留まっ

ている。  
・浮魚が一時的に過剰漁獲されるとマーケットが

値崩れするため操業規制をしている。  
・加工魚の遠隔地の販売は代金決済が遅れ、原魚

購入資金が不足する。  
販売  
促進  

・底魚は鮮魚需要が高い  ・輸送インフラが不備で鮮魚販売可能地域が限定

されている。  



 

6-4 

 強み  弱み  
組織  ・AICP は漁業関係者を網羅し

て組織  
・漁業コミュニティの結束が固

い  

・AICP の下部組織である職制組織の活動が不十

分  
 

 

6 - 1 - 2 - 2 .  ポワント・ノワール零細漁業の外部環境  

ポワント・ノワール零細漁業の外部環境の機会と脅威は次のようなものがあげられる。 

 

表  6-2: ポワント・ノワール零細漁業の外部環境  
 機会  脅威  
外国   ・水産物国内消費量の 4 割が輸入  

・マーケットは輸入魚が支配  
・企業漁業は外国企業が多数  
・零細漁民は外国人が多数  

規制  ・漁船登録を実施  
・漁獲量クオータ制の実施  

・公的機関による市場や販売食料品の衛生管理

と規制が有効に行われていない。  
・企業漁業船が零細漁業域に不法侵入  
・水産資源の持続的管理のための統計整備、モニ

タリング、規制が有効に行われていない。  
・原油掘削基地周辺の操業規制  

技術   ・船外機整備能力の不足  
人口  ・人口成長率が約 3%と高い。

・都市化と人口増により、水産

物需要が高まっている。  

 
 

環境   ・内陸部からのゴミが浜に集まる。  
・原油漏れによる海岸汚染  
・鮮度劣化した漁獲物が販売され、汚染された食

品による食中毒の危険性  
経済  ・地域の雇用に寄与している。

・「コ」国の一人当たり GDP は

大きく成長している。  

・漁業者、関連業者に対するファイナンスが脆弱

競合   ・零細漁業供給は輸入、内水面漁業、企業漁業に

比べて小規模  
・輸入冷凍アジがマーケットを支配している。  
・豊漁期の企業漁業からの浮魚大量供給による

価格低下  
代替品  ・家計の水産物購入量は肉類の

3 倍以上  
・水産物は肉類に比べて安価  

 
 

売り手  ・水産物価格はほかの食品に比

べて安定している。  
・企業漁業との競合  

買い手  ・ポワント・ノワールでは海産

魚が好まれる。  
・ブラザビルでは淡水魚が好まれる。  
・輸送コストが高い  

 

ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーン改善計画についてバリューチェ

ーンの弱み、強み、機会及び脅威から、弱みを分析し、改善する取り組み、チャンスを活

かし、弱みを克服する取り組み、強みで脅威を克服する取り組み及び強みとチャンスを活

かしていく取り組みについてそれぞれ表にまとめた。
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水
産

物
国

内
消

費
量

の
4
割

が
輸

入

輸
入

冷
凍

ア
ジ

が
マ

ー
ケ

ッ
ト

を
支

配
し

て
い

る
。

マ
ー

ケ
ッ

ト
は

輸
入

魚
が

支
配

零
細

漁
業

供
給

は
輸

入
、

内
水

面
漁

業
、

企
業

漁
業

に
比

べ
て

小
規

模

鮮
度

劣
化

し
た

漁
獲

物
が

販
売

さ
れ

、
汚

染
さ

れ
た

食
品

に
よ

る
食

中
毒

の
危

険
性

公
的

機
関

に
よ

る
市

場
や

販
売

食
品

の
衛

生
管

理
と

規
制

が
有

効
に

行
わ

れ
て

い
な

い
。

水
産

資
源

の
持

続
的

管
理

の
た

め
の

統
計

整
備

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
、

規
制

が
有

効
に

行
わ

れ
て

い
な

い
。

企
業

漁
業

船
が

零
細

漁
業

域
に

不
法

侵
入

原
油

掘
削

基
地

周
辺

の
操

業
規

制
船

外
機

整
備

能
力

の
不

足

原
油

漏
れ

、
内

陸
部

か
ら

の
ゴ

ミ
漂

着
に

よ
る

海
岸

汚
染

ブ
ラ

ザ
ビ

ル
で

は
淡

水
魚

が
好

ま
れ

る
。

輸
送

コ
ス

ト
が

高
い

。

浮
魚

漁
業

は
漁

獲
量

の
季

節
変

動
が

大
き

い
。

底
魚

漁
業

は
供

給
不

足

加
工

原
魚

が
零

細
漁

業
か

ら
安

定
的

に
供

給
さ

れ
ず

、
企

業
漁

業
か

ら
の

供
給

に
頼

る
こ

と
が

多
い

。

浮
魚

が
一

時
的

に
過

剰
漁

獲
さ

れ
る

と
マ

ー
ケ

ッ
ト

が
値

崩
れ

す
る

た
め

操
業

規
制

を
し

て
い

る
。

漁
船

能
力

の
不

足

漁
業

技
術

の
遅

れ

資
本

力
が

弱
く
、

投
資

で
き

る
余

力
が

な
い

。
特

に
加

工
業

者
、

小
売

業
者

の
財

務
基

盤
は

脆
弱 漁

業
基

盤
施

設
だ

け
で

な
く
、

水
道

等
の

基
本

社
会

基
盤

も
欠

如
し

て
お

り
、

魚
の

清
浄

な
洗

浄
水

も
得

ら
れ

な
い

。

輸
送

イ
ン

フ
ラ

が
不

備
で

輸
送

が
非

効
率

か
つ

コ
ス

ト
が

高
い

。

塩
干

加
工

場
と

水
揚

場
が

遠
い

。

燃
料

及
び

氷
の

販
売

所
が

遠
い

。

底
魚

の
浜

値
の

乱
高

下
が

激
し

い
。

加
工

技
術

が
低

く
、

燻
煙

等
で

労
働

環
境

が
悪

化
し

、
生

産
力

も
低

い
。

鮮
度

保
持

に
関

わ
る

知
識

が
不

足
し

、
収

穫
後

損
失

に
対

す
る

方
策

が
と

ら
れ

て
い

な
い

。

保
冷

手
段

を
持

た
ず

、
気

温
の

高
い

時
期

の
鮮

度
劣

化
速

度
が

早
い

。

鮮
度

、
食

品
汚

染
に

対
す

る
知

識
が

不
足

衛
生

意
識

が
低

く
、

水
揚

浜
や

市
場

に
ゴ

ミ
や

残
滓

が
散

在
し

、
衛

生
環

境
が

劣
悪

鮮
魚

の
販

路
が

ポ
ワ

ン
ト

ノ
ワ

ー
ル

市
内

に
留

ま
っ

て
い

る
。

加
工

魚
の

遠
隔

地
の

販
売

は
代

金
決

済
が

遅
れ

、
原

魚
購

入
資

金
が

不
足

す
る

。

A
IC

P
の

下
部

組
織

で
あ

る
職

制
組

織
の

活
動

が
不

十
分

漁
船

に
安

定
性

や
安

全
性

が
不

足
し

て
い

る
に

も
拘

ら
ず

海
難

に
対

す
る

準
備

や
救

難
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

な
い

。

コ
ン

ゴ
人

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
外

国
人

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
の

融
和

協
調

が
希

薄

弱
み

脅
威

弱
み

を
分

析
し

改
善

す
る

今
後

の
取

り
組

み

・鮮
度

劣
化

の
た

め
の

氷
の

普
及

・鮮
度

劣
化

と
漁

獲
物

汚
染

を
防

ぐ
た

め
の

保
冷

箱
の

普
及

・
漁

業
資

源
管

理
の

監
視

及
び

取
り

締
ま

り
能

力
の

向
上

・
漁

業
技

術
普

及
員

の
配

置
と

能
力

開
発

・
漁

船
救

難
体

制
の

確
立

・
漁

船
安

全
装

備
の

点
検

体
制

の
強

化

・
船

外
機

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

の
設

置

・
漁

民
及

び
漁

業
関

係
者

組
織

化
と

活
動

強
化

・
加

工
人

、
市

場
販

売
人

協
同

組
合

の
設

立
認

可
支

援

・
ゴ

ミ
箱

設
置

、
収

集
体

制
の

整
備

・
海

浜
清

掃
の

定
期

的
実

施

・
海

面
油

回
収

船
の

配
置

水
揚

げ
浜

ま
で

の
道

路
整

備

・
市

場
の

改
良

鮮
魚

販
売

台
の

普
及

・
市

場
の

水
道

、
排

水
設

備
整

備

・
市

場
の

ゴ
ミ

収
集

改
善

・
水

産
業

界
へ

の
燃

油
税

軽
減

・
零

細
漁

業
セ

ン
タ

ー
へ

の
燃

油
販

売

所
設

置

・
漁

船
建

造
融

資
制

度
創

設

・
船

外
機

購
買

融
資

制
度

創
設

加
工

業
者

、
小

売
業

者
に

対
す

る
マ

イ
ク

ロ
・
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
制

度
強

化

・
水

産
物

検
査

体
制

と
取

り
締

ま
り

の
強

化

・
市

場
の

水
道

、
排

水
設

備
及

び
ゴ

ミ
収

集
所

の
整

備

・
水

産
物

の
鮮

度
保

持
、

食
品

安
全

に
つ

い
て

の
啓

蒙
強

化

・
改

良
燻

製
窯

の
普

及

・
加

工
人

の
技

術
研

修

・
漁

獲
物

取
扱

の
改

善
に

よ
る

原
魚

鮮
度

劣
化

防
止

・
食

品
安

全
検

査
体

制
の

確
立

と
職

員
の

能
力

開
発

・
市

場
の

衛
生

検
査

体
制

の
確

立
と

職
員

の
能

力
開

発

・
市

場
の

ゴ
ミ

収
集

体
制

の
強

化

・
漁

業
統

計
員

の
育

成
と

能
力

強
化

・
漁

業
統

計
集

計
方

法
の

改
善

漁
獲

後
の

流
通

を
効

率
化

し
、

国
内

流
通

量
の

増
加

漁
獲

後
ロ

ス
の

削
減

・
加

工
技

術
の

改
善

・
燻

製
窯

の
増

設

・
輸

送
イ

ン
フ

ラ
の

整
備

強
化

漁
業

基
盤

施
設

（
水

揚
場

、
加

工
場

等
）
の

整
備

漁
船

能
力

の
向

上
、

漁
業

技
術

の
向

上

操
業

日
数

の
短

縮

化
に

よ
る

帰
漁

隻

数
の

平
準

化

市
場

の
水

道
整

備

加
工

場
へ

の
洗

浄
水

供
給

漁
業

資
源

管
理

体
制

の
強

化

漁
業

取
締

体
制

強
化

操
業

規
制

区
域

外
へ

の
人

工
魚

礁
設

置
等

の
補

償
対

策
実

施

・
船

外
機

整
備

技
術

者
の

育
成

・
船

外
機

の
点

検
整

備
シ

ス
テ

ム
の

改
善

企
業

漁
業

漁
獲

物
の

販
売

地
域

規
制

水
揚

浜
の

一
次

処
理

場
整

備

漁
船

の
改

良
・

建
造

援
助

A
IC
P
強

化

広
域

流
通

網

の
整

備

零
細

漁
業

向
け

製
氷

施
設

の
整

備

P
N
R
‐B
ZV

間
の

鮮
魚

輸
送

体
制

の
整

備

加
工

能
力

増
強

の
た

め
の

小
規

模
融

資
制

度

創
設
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量
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割
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マ
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ケ
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を
支

配
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て
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る
。

マ
ー

ケ
ッ

ト
は

輸
入

魚
が

支
配

零
細

漁
業

供
給

は
輸

入
、

内
水

面
漁

業
、

企
業

漁
業

に
比

べ
て

小
規

模

ブ
ラ

ザ
ビ

ル
で

は
淡

水
魚

が
好

ま
れ

る
。

輸
送

コ
ス

ト
が

高
い

。

鮮
度

劣
化

し
た

漁
獲

物
が

販
売

さ
れ

、
汚

染
さ

れ
た

食
品

に
よ

る
食

中
毒

の
危

険
性

公
的

機
関

に
よ

る
市

場
や

販
売

食
品

の
衛

生
管

理
と

規
制

が
有

効
に

行
わ

れ
て

い
な

い
。

水
産

資
源

の
持

続
的

管
理

の
た

め
の

統
計

整
備

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
、

規
制

が
有

効
に

行
わ

れ
て

い
な

い
。

企
業

漁
業

船
が

零
細

漁
業

域
に

不
法

侵
入

原
油

掘
削

基
地

周
辺

の
操

業
規

制
船

外
機

整
備

能
力

の
不

足
内

陸
部

か
ら

の
ゴ

ミ
漂

着
原

油
漏

れ
に

よ
る

海
岸

汚
染

底
魚

は
鮮

魚
需

要
が

高
い

燻
製

加
工

場
と

水
揚

げ
場

が
近

い

大
量

漁
獲

さ
れ

る
サ

ル
デ

ィ
ネ

ラ
の

価
格

が
低

い
。

肉
類

等
に

比
べ

て
水

産
物

価
格

は
安

い
。

漁
民

は
地

理
的

に
ポ

ワ
ン

ト
ノ

ワ
ー

ル
を

中
心

に
集

積

燻
製

加
工

場
は

地
理

的
に

集
積

し
て

い
る

。

A
IC

P
は

漁
業

関
係

者
を

網
羅

し
て

組
織

強
み

強
み

で
脅

威
を

克
服

す
る

取
り

組
み

脅
威

組
合

主
導

に
よ

る
共

同
出

荷
で

ブ
ラ

ザ
ビ

ル
へ

の
鮮

魚

流
通

増
強

。

行
政

機
関

と
A
IC
P
と

協
同

し
、

海
浜

・
漁

場
環

境
改

善
を

は
か

る
。

A
IC
P
と

漁
業

養
殖

省
で

沿
岸

漁

業
資

源
の
C
o
‐m

an
ag
em

e
n
tを

実
施

す
る

。

流
通

網
を

整
備

し
、

サ
ル

デ
ィ

ネ
ラ

の
内

陸
部

流
通

を
増

強
す

る
。

組
織

化
、

共
同

化
に

よ
り

、
加

工
場

設
備

を
近

代
化

し
、

製
品

の

品
質

を
高

め
、

生
産

力
を

増
強

す
る

。

鮮
度

の
良

い
加

工
原

魚
を

確
保

し
、

良
質

な
製

品
を

生
産

し
、

流
通

域
の

拡
大

を
図

・
A
IC
P
/D
P
A
/石

油
掘

削
会

社
の

共
同

監
視

を
実

施
し

、
操

業
取

り

締
ま

り
を

強
化

す
る

。

・
操

業
海

域
規

制
に

見
合

っ
た

資

源
回

復
手

段
（
人

工
魚

礁
等

）
を

実

施
す

る
。

底
魚

資
源

調
査

を
実

施
し

、
魚

種
ご

と
の

資
源

管
理

計
画

を
立

て
る

。

販
売

鮮
魚

に
対

す
る

食

品
検

査
体

制
と

取
り

締
ま

り
の

強
化

鮮
度

の
高

い
鮮

魚
を

共
同

出
荷

し
、

ブ
ラ

ン
ド

力
を

つ

け
、

高
付

加
価

値
を

つ
け

る
。

市
場

の
鮮

魚
売

り
場

改
善

整
備

に

よ
り

、
ポ

ワ
ン

ト
ノ

ワ
ー

ル
市

の
鮮

魚

流
通

促
進

燻
製

加
工

能
力

を
強

化
し

、
加

工
品

流
通

量
を

増
強

加
工

女
性

に
対

す
る

燻
製

加
工

指
導

強
化

と
不

良
品

の
販

売
禁

止

水
揚

げ
統

計
の

精
度

を
高

め
、

有
効

な
資

源
管

理
計

画
を

策
定

船
外

機
整

備
能

力
を

強

化
し

、
漁

船
の

安
定

操
業

を
確

保
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人
口

成
長

率
が

約
3
%
と

高
い

。
都

市
化

と
人

口
増

に
よ

り
、

水
産

物
需

要
が

高
ま

っ
て

い
る

。
地

域
の

雇
用

に
寄

与
し

て
い

る
。

「
コ

」国
の

一
人

当
た

り
G

D
P

は
大

き
く

成
長

し
て

い
る

。
家

計
の

水
産

物
購

入
量

は
肉

類
の

3
倍

以
上

水
産

物
は

肉
類

に
比

べ
て

安
価

水
産

物
価

格
は

ほ
か

の
食

品
に

比
べ

て
安

定
し

て
い

る
。

ポ
ワ

ン
ト

ノ
ワ

ー
ル

で
は

海
産

魚
が

好
ま

れ
る

。

浮
魚

漁
業

は
漁

獲
量

の
季

節
変

動
が

大
き

い
。

底
魚

漁
業

は
供

給
不

足

加
工

原
魚

が
零

細
漁

業
か

ら
安

定
的

に
供

給
さ

れ
ず

、
企

業
漁

業
か

ら
の

供
給

に
頼

る
こ

と
が

多
い

。

浮
魚

が
一

時
的

に
過

剰
漁

獲
さ

れ
る

と
マ

ー
ケ

ッ
ト

が
値

崩
れ

す
る

た
め

操
業

規
制

を
し

て
い

る
。

・
漁

船
能

力
の

不
足

漁
業

技
術

の
遅

れ

資
本

力
が

弱
く

、
投

資
で

き
る

余
力

が
な

い
。

特
に

加
工

業
者

、
小

売
業

者
の

財
務

基
盤

は
脆

弱

漁
業

基
盤

の
み

で
な

く
、

水
道

・
電

気
等

の
基

本
イ

ン
フ

ラ
ス

ト
ラ

ク
チ

ュ
ア

が
欠

如

輸
送

イ
ン

フ
ラ

が
不

備
で

輸
送

が
非

効
率

か
つ

コ
ス

ト
が

高
い

。

塩
干

加
工

場
と

水
揚

場
が

遠
い

。

燃
料

及
び

氷
の

販
売

所
が

遠
い

。

底
魚

の
浜

値
の

乱
高

下
が

激
し

い
。

加
工

技
術

が
低

く
、

燻
煙

等
で

労
働

環
境

が
悪

化
し

、
生

産
力

も
低

い
。

鮮
度

保
持

に
関

わ
る

知
識

が
不

足
し

、
収

穫
後

損
失

に
対

す
る

方
策

が
と

ら
れ

て
い

な
い

。

保
冷

手
段

を
持

た
ず

、
気

温
の

高
い

時
期

の
鮮

度
劣

化
速

度
が

早
い

。

鮮
度

、
食

品
汚

染
に

対
す

る
知

識
が

不
足

衛
生

意
識

が
低

く
、

水
揚

浜
や

市
場

に
ゴ

ミ
や

残
滓

が
散

在
し

、
衛

生
環

境
が

劣
悪

鮮
魚

の
販

路
が

ポ
ワ

ン
ト

ノ
ワ

ー
ル

市
内

に
留

ま
っ

て
い

る
。

加
工

魚
の

遠
隔

地
の

販
売

は
代

金
決

済
が

遅
れ

、
原

魚
購

入
資

金
が

不
足

す
る

。

A
IC

P
の

下
部

組
織

で
あ

る
職

業
別

組
織

の
活

動
が

不
十

分

漁
船

に
安

定
性

や
安

全
性

が
不

足
し

て
い

る
に

も
拘

ら
ず

海
難

に
対

す
る

準
備

や
救

難
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

な
い

。

コ
ン

ゴ
人

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
外

国
人

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
の

融
和

協
調

が
希

薄

機
会

弱
みチ

ャ
ン

ス
を

活
か

し
、

弱
み

を
克

服
し

て
い

く
取

り
組

み

・
加

工
生

産
力

を
増

強
し

、
浮

魚
漁

獲
量

の
季

節
変

動
を

吸
収

す
る

こ
と

に
よ

り
、

豊
漁

期
の

魚
価

低
迷

を
防

止
し

、
収

入
の

増
加

・

・
加

工
原

魚
の

入
手

か
ら

加
工

作
業

開
始

ま
で

の
鮮

度
劣

化
を

防
ぐ

こ
と

で
良

質

な
加

工
品

の
増

大

漁
業

振
興

策
の

実
施

を
通

し
て

協
同

組
合

組

織
の

強
化

・
漁

船
救

難
体

制
の

確
立

に
よ

る
人

的
・
物

的
損

失
の

減
少

・
漁

船
安

全
装

備
の

点
検

体
制

の
強

化
に

よ
る

事
故

件
数

の
減

少

・
船

外
機

の
点

検
整

備
の

改
善

に
よ

る
安

定
的

操
業

の
確

保

マ
イ

ク
ロ

・
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
制

度
で

加
工

業
者

、
小

売
業

者
の

資
本

を
確

保
し

、
操

業
回

数
、

取
扱

量
の

増
加

・
漁

船
融

資
シ

ス
テ

ム
に

よ
り

、
漁

船
能

力
向

上
を

行
い

、
漁

業
生

産
能

力
を

高
め

る

・
漁

獲
時

の
鮮

度
劣

化
を

防
ぎ

、
水

揚
げ

す
る

漁
獲

物
を

良
好

な
鮮

度
に

保
つ

こ
と

に
よ

り
、

流
通

可
能

時
間

の
拡

張

・
水

揚
浜

で
の

鮮
度

劣
化

と
漁

獲
物

汚
染

を
防

ぎ
、

腐
敗

防
止

す
る

こ
と

に
よ

り
末

端
流

通
量

の
増

大

・
漁

船
能

力
の

向
上

、
漁

業
技

術
の

向
上

に
よ

る
生

産
増

強

・
漁

業
技

術
普

及
員

に
よ

る
技

術
改

良
で

零
細

漁
業

生
産

力
の

拡
大

漁
業

基
盤

施
設

（
水

揚
場

、
加

工

場
等

）
の

整
備

に
よ

る
流

通
の

安

定
化

漁
業

統
計

の
精

度
を

高
め

る
こ

と
に

よ
り

、
漁

獲
制

限
を

す
る

魚
種

、
漁

獲

努
力

量
を

投
入

す
る

魚
種

等
、

持
続

的
漁

業
資

源
管

理
の

戦
略

を
樹

立

漁
獲

後
の

流
通

を
効

率
化

し
、

国
内

流
通

量
が

増
加

す

る
こ

と
に

よ
る

地
方

へ
の

タ
ン

パ
ク

食
料

の
供

給
増

大

水
揚

げ
地

近
辺

で
の

一
次

加
工

処
理

に
よ

り
、

鮮
度

劣
化

防
止

と
輸

送
の

合
理

化

漁
業

資
源

管
理

の
監

視
及

び
取

り
締

ま
り

能
力

の
向

上
に

よ
る

零
細

漁
船

の
操

業
安

全
確

保

食
品

安
全

検
査

体
制

の
確

立

に
よ

る
消

費
者

へ
の

安
全

な

食
品

の
供

給

・
市

場
の

衛
生

検
査

体
制

の
確

立
に

よ
る

市
場

で
の

食
品

汚
染

の
減

少 ・
市

場
の

ゴ
ミ

収
集

体
制

の
強

化
に

よ
る

衛
生

環
境

の
改

善

・
市

場
の

水
道

、
排

水
設

備
及

び
ゴ

ミ
収

集
所

の
整

備
に

よ
り

、
安

全
な

食
品

販
売

環
境

の
確

保

漁
獲

時
の

鮮
度

劣
化

を
防

ぎ
、

水
揚

げ

す
る

漁
獲

物
を

良
好

な
鮮

度
に

保
つ

こ
と

に
よ

り
、

流
通

可
能

時
間

の
拡

張

水
揚

浜
で

の
鮮

度
劣

化
と

漁
獲

物
汚

染
を

防
ぎ

、
腐

敗
防

止
す

る
こ

と
に

よ
り

消
費

者

へ
の

流
通

量
の

増
大

漁
業

者
、

仲
買

人
、

小
売

業
者

及
び

消
費

者
に

対
す

る
水

産

物
の

鮮
度

保
持

、
食

品
安

全
に

つ
い

て
の

啓
蒙

強
化

に
よ

り
、

零
細

漁
業

水
産

物
の

需
要

拡
大

漁
業

者
、

仲
買

人
、

小
売

業
者

及
び

消

費
者

に
対

す
る

水
産

物
の

鮮
度

保
持

、

食
品

安
全

に
つ

い
て

の
啓

蒙
強

化
に

よ
り

、

零
細

漁
業

水
産

物
の

需
要

拡
大

・
消

費
者

に
対

す
る

水
産

物
の

鮮
度

保
持

、
食

品
安

全
に

つ
い

て
の

啓
蒙

強
化

に
よ

り
、

零
細

漁
業

水
産

物
の

需
要

拡
大

・
販

売
さ

れ
る

水
産

物
の

食
品

と
し

て
の

安
全

性

を
確

保
す

る
た

め
の

検
査

体
制

と
取

り
締

ま
り

の

強
化

で
消

費
者

の
信

頼
を

獲
得

道
路

整
備

に
よ

る
流

通
業

者
の

水
産

物

地
方

流
通

へ
の

参
入

促
進

水
揚

げ
地

に
漁

業
用

燃
料

、
氷

販
売

所
、

船
外

機

修
理

施
設

等
を

設
置

し
、

漁
船

の
安

定
操

業
の

確

保

漁
業

技
術

普
及

員
に

よ
る

漁
業

技
術

改

良
普

及
活

動
と

漁
業

者
間

の
交

流
に

よ

り
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

間
の

融
和

協
調

推
進
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人
口

成
長

率
が

約
3
%
と

高
い

。

都
市

化
と

人
口

増
に

よ
り

、
水

産
物

需
要

が
高

ま
っ

て
い

る
。

地
域

の
雇

用
に

寄
与

し
て

い
る

。

「
コ

」
国

の
一

人
当

た
り

G
D

P
は

大
き

く
成

長
し

て
い

る
。

家
計

の
水

産
物

購
入

量
は

肉
類

の
3
倍

以
上

水
産

物
は

肉
類

に
比

べ
て

安
価

水
産

物
価

格
は

ほ
か

の
食

品
に

比
べ

て
安

定
し

て
い

る
。

ポ
ワ

ン
ト

ノ
ワ

ー
ル

で
は

海
産

魚
が

好
ま

れ
る

。

・
漁

民
は

地
理

的
に

ポ
ワ

ン
ト

ノ
ワ

ー
ル

を
中

心
に

集
積

・
燻

製
加

工
場

と
水

揚
げ

場
が

近
い

・
燻

製
加

工
場

は
地

理
的

に
集

積
し

て
い

る
。

・
肉

類
等

に
比

べ
て

水
産

物
価

格
は

安
い

。

・
大

量
漁

獲
さ

れ
る

サ
ル

デ
ィ

ネ
ラ

の
価

格
が

低
い

。

・
底

魚
は

鮮
魚

需
要

が
高

い

・
A

IC
P
は

漁
業

関
係

者
を

網
羅

し
て

組
織

強
み

機
会

強
み

と
チ

ャ
ン

ス
を

活
か

し
て

い
く
取

り
組

み

・
漁

業
普

及
員

に
よ

る
研

修
会

等
に

よ
り

、
漁

法
・
漁

業
技

術
の

改
善

を
行

う
。

・
漁

具
、

船
外

機
部

品
等

の
共

同
購

買
に

よ
り

、
漁

業
組

合
員

の
便

宜
を

は
か

る
。

組
織

化
、

共
同

化
に

よ
り

、
加

工
場

設
備

を
近

代
化

し
、

製
品

の
品

質
を

高
め

、
生

産
力

を
増

強
す

る
。

鮮
度

の
良

い
鮮

魚
を

供
給

し
、

流
通

地
域

の
拡

大
を

す
る

。

流
通

網
を

確
立

し
、

内
陸

部
へ

の
良

質
な

タ
ン

パ
ク

食
料

の
供

給
を

増
や

す
加

工
製

品
の

開
発

を
し

て
、

サ
ル

デ
ィ

ネ
ラ

豊
漁

期
の

漁
獲

物
を

最
大

限
利

用
す

る
。

漁
獲

物
出

荷
時

の
鮮

度
を

高

め
、

ブ
ラ

ン
ド

力
を

つ
け

、
高

付
加

価
値

を
つ

け
る

。
水

産
物

バ
リ

ュ
ー

チ
エ

ー
ン

関
係

者
間

の
相

互
理

解
を

深
め

、
持

続
的

漁
業

資
源

管
理

を
推

進
す

る
。

燻
製

品
の

生
産

力
拡

大

漁
獲

物
の

漁
獲

後
取

り
扱

い
と

市
場

の
鮮

魚
売

り
場

を
改

善
し

、

鮮
魚

の
質
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6-2  ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーン改善計画の基本構想 

人口増加による水産物需要の急激な増加とそれに追いつかない漁業生産・魚類供給は「コ」

国水産業の構造的な問題である。「コ」国の 2000 年から 2010 年の 10 年間の漁業生産は 44

千トンから 64 千トンへの伸びを示しているが、一方では人口増加率 3.13%と推定される人

口増による水産物需要の増大があり、水産物消費量は 2000 年の 67 千トンから 2010 年に

は 106 千トンと漁業生産の増加を超える伸びを示している。この不足分約 42 千トン（2010

年）は外国からの輸入魚で補われている。「コ」国の一人当たりの年間魚消費量は 26.52kg

（2009 年）と推算され、FAO の 2012 年の報告によるアフリカ平均の年間魚消費量 9.1kg、

世界平均 18.1kg を上回っており、アフリカではかなり高い水準となっているが、魚類自給

率の低さから輸入依存の体質になっており、適切な魚類供給体制を確立しないと今後の人

口増加により重大な供給不足に陥る危険性がある。 

「コ」国漁業は内水面漁業、企業型海面漁業、零細海面漁業に分類され、漁業生産量のう

ち内水面漁業が 48%を占めているが、河川や湖沼群で無動力ピローグを用いて漁獲するご

く零細規模なものであり、ほとんどが伝統的自給経済に組み込まれて、漁獲物の流通は周辺

の狭い範囲に留まっている。残りの漁業生産量は海面漁業で、企業型漁業が 33%、零細漁

業が 19%を占めており、零細漁業が食料としての魚類供給において重要な役割を果たして

いる。しかし、「コ」国零細漁業バリューチェーンにおいては、漁獲から流通、加工まで、

漁船能力の不足、漁業技術の遅れ、低い加工生産性などの零細漁業特有の内因性のネガティ

ブ要因が多いだけでなく、インフラの未整備や社会全体の発達のバランスの悪さ等の外因

性のネガティブ要因も多いなど、バリューチェーンを構成するそれぞれの環に弱みが多く、

現実になっている脅威も多いため、解決すべき課題が多い。 

 

「コ」国政府は漁業・養殖開発戦略（Strategie de developpement durable de la peche 

et l’aquaculture, 2011-2020）に基づき、FAO の支援を受けて「コ」国持続可能な漁業開発

計画、2011-2020 年（Plan de developpement durable de la peche en Republique du Congo, 

horizon 2011-2020）（以下、「持続的漁業開発計画」とする。）を策定した。持続的漁業開発

計画は漁業・養殖開発戦略に掲げた貧困削減、経済成長と食料安全保障の確保という上位目

標や目的、ビジョンを同じくし、「コ」国のバランスのとれた経済成長に水産分野が最大限

の貢献するための 10 年計画とされている。従って、持続的漁業開発計画では、「コ」国水産

業、すなわち、内水面漁業、海面企業漁業及び海面零細漁業のすべてを対象とし、水産業全

体の発展を図って策定されている。2013 年 7 月に公表された大統領の「漁業及び養殖政策」

は上記の両開発計画を「コ」国政府の政策に取り入れ、漁業、養殖業の開発により、上位の

政策目標を達成するための指針とされている。 

零細漁業水産物バリューチェーン改善計画では対象を海面零細漁業に絞り、水産物バリ

ューチェーンを改善することにより、食料としての水産物の安全性を確保し、流増大させ、

零細漁業関係者の所得が向上することで貧困の削減を図り、経済発展に寄与しようとする
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ものである。 

ポワント・ノワール零細漁業の内部環境、外部環境を検討して摘出した零細漁業水産物バ

リューチェーンを改善するための取り組みのうち、「弱みを分析し、改善する取り組み」が

もっとも緊急性が高く、水産物バリューチェーン改善の出発点となるものである。とりわけ、

漁獲物の品質を落とさないことが、漁獲物の価値を高めるための根幹であり、このためには

鮮度の劣化を防ぐこと、汚染を防ぐことが最も肝要であるが、ポワント・ノワールでの零細

漁業生産物の取り扱いには、これらの点についての配慮がほとんど見受けられず、これらの

点の改善なしにはバリューチェーン改善はなされない。零細漁業水産物バリューチェーン

の「弱みを分析し、改善する取り組み」は、主として「零細漁業生産及び流通を取り巻く環

境からの汚染を防除し、水産物の鮮度劣化、品質低下を防ぐ」取り組み、「零細漁業基盤施

設を整備し、零細漁業の漁獲ロス、加工ロス、流通ロスの削減により零細漁業生産物の流通

量を拡大する」取り組み、「零細漁業関係組合の組織化支援体制を確立し、零細漁業関係者

及び組合に対する財務支援を拡充強化する」取り組み、及び「「コ」国農畜水産省の零細漁

業管理に対する取り組みの中で遅れている分野の水産行政機能と体制を強化する」取り組

みに分類される。 

 

ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーン改善計画（マスタープラン）は、改

善の基本軸を示す「基本構想」、基本構想を実現するためのバリューチェーン各段階におけ

る改善策とそれらの達成目標を時間軸で表す「ロードマップ」及び当面取り掛かるべき改善

策の「アクションプラン」により構成される。 

 

基本構想 1：零細漁業生産及び流通を取り巻く環境からの汚染を防除し、水産物の鮮度劣

化、品質低下を防ぐ。 

漁獲物の品質は鮮度に大きく影響される。このため鮮度の劣化を防ぐこと、汚染を

防ぐことがバリューチェーン改善のためには最も肝要であるが、ポワント・ノワール零細漁

業では漁獲から、加工、流通までの零細漁業生産物の取り扱いには、これらの点についての

配慮がほとんど見受けられず、これらの改善がもっとも緊急性が高く、最も優先度が高い。 

 

 開発目標：安全で衛生的な水産食品の国民への提供。 

  

基本構想 2： 零細漁業基盤施設を整備し、零細漁業の漁獲ロス、加工ロス、流通ロスの削

減により零細漁業生産物の流通量を拡大する。 

 漁獲物の鮮度の劣化を防ぎ、汚染を防ぐことにより、漁獲物の流通にかかる時間は

延長でき、流通量も拡大できる。水産物は良質な動物性タンパク質供給源として「コ」国の

国民食生活に欠かせない食品である。しかし、国内漁業生産量は国内需要量の約 60%程度

しか供給できず不足分は輸入に頼っている。海面の浮魚資源及び内陸部の淡水魚資源につ



 

6-11 

いては開発余地が大きいとされているが、漁業分野での生産増大を進めても年平均 3.13%

という高い人口増加率から見て今後も輸入を適切に確保していかなければならないと思わ

れる。国内産及び輸入水産物が無駄なく合理的に食用に消費されるように流通・加工分野の

改善を行うことが必要であるが、とりわけ零細漁業では漁獲ロス、加工ロス、流通ロスが多

く、これらの損失を削減することで流通量を拡大し、国民が必要とする水産物供給の安定確

保に努めなければならない。零細漁業基盤施設を整備し、零細漁業の漁獲ロス、加工ロス、

流通ロスを削減し、零細漁業生産物の流通量を拡大する。 

 

開発目標：零細漁業生産物国内供給の安定確保。 

    

基本構想 3：零細漁業関係組合の組織化支援体制を確立し、零細漁業関係者及び組合に対す

る財務支援を拡充強化する。 

「コ」国零細漁業を支えている漁民、加工人、仲買人等の財務的基盤は極めて脆弱

であり、漁獲物の鮮度の劣化と汚染を防ぐためのわずかな投資や労働力の投入も、実施の上

で困難がある。零細漁業のバリューチェーンで活動しているステークホルダーは一般に社

会的な信用が低く、金融機関からの融資が得にくい。外国人漁民の間には伝統的な頼母子講

制度があるが資金量は限られている。加工人は豊漁期に潤沢な原魚を得られる機会があっ

ても、加工設備の増設や原魚購入のための資金不足により、増産機会が失われている。船主

でピローグや船外機等、高価な機材に対して減価償却を行っているものは少なく、これらの

機材が事故で失われた場合には廃業に追い込まれる例も多い。また、遠方の小売人を相手に

加工品を販売している加工業者は販売代金の回収が滞れば、加工原魚の仕入れができなく

なり廃業に追い込まれることもある。零細漁業生産能力強化と漁家安定経営のためにはこ

れらの零細漁業関係者の財務基盤を強化することが肝要である。そのためには零細漁業関

係者の組織化とこれらの組織の活動資金需要に対するマイクロファイナンス制度を創設・

拡充することにより、零細漁業関係者への財務的支援を強化することが不可欠である。 

 

開発目標：零細漁業生産能力の増強と経営の安定による生産と流通の増大。 

   

基本構想４：「コ」国農畜水産省の零細漁業管理に対する取り組みの中で遅れている分野の

水産行政機能と体制を強化する。 

 「コ」国零細漁業水産物バリューチェーン改善のためのあらゆる活動には行政の

支援と取り組みが重要であるが、これらのうち、「コ」国農畜水産省の零細漁業管理に対す

る取り組みの中でとりわけ遅れている分野である漁獲物の質・量を規制する「資源の保全」

に関わる法規制や取り締まり、協同組合への活動支援、マイクロファイナンス制度等の「経

営構造の改善」に対する支援、「処理・加工・流通の改善」のための技術教育、市場設備の

改善や食品検査、それらを実施するための「人的・組織的体制の重点化」、漁獲統計の整備、
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資源量の科学的推定に基づく持続的資源管理に必要な「資源及び社会経済状況の分析や評

価能力強化」などの分野に対する政府の取り組みの強化が零細漁業水産物バリューチェー

ン改善を効果的に推進するために必須である。 

 

 開発目標：持続的漁業資源管理 

 

6-3  ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーン改善策 

 

6-3-1  基本構想 1：零細漁業生産及び流通を取り巻く環境からの汚染を防除し、水産物の

鮮度劣化、品質低下を防ぐ。 

6-3-1-1 .  零細漁業生産及び流通を取り巻く環境の汚染防止。  

    

（1）水揚げ浜の衛生環境改善・漁獲物汚染防止 

1）  主要水揚げ浜でのエラ取り、解体作業等の一次加工処理場整備 

2） 水揚げ浜のゴミ撤去、清掃作業に対する住民、漁民への啓蒙普及 

 

（2）漁村コミュニティ環境の整備 

1） 漁村へのゴミ収集箱設置とゴミ収集体制の整備 

2） 安全な水の供給のための深井戸掘削 

3） 排水路の整備 

4） 漁村内道路改善 

5） コミュニティ放送設備整備 

 

（3）加工所の労働衛生環境整備 

1） 加工所への清浄な洗浄水供給のための深井戸整備 

2） 燻煙被害の防止のための燻製窯改良 

3） 投棄される加工残滓の集積・利用技術の開発 

 

（4）水産物市場の衛生環境整備 

1） 汚染されていない水道水を既存市場に供給できる水道設備の整備 

2） 既存市場の水産物販売区域排水設備の改良整備 

3） 既存市場の衛生的な公衆便所整備 

4） 既存市場で隣接している畜肉販売区域と鮮魚販売区域との隔離 

5） 市場のゴミ収集体制の強化とゴミ収集所整備 
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6-3-1-2 .  水産食品の品質改善。 

（1）漁獲時及び水揚げした漁獲物の鮮度劣化の防止 

1） 漁獲時から陸揚げまでの鮮度劣化を防ぐ氷の普及 

2） 漁獲直後からの鮮度劣化と漁獲物汚染を防ぐ保冷箱の普及 

3） 陸揚げから消費者にわたるまでの流通時の鮮度劣化を防ぐ技術の指

導普及 

4） 零細漁業向けに主要水揚げ浜への製氷施設の整備 

5） 鮮魚取扱方法の改善指導普及 

 

（2）加工品の品質の向上 

1） 主要な水揚浜での塩干加工用塩漬け作業スペースの確保 

2） 加工原魚である企業漁業からの出荷物品質検査の強化と取り締まり 

3） 改良型燻製窯の開発普及 

4） 塩干加工法の改良普及 

5） 加工製品品質向上のための燻製加工人、塩干加工人への技術研修 

 

（3）販売段階における食の安全向上 

1） 水産関係者の衛生意識の改善のための指導啓蒙 
2） 「食品としての安全な魚の取扱い」に対する消費者への指導啓蒙 
3） 既存市場水産物販売台の衛生改良整備 

4） 市場の鮮魚販売台に対する氷の供給 

5） 安全で質の高い生鮮水産物を提供できる衛生環境を有した水産市場

の建設整備 

 

6-3-2  基本構想 2： 零細漁業基盤施設を整備し、零細漁業の漁獲ロス、加工ロス、流通ロ

スの削減により零細漁業生産物の流通量を拡大する。 

6-3-2-1 .  零細漁業の漁獲ロス、加工ロス、流通ロスの削減による零細漁業生産物国内流

通量の増大 

（1）底魚漁業の改善指導 

1） 底魚漁での漁獲後の漁場滞在期間短縮化による底魚鮮度改善 
2） 底魚漁での氷蔵方法改善 

 

（2）浮魚漁業の改善指導 

1） 入網時間短縮化による浮魚鮮度改善 

2） 浮魚漁業での漁獲物の氷蔵普及による浮魚鮮度改善 

 

（3）新漁法の導入による漁業の効率化促進 

1） 小型まき網（巾着網）などの高効率漁法の導入普及 

 



 

6-14 

（4）船能力の向上による安定生産 

1） ソンゴロでの漁業事情に合う、既存のピローグより安定性、積載

性、作業性に優れ、かつ安価な漁船の開発普及により、漁船生産

能力を拡大 

2） 船外機整備能力強化（定期点検制度の創設、船外機整備技術研修） 

3） 漁業生産の安定化のため、零細漁船の安全性向上に必要な救難用機

材の装備供給 

4） 漁船安全設備の装備義務化と定期点検体制の整備 

5） 零細漁船遭難時の救難体制整備 

6） 気象海象情報の漁村への広報、伝達をするための放送設備整備 

 

（5）漁業技術の向上 

1） 零細漁民の漁業技術の向上に必要な現場指導強化ができる漁業普及

員制度の創設 

2） 零細漁民に対する短期漁業実習訓練の実施 

 

（6）加工生産増による国内流通量増強 

1） 改良型燻製窯普及による浮魚加工生産能力増強 

2） 浮魚漁獲量の季節変動を吸収できる加工生産力構築のための燻製窯

増設 

3） 加工人の作業共同化、組織化による加工場設備の整備増強 

 

（7）水産物が消費者に届くまでの時間短縮・移転コストの最小化を図り、ポワント・

ノワール市外及び内陸部への流通量増大 

1） 水揚げ浜での第1次加工により塩干加工原料輸送の合理化 

2） 水揚げ浜までの道路整備 

3） ブラザビルへの鮮魚流通輸送体制の整備 

4） 国内道路輸送インフラの整備強化 

 

6-3-2-2 .  零細漁業基盤整備 

（1）零細漁業のための漁業基盤整備 

1） マトンビその他主要水揚げ浜への製氷設備整備 

2） マトンビその他主要水揚げ浜への漁業用燃油販売所整備 

3） マトンビその他主要水揚げ地への零細漁業センター整備 

 

（2）零細漁業センター及び零細漁業用施設設備の運営管理能力開発 

1） 零細漁業センター及び零細漁業用施設設備の運営モニタリング 

2） 零細漁業センター職員経理業務研修 

3） 零細漁業センターの水産物取扱指導研修 
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6-3-3  基本構想 3：零細漁業関係組合の組織化支援体制を確立し、零細漁業関係者及び

組合に対する財務支援を拡充強化する。 

 

6-3-3-1 .  零細漁業者の組織化及び財務支援体制の確立 

（1）零細漁業関係者組織化支援体制の整備 

1） 農畜水産省の漁業関係者組織化支援方針の確立 

2） 水産支局内への組織化専任担当者の配置 

 

（2）組合組織化、組合組織強化 

1） 零細漁業ステークホルダーの既存組合の活性化および組織強化 

2） 零細漁業ステークホルダーの組織化、組合化支援 

3） 組合内の相互保証制度の確立 

 

6-3-3-2 .  零細漁業関係者への財務支援強化 

（1）零細漁業関係者及び組合に対するマイクロファイナンス制度の拡充強化 

1） 漁業者の漁業能力向上（漁船・漁具・船外機等）のための融資シス

テム創設 

2） 加工業者の加工能力増強（燻製窯製造）および原魚購買資金のため

のマイクロファイナンス制度の創設または既存制度の適用拡大 

3） 小売業者の販売台整備に対するマイクロ・ファイナンスの適用拡大 

4） 組合の相互保障制度を適用したマイクロファイナンスの信用枠拡大 

5） 組合の貯金及び為替業務を含む信用事業拡充を推進 

 

（2）零細漁業関連の税金軽減、補助金供与 

1） 零細漁業用燃油の減税 

2） 漁業用機材（漁網、船外機等）の減税、または補助金支給 

 

6-3-4  基本構想４：「コ」国農畜水産省の零細漁業管理に対する取り組みの中で遅れている

分野の水産行政機能と体制を強化する。 

6-3-4-1 .  漁業資源管理法の厳格化と取り締まり体制の強化 

（1）違法漁業取り締まり体制の強化 

1） 企業漁業船の零細漁業海域での操業取り締まり強化 

2） 企業漁船のVMS義務化を徹底し、沿岸部に複数のモニタリング・ポ

ストを設置。 

3） モニタリング・ポストに取締救難船の整備配置 

4） 取締救難船による24時間取締・救難体制の確立 

5） 零細漁船の漁網網目の監視と取り締まりの強化 
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（2）違法、違反漁業に対する罰則の強化 

1） 漁業規則違反漁船、違法漁船に対する罰則、課徴金、制裁措置等の

量刑を政令にて明示 

2） 罰金、課徴金等を資金源とする零細漁業振興基金の設立 

 

6-3-4-2 .  零細漁業技術指導普及のための制度創設と人材育成 

（1）零細漁業技術指導普及 

1） 直接漁民に漁業技術の指導普及活動を行う漁業技術普及員制度の創

設 

2） 漁業技術普及員の育成のための近隣諸国研修 

3） 零細漁民の漁業技術向上のための漁業訓練学校の設立 

4） 漁業訓練学校内に漁業技術普及員養成コースの設置 

5） 漁業訓練学校内に船外機整備技術者養成コースの設置 

 

6-3-4-3 .  持続的漁業資源管理に必要な人材育成とデータ整備 

（1）漁業資源管理のための基本データの整備 

1） 漁船及び漁民の登録制度を刷新し、データの電子化・データベース

化を実施 

2） 漁船の水揚げ時に魚種別漁獲量が把握できるように漁獲統計収集シ

ステムを刷新 

3） 漁獲統計データを電子化し、漁獲統計データ管理システムを構築 

4） 資源量調査の実施 

 

（2）持続的漁業開発のための資源管理計画の整備 

1） 資源管理計画の樹立に必要な漁業統計精度の質を確保 

2） URRMの漁業資源研究機能の増強 

3） 農畜水産省と漁業者組合とで沿岸漁業資源のCo-Management体制を

構築 

4） 「コ」国EEZ内の水産物資源量について主要魚種の漁獲可能量の推

定を行うとともに、適性かつ効果的な資源管理政策を立案 

 

（3）資源管理計画に必要な人材育成 

1） 漁業統計員の育成と近隣諸国研修による能力強化 

2） 農畜水産省内に資源管理計画専任機関の設置 

3） 「コ」国高等教育機関に水産学科の開設 
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6-3-4-4 .  水産食品検査・取り締まり体制の確立 

（1）食品安全についての啓蒙強化 

1） 漁業者、仲買人及び小売業者に対する水産物の鮮度保持、食品安全

についての啓蒙強化 

2） 消費者に対する食の安全の啓蒙強化 

 

（2）水産物の食品としての安全性を確保するための検査体制確立と取締まりの強化 

1） 農畜水産省ポワント・ノワール支局水産物品質検査所の人員強化 

2） 水産物品質検査所検査員の再教育による検査体制強化 

3） 水産物品質検査所の企業漁業水揚げ物に対する品質検査厳格化 

4） 水産物品質検査所の検査結果による指示命令順守の法令化 

5） 品質検査用機材整備によるURRMの食品試験検査機能の強化 

6） URRM食品検査部門の人員強化 

 

（3）水産物の食品としての安全性を確保するための人材確保 

1） 企業漁業に改善指導を行えるように検査員の再教育 

2） 市場食品検査担当者の育成と研修 

3） 国際機関等の研修制度を利用した農畜水産省職員の再教育 

4） 基礎的な科学技術知識を有する技術職の採用強化 

 

 

6-4  ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーン改善に向けたロード

マップ 

ポワント・ノワール零細漁業水産物バリューチェーンには多様なステークホルダーが関

わっており、またバリューチェーンの各リングはきわめて脆弱であるので、バリューチェー

ンの改善までには長い時間を要することが予想される。そのため零細漁業の各ステークホ

ルダーが零細漁業水産物バリューチェーン改善の方向性について共通認識を有したうえ

で、各課題について優先順位をつけて解決していくことが必要である。 

零細漁業水産物バリューチェーンの改善のためには各基本軸で時間軸に沿ってマイルス

トーンを置き、進捗を確認しながら取り組みを進めることが肝要である。各基本軸の開発目

標の達成までに要する時間を最長時間とし、その中の時間をいくつかに区切って、マイルス

トーンの設定と実現のためのロードマップ策定をおこなった。 

 

2020 年を基準とし、最初の 2 年間はバリューチェーンの最も遅れて跛行している部分を

出発点に戻すための基礎作りを行うこととしている。具体的には、漁業現場、流通現場での

汚染を少なくすること、水産資源情報の把握や法規制、組織体制構築を行い始めることとと

もに、長い時間と労力を要する漁民、加工人に対する現場での実務技術指導の開始とそれら

を担う中核的人材の養成に取り組み始める。 
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その後の 2 年間で主要な漁業現場、流通現場での汚染を減少させ、鮮魚の品質を改善し、

漁家経営の安定化を目指して財務的支援が開始される。また、水産資源基礎情報の整備が始

まり、資源調査機能が強化される。 

それから 5 年後には漁業機材の免税で漁業能力が向上すると共に、漁法の改良や共同化・

組織化による加工設備の増強で生産能力が高まってくる。また、安全な水産食品に対する漁

業者、流通業者、消費者の意識が高まる。水産資源保全のための取り締まりも強化され、水

産資源量調査への取り組みが始まる。 

さらに 10年後には漁業指導普及員の各地での技術指導により生産力が一層高まると予想

される。漁村の生活環境も改善され、鮮魚販売が清潔な環境で行われると共に、国内流通門

の整備により、漁業生産物の国内流通量も増大する。資源情報の獲得も進み、主要魚種の漁

獲可能量の推定が可能となっている。 

目標年の 15 年後には、新型ピローグの採用等により生産が増えた鮮度の良い、汚染され

ていない零細漁業生産物が零細漁業センターを経て、衛生的、近代的な魚市場で取引されて

いる。零細漁業と企業漁業との係争も解消し、漁民、加工人の経営が改善され、安定した生

産が継続される。政府は持続可能な資源管理政策を立案し、実施に移されている。 
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に

行
わ

れ
て

い
る

。
漁

村
に

清
潔

な
水

が
供

給
さ

れ
て

い
る

。
燻

製
窯

か
ら

の
煙

害
が

な
く

な
っ

て
い

る
。

漁
村

の
生

活
環

境
が

改
善

さ
れ

て
い

る
。

水
産

物
の

流
通

中
に

汚
染

が
な

い
。

　
　

マ
イ

ル
ス

ト
ー

ン
市

場
に

衛
生

的
水

道
排

水
設

備
が

整
備

さ
れ

る
。

氷
普

及
し

、
加

工
原

魚
の

品
質

が
改

善
さ

れ
て

い
る

。
安

全
な

水
産

食
品

へ
の

啓
蒙

が
行

わ
れ

て
る

。
鮮

魚
販

売
が

清
潔

な
環

境
で

行
わ

れ
て

い
る

近
代

的
衛

生
的

水
産

市
場

が
建

設
さ

れ
る

。

底
魚

及
び

浮
魚

漁
業

者
へ

の
技

術
指

導
が

始
ま

る
船

外
機

の
定

期
点

検
が

義
務

づ
け

ら
れ

る
。

高
効

率
漁

法
の

導
入

が
行

わ
れ

て
い

る
漁

業
普

及
員

が
漁

村
に

派
遣

し
始

め
ら

れ
る

。
新

型
ピ

ロ
ー

グ
の

操
業

が
行

わ
れ

て
い

る

既
存

漁
業

セ
ン

タ
ー

で
指

導
研

修
が

行
わ

れ
る

。
改

良
型

燻
製

窯
が

多
く

使
用

さ
れ

始
め

る
。

共
同

化
に

よ
り

生
産

設
備

が
増

強
さ

れ
る

。
ブ

ラ
ザ

ビ
ル

へ
の

鮮
魚

流
通

体
制

が
整

う
。

零
細

漁
業

セ
ン

タ
ー

が
整

備
さ

れ
る

。

農
畜

水
産

省
組

織
化

支
援

方
針

が
確

立
さ

れ
る

。
水

産
局

に
組

織
化

専
任

担
当

者
が

配
置

さ
れ

る
。

既
存

組
合

組
織

が
強

化
さ

れ
、

活
性

化
す

る
。

組
合

内
の

相
互

保
証

制
度

が
で

き
る

。
零

細
漁

業
関

係
者

が
組

織
化

さ
れ

て
い

る
。

漁
船

、
加

工
設

備
等

へ
の

融
資

が
始

ま
る

。
燃

油
免

税
に

よ
り

、
漁

業
経

営
が

安
定

す
る

。
漁

業
用

機
材

の
減

税
に

よ
り

、
投

資
が

増
え

る
。

組
合

の
預

金
及

び
信

用
事

業
が

拡
充

さ
れ

る
。

経
営

が
改

善
し

、
安

定
生

産
を

続
け

て
い

る
。

零
細

漁
業

域
で

の
取

締
り

が
強

化
さ

れ
る

。
漁

船
・
漁

民
の

登
録

制
度

が
電

子
化

さ
れ

る
。

漁
船

の
漁

網
網

目
の

取
締

り
が

強
化

さ
れ

る
。

取
締

船
に

よ
る

2
4
時

間
監

視
が

行
わ

れ
る

。
零

細
漁

業
と

企
業

の
係

争
が

な
く

な
る

。

改
善

計
画

漁
業

技
術

普
及

員
制

度
が

創
設

さ
れ

る
。

漁
業

技
術

普
及

員
育

成
の

た
め

の
研

修
等

が
始

ま
る

。
漁

業
訓

練
学

校
が

設
立

さ
れ

る
。

普
及

員
が

水
揚

げ
浜

で
技

術
指

導
を

し
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い
る

。
漁

民
が

、
効

率
の

良
い

漁
業

を
行

っ
て

い
る

。

漁
獲

統
計

デ
ー

タ
の

構
築

が
始

ま
る

。
U

R
R

M
の

資
源

研
究

調
査

機
能

が
強

化
さ

れ
る

。
資

源
量

調
査

が
実

施
さ

れ
る

。
主

要
魚

種
の

漁
獲

可
能

量
が

推
定

さ
れ

て
い

る
。

持
続

的
資

源
管

理
政

策
が

実
施

国
際

機
関

の
研

修
に

よ
る

職
員

の
再

教
育

水
産

物
品

質
検

査
所

の
人

員
、

設
備

が
強

化
さ

れ
る

。
企

業
漁

業
水

揚
げ

魚
類

の
品

質
検

査
が

厳
格

化
U

R
R

M
の

食
品

試
験

検
査

機
能

が
強

化
さ

れ
る

。
市

場
に

は
安

全
な

食
品

が
で

て
い

る

持
続

的
漁

業
資

源
管

理

違
法

漁
業

取
締

強
化

計
画

漁
業

統
計

整
備

計
画

・
資

源
調

査
・
持

続
的

資
源

管
理

計
画

零
細

漁
業

生
産

物
バ

リ
ュ

ー
チ

ェ
ー

ン
改

善
に

向
け

た
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ

漁
業

技
術

改
善

普
及

計
画
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開

発
計

画
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管
理
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細
漁
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ー
設
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画
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細

漁
業

者
組
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織
強
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計

画
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細

漁
業

財
務

支
援

計
画

水
揚

浜
衛

生
環

境
整

備
・
漁

村
環

境
整

備
計

画

水
産

加
工

改
善

計
画

水
産

食
品

検
査

強
化

計
画

水
産

物
品

質
改

善
計

画
・
水

産
市

場
建

設
計

画

汚
染

を
防

除
し

、
水

産
物

の
鮮

度
劣

化
、

品
質

低
下

を
防

ぐ

ロ
ス

の
削

減
に

よ
り

零
細

漁
業

水
産

物
の

流
通

量
を

拡
大

す
る

零
細

漁
業

関
係

者
の

組
織

化
支

援
体

制
を

確
立

し
、

財
務

支
援

を
拡

充
強

化
す

る

零
細

漁
業

管
理

に
対

す
る

取
り

組
み

の
中

で
遅

れ
て

い
る

水
産

行
政

機
能

と
体

制
を

強
化

す
る

安
全

で
衛

生
的

な
水

産
食

品
の

国
民

へ
の

提
供

零
細

漁
業

生
産

物
国

内
供

給
の

安
定

確
保

零
細

漁
業

生
産

能
力

の
増

強
と

経
営

の
安

定
に

よ
る

生
産

と
流

通
の

増
大

水
揚

浜
衛

生
環

境
改

善
・
漁

獲
物

汚
染

防
止

漁
村

環
境

整
備

燻
製

窯
改

良
普

及
/

加
工

所
の

衛
生

環
境

整
備 公

設
水

産
物

市
場

の
衛

生
環

境
整

備

漁
業

技
術

改
善

（
漁

獲
物

鮮
度

劣
化

防
止

）

加
工

品
の

品
質

向
上

水
産

物
の

食
の

安
全

向
上

漁
業

技
術

改
善

指
導

・
普

及
員

育
成

新
漁

法
導

入
に

よ
る

漁
業

効
率

化

船
外

機
整

備
能

力
の

強
化

水
産

加
工

品
市

場
の

建
設

零
細

漁
業

セ
ン

タ
ー

の
建

設
零

細
漁

業
セ

ン
タ

ー
の

運
営

能
力

開
発

零
細

漁
業

セ
ン

タ
ー

(C
A

P
A

P
)運

営
管

理
指

導

零
細

漁
業

関
係

者
支

援
体

制
の

整
備

漁
業

関
係

組
合

組
織

強
化

漁
業

関
係

者
組

合
に

対
す

る
マ

イ
ク

ロ
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
の

拡
充

強
化

に
よ

る
投

資
促

進
、

経
営

安
定

化

税
金

軽
減

・
補

助
金

供
与

に
よ

る
零

細
漁

業
振

興

違
法

漁
業

取
締

研
修

・

取
締

り
体

制
、

罰
則

の
強

化
取

締
救

難
船

の
整

備
配

置

漁
業

訓
練

学
校

の
設

立

漁
船

漁
民

登
録

デ
ー

タ
の

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

化
漁

獲
統

計
デ

ー
タ

管
理

シ
ス

テ
ム

構
築

水
産

資
源

研
究

機
能

の
増

強

資
源

量
調

査
主

要
魚

種
の

漁
獲

可
能

量
推

定
・
持

続
的

資
源

管
理

計

画
の

整
備

漁
業

統
計

員
の

研
修

育
成

食
品

安
全

に
対

す
る

啓
蒙

強
化

市
場

食
品

検
査

担
当

者
の

育
成

研
修

水
産

物
品

質
検

査
所

の
検

査
体

制
強

化

U
R

R
M

の
食

品
試

験
検

査
機

能
の

強
化

ポ
ワ

ン
ト

ノ
ワ

ー
ル

魚
市

場
の

建
設

加
工

場
共

同
設

備
の

増
強

(加
工

生
産

増
に

よ
る

国
内

流
通

量
増

強
)

零
細

漁
民

へ
の

短
期

訓
練

制
度

改
良

ピ
ロ

ー
グ

の
開

発
に

よ
る

漁
船

能
力

の
向

上
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6-5  アクションプラン 

6-5-1  当初の２年間に実施が期待される改善計画 

 

6-5-1-1 .  水揚げ浜衛生環境整備計画（基本構想1及び2に基づく） 

（1） プロジェクトの概要 

1） 荷捌き場、一次加工処理場建設 

漁民は浜に水揚げし、仲買人や消費者と取引し、浜で水揚げ魚の受け渡しを

行い、エラや内臓除去などが行われている。しかし、水揚げされる浜にはゴ

ミが散乱し、魚の残滓が放置され、異臭を放っているなど水揚げ水産物の汚

染が危惧される環境にある。 

ポワント・ノワール県及びクイルー県の主要水揚浜２箇所に、コンクリート

製たたき及び屋根を備えた水揚／荷捌場、一次加工処理場及び清浄な洗浄水

を供給するための深井戸を整備することで、水揚げ浜の衛生環境を改善し、

水揚げ水産物の汚染を防除する。 

2） 漁村及び水揚浜の環境整備 

漁村にゴミ箱を設置すると共にゴミ収集体制の整備を図り、水揚げに利用してい

る浜の清掃を漁業者を主体とする地区のコミュニティ住民の定期的活動として、

漁村内及び水揚浜の清掃を行い、漁村及び水揚げ浜の衛生環境改善の推進と漁民、

住民の啓蒙を図る。 

 

（2） 実施期間 

2020 年～2 年間 

 

（3） 施設計画 

施設 仕様 数量 備考 

深井戸 深さ：80m 2 ヶ所  

給水タンク 1 ㎥ 2 ヶ所  

荷捌き場 屋根付き、コンクリート床, 50 ㎡ 2 ヶ所  

一次加工処理場 屋根付き、コンクリート床,, 50 ㎡ 2 ヶ所 コンクリート製作業台

警備員室 ブロック造、9 ㎡ 2 ヶ所  

倉庫 ブロック造、9 ㎡ 2 ヶ所  

ポンプ室 ブロック造、9 ㎡ 2 ヶ所  

浸透処理槽  2 ヶ所  
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（4） 機材計画 

機材 数量  備考 

海岸清掃用具 2 式  

ゴミ箱 10 個  

施設清掃用具 2 式  

魚箱 60 個 30 個／施設 

プラスチック桶 20 個 10 個／施設 

洗い籠 20 個 10 個／施設 

 

（5） 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・水揚げ施設施設管理者：2 名  2 年間 

・海外専門家（水揚げ施設運営管理）：1 名  7 日 X 24 ヶ月＝5.6 人月 

・国内コンサルタント（環境衛生及び住民啓蒙）：4 名 5 日 X 24 ヶ月＝16 人月 

 

6-5-1-2 .  食品安全についての啓蒙強化計画（基本構想１に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

仲買人及び小売業者には食品としての水産物を消費者に提供するという責任感に乏

しい。販売場所での自分達が出来る範囲での周辺の清掃、手洗いの励行、ハエ・虫

の防御等の衛生環境の改善もほとんど行っていない。衛生設備が不備である上に自

分たちで清潔にしようとする自助努力が不足しており、衛生環境の改善は労働環境

の改善と同じ意味を持つことを理解していない。ハード面の整備は不可欠である

が、漁業者、仲買人及び小売業者に対する衛生環境に対する啓蒙活動も重要であ

る。漁業者、仲買人及び小売業者に対する水産物の鮮度保持、食品安全についての

啓蒙強化をおこなう。また、消費者に対する食の安全の啓蒙強化を実施する。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～5 年間 

(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 5 年間 

・海外専門家（水産物品質管理） 1 名 6 人月 

・国内コンサルタント（普及） 30 人月 
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6-5-1-3 .   水産加工改善計画（燻製窯改良普及・燻製加工場の衛生環境整備）（基本構

想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

1) 燻製窯の改良普及 

サルデイネラは零細漁業の中で漁獲量の最も多い魚種である。しかし、水揚量の季節変動が

著しく、それに伴い魚価も大きく変動する。盛漁期には飽和状態となり魚価もさがるが、原

魚の供給量に製造能力が追いつかず、魚の廃棄等のロスにつながっている。既存の燻製方法

は魚を片面ずつ燻すため途中で裏返す必要があり、釜数に比べ製造処理能力が低い上、燻煙

が効率的に利用できず、燻煙被害の苦情が近隣住民からでている。PECHVAL パイロット

プロジェクトでは、現地で一般的なドラム缶を使用した燻製窯の上部にセイロを積上げ最

上部に蓋を設け、熱と燻煙を無駄なく効果的にセイロ内の魚に循環させ、窯 1 台当りの生

産性も高い改良窯を考案し、実証実験を行ってきた。本計画ではパイロットプロジェクトで

効果が実証された改良燻製釜の普及により製品加工ロスの低減、生産性の向上、製品品質向

上及び燻煙被害の減少を目指す。また、製作コストの低減をめざし、より多くの加工人への

導入の手助けを行うための普及活動を拡大していく。 

2) 加工場の衛生環境整備 

燻製加工場の衛生環境は劣悪で、ほとんどの加工場が食品を製造する環境にふさわしくな

い場所となっている。特に原魚を洗浄する清浄な洗浄水が得られず、汚染された井戸水を使

用しているため、加工品の品質低下をきたし、加工ロスの発生要因の一つともなっている。

また、燻製加工後も出荷まで窯で保蔵しているため、製品品質の低下と窯の生産性を妨げる

要因ともなっている。加工ロスの減少と労働環境改善による加工能力向上をはかるため、

Mazula、Songolo、Phocea の 3 地区に深井戸、機材倉庫、製品倉庫を備えたモデル燻製加

工施設を建設し、集団研修により加工方法の普及をおこなう。集団研修を通じて、加工人の

組合への組織化を促進し、MUCODEC 等の既存のマイクロファイナンス制度の活用を支援

することにより、燻製窯の増設や原魚購買資金の調達等に道を開き、燻製生産能力の増強を

図る。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～2 年間 

 

(3) 施設計画 

施設 仕様 数量 備考 

深井戸 深さ：80m 3 ヶ所  

給水タンク 5 ㎥ 3 ヶ所  

機材倉庫 50 ㎡ 3 ヶ所  
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製品倉庫 75 ㎡ 3 ヶ所  

一次加工処理場 屋根付き、コンクリート床,, 150 ㎡ 3 ヶ所  

警備員室 ブロック造、9 ㎡ 3 ヶ所  

 

(4) 機材計画 

機材 数量 仕様 ／ 備考 

手火山式窯 45 基 ドラム缶製 

トレイ（セイロ） 540 個 12 個 ／ 燻製窯 

魚箱 225 個 30kg 容量、5 個 ／ 燻製窯 

プラスチック桶 180 個 4 個 ／ 燻製窯 

洗い籠 90 個 2 個 ／ 燻製窯 

 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・加工施設管理者： 3 名 2 年間 

・海外専門家（水産加工技術・普及）：1 名  7 日 X 24 ヶ月＝5.6 人月 

 

6-5-1-4 .  水産食品検査強化計画（市場食品検査員研修育成）（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

零細漁業に比べて企業漁業の漁獲量が多く、かつ企業漁業で水揚げされた漁獲

物の多くが鮮魚として流通しており、ポワント・ノワールの市場で流通してい

る鮮魚のおおきな部分は企業漁業の漁獲物で占められている。企業漁業の水揚

げはポワント・ノワール港で行われ、ポワント・ノワール市漁業支局水産物品

質検査所の品質検査員は水揚げ時に官能検査表を用いて漁獲物の品質検査が行

なっている。しかし、実際に市内に流通している鮮魚の品質は悪く、その後の

流通過程で価値の一層の低下を招く大きな原因となっている。品質検査員が鮮

度スコア判定により詳しい知識を持ち、生産者に適切な魚の取扱いを指導する

能力を持ち、さらに不良品の流通禁止等の法的な権限を品質検査員に与えるこ

とも重要である。そのためには品質検査員が十分な知識と能力を持ち、公正な

判断をすることが必要である。水産物品質検査体制の強化が望まれており、品

質検査員の研修、再教育をおこなう。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～5 年間 

(3) 施設計画   

なし 
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(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 5 年間 

・海外専門家（食品検査） 1 名 4 人月 

 

6-5-1-5 .  公設市場衛生環境整備計画（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

ポワント・ノワールには 24 ヶ所の公設市場があり、そのうち 21 ヶ所の市場で水

産物が販売されているが、衛生環境は劣悪であり、多くの市場では水道も設置され

てなく、設置されていても大腸菌に汚染された水しか得られない。排水設備も整備

されておらず、トイレすら設けられていない。またゴミの集荷場が市場建物に隣接

している市場が大半でゴミ置き場の横で雨季には泥濘の上で鮮魚販売が行われてい

る状況である。ポワント・ノワール市は公設市場を規模により 3 カテゴリーに分

類している。本計画では公設市場の内 6 ヶ所の市場に水道設備と鮮魚売り場の排

水設備の設置、トイレ、ゴミ置き場の整備をおこなう。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～4 年間 

(3) 施設計画 

施設 仕様 数量 備考 

水道管設置工事  6 ヶ所  

鮮魚売場工事 コンクリート床、100 ㎡ 6 ヶ所  

ゴミ置き場 コンクリート床, 50 ㎡ 6 ヶ所  

トイレ設置工事  6 ヶ所  

排水設備工事  6 ヶ所  

 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・海外専門家（衛生環境整備）：1 名  6 人月 

・国内コンサルタント（設計監理）：2 名 24 人月 
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6-5-1-6 .  水産物品質改善計画（漁労技術改善・漁獲物鮮度劣化防止）（基本構想2に基づ

く） 

（１）プロジェクトの概要 

A. 浮魚漁労方法の改善／漁獲物の氷蔵促進 

浮魚漁では刺網に掛かった魚を長時間、高海水温の海中に入れておくことが浮魚類の鮮

度劣化の最大の要因であるため、できるだけ早く船上に取り込んで施氷を行うために、頻

繁に網を揚げて魚を取り外した後に再度仕掛ける、といった作業を繰り返す操業方法に

変更する必要がある。また、漁のはじめに漁獲された魚から施氷するようにし、鮮度の劣

化を抑える等、漁業者に漁獲物の鮮度保持に有効な漁労方法の実地研修を行う。 

B. 底魚漁労方法の改善／氷蔵方法の改善 

底魚漁業の場合、刺し網にかかった魚を海中で鮮度劣化させないため、投網後短時間で揚

網し、漁獲物は直ちに海水氷で冷却する漁労方法の普及を図る。魚槽内には、水揚げ時ま

で十分な量の氷が残っているようにする等、漁業者に漁獲物の鮮度劣化を防ぐ漁労方法

の実地研修を行う。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～4 年間 

(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・海外専門家（漁労指導）：1 名  7 日 X 24 ヶ月＝5.6 人月 

・国内コンサルタント（漁労指導）：2 名 7 日 X 24 ヶ月＝11.2 人月 

 

6-5-1-7 .  漁業技術普及計画（漁業普及員養成）（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

零細漁業の漁労技術や漁業技術の改善を行うには、現場で漁民や加工人等の直接活動に従

事している人達と共に活動し、その中で改善指導していく普及活動が最も効果的であるが、

「コ」国には水産教育を行っている教育機関がないため、農畜水産省には零細漁業の現場で、

漁民に直接漁労や漁業技術を指導できる技術職員が不足している。農畜水産省内に零細漁

業普及員制度を創設し、普及員の養成のために、近隣諸国に研修員を派遣する。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～2 年間 
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(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・零細漁業普及員：４名  2 年間 

 

6-5-1-8 .  零細漁業センター運営管理指導計画（基本構想3に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

2018 年 6 月に開業した CAPAP の運営管理を将来零細漁業施設が設立された場合

のモデルケースとするため、専門家が零細漁業施設の運営管理方法を指導し、実地

の運営の中で施設職員の運営管理能力の開発を図る。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～2 年間 

(3) 施設計画 

CAPAP にて実施 

(4) 機材計画 

CAPAP の機材を利用 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 CAPAP 所長 2 年間 

・海外専門家（零細漁業施設運営管理） ：1 名  7 人月 

・海外専門家（水産物バリューチェーン） ：1 名  7 人月 

 

6 -5-1-9 .  零細漁業者組合組織強化計画（基本構想3に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

農畜水産省の零細漁業組織化支援方針を確立し、零細漁業組織化を専任する担当者を支局

に配置する。零細漁業組織が既存のマイクロファイナンス制度を活用して、漁船、漁労資機

材、加工設備、原魚購入資金、水産物購入資金等の融資を受けられるような体制を持つよう

支援する。専門家は組織化専任担当者と協働し、零細漁業組織の組織と活動を強化する。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～2 年間 

(3) 施設計画 
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なし 

 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・零細漁業組織化専任担当者：2 名  2 年間 

・海外専門家（組合組織化）：1 名  6 人月 

・国内コンサルタント（組合組織化）：2 名 12 人月 

 

6-5-1-10 .  違法漁業取締研修計画（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

企業漁業船の漁獲禁止海域での操業による零細漁業の漁具の破壊、網目規制を下回る小さ

な目合いによる乱獲、零細漁業船の網目規制違反等、漁業資源の保全と零細漁民の安全・財

産を脅かす違法漁業が蔓延している。これらの違法漁業対策として、将来的に漁業取締船を

ポワント・ノワールに配備し、漁船モニタリング・システム（VMS）を活用して、効果的か

つ厳格な取締りを実施する計画とし、取締り要員の近隣国への海外研修により、取締り能力

の向上をはかり、取締船配備に備える。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～2 年間 

(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

 

6-5-1-11 .  漁業データベース整備計画（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

持続的な漁業資源開発に必要な漁業データベース整備計画を FAO または他の地域漁業機関

の協力を得て策定する。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～2 年間 

(3) 施設計画 
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なし 

(4) 機材計画 

機材 数量  備考 

データ整理用 PC 5 台  

プリンター 1 台  

ソフトウェア 1 式  

 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・海外専門家（漁業データ整備）：1 名  24 人月 

 

6-5-1-12 .  漁業統計員研修育成計画（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

漁獲統計を現場で収集する漁業統計員を近隣諸国に研修派遣し、育成する。 

 

(2) 実施期間 

2020 年～4 年間 

(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 ４年間 

 

6-5-2  引き続きの２年間（2022 年～）に実施が期待される改善計画 

6-5-2-1 .   漁村コミュニティ環境整備計画（基本構想1に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

零細漁業の生産の場である漁村に前年に「水揚げ浜衛生環境整備計画」で整備した深

井戸及び近隣に整備された水道施設から安全な水を供給すると共に排水路を整備し、

廃水や雨水を漁村内に滞留させず、蚊や悪臭の発生しない衛生的な環境を整備する。

また、公道から漁村内への道路整備により、水産物汚染の防止と生産性の向上を図

る。海難事故防止のため、海象状況や気象予報を広報する放送設備を整備する。 

 

(2) 実施期間 

2022 年～5 年間 
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(3) 施設計画 

施設 仕様 数量 備考 

水道管設置工事  2 式  

道路・排水路工事  2 式  

放送アンテナ設置工事  1 式 コミュニティ FM 用 

 

(4) 機材計画 

機材 数量  備考 

FM 放送設備 1 式  

 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 5 年間 

・海外専門家（衛生環境整備）：1 名  10 人月 

 

6-5-2-2 .  水産加工品市場建設計画（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

零細漁業による鮮魚を取り扱う CAPAP の隣接地に、零細加工人による燻製加工

品、塩干加工品を取引する水産加工品市場を建設する。 

 

(2) 実施期間 

2022 年～2 年間 

 

(3) 施設計画 

施設 仕様 数量 備考 

水産加工品市場 約 700m2 1 式  

 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・海外専門家（建築設計）：1 名  3 人月 

・国内コンサルタント（工事監理）：１名 ８人月 
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6-5-2-3 .  水産物品質検査所整備計画（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

消費者に鮮魚として、また加工品原料として流通する漁獲物の品質検査の質を高め、水産食

品の安全性を確保するため、ポワント・ノワール港で水揚げされる企業漁業漁獲物の品質検

査を実施している水産物品質検査所の施設及び検査機器を整備する。 

 

(2)  実施期間 

2022 年～2 年間 

(3)  施設計画 

施設 仕様 数量 備考 

品質検査所 約 230m2 １式  

 

(4) 機材計画 

機材 数量  備考 

顕微鏡 1 台  

検査試料用冷蔵庫 1 台  

フリーザー 1 台  

培養器 1 台  

プリンター 1 台  

PC 5 台  

その他 1 式  

 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・海外専門家（品質検査） 1 名 6 人月 

・国内コンサルタント（工事監理）：１名 ８人月 

 

6-5-2-4 .  漁業技術改善計画（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

零細漁業に小型まき網（巾着網）などの高効率漁法の導入と漁民への普及により漁

業の効率化を促進する。また、操業時の安全を確保するために船外機修理技術の向

上を図るため、零細漁民に船外機修理研修を実施する。 

(2) 実施期間 

2022 年～2 年間 

(3) 施設計画 

なし 
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(4) 機材計画 

機材 数量  備考 

漁網等 1 式  

訓練用船外機 4 台  

船外機修理機材 1 式  

船外機予備品 1 式  

 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・海外専門家（漁業技術）：１名 12 人月 

・国内コンサルタント（船外機修理）：１名 12 人月 

 

6-5-2-5 .  零細漁業センター運営能力強化計画（基本構想3に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

行政法人として設立された零細漁業センターを民営化し、零細漁業関係者が自立的に運

営できるようセンター職員、利用者組織、管理委員会の能力と機能を強化する。 

(2) 実施期間 

2022 年～10 年間 

(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 10 年間 

・海外専門家（漁業センター運営指導）：1 名 10 人月 

 

6-5-2-6 .  零細漁業財務支援計画（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

「コ」国の零細漁業者の財務基盤は脆弱である。比較的収入が多いとされる船主でさえ、

事故により船外機やピローグを失えば廃業に追い込まれる場合も多い。加工人も余裕資金

がないため、盛漁期に安価な原魚の入手、燻製設備の増設、生産の拡大等の機会を失って

いる。漁業関係者の組織化を推進し、組織化されたグループに対するマイクロファイナン

スを拡充強化し、零細漁業関係者の生産設備の増強、安価な原魚入手等により、生産の拡

大を図る。 
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(2) 実施期間 

2022 年～2 年間 

(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・海外専門家（マイクロファイナンス）１名 6 人月 

・国内コンサルタント（組合組織化）2 名  12 人月 

 

6-5-2-7 .  漁業取締船整備計画（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

持続的な漁業資源の利用と秩序ある漁業活動を確保するために、IUU 漁船と企業漁業及び

零細漁船の違法漁業取締りを行う漁業取締船をポワント・ノワールに配備する。 

 

(2) 実施期間 

2022 年～2 年間 

(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

機材 数量  備考 

漁業取締船 1 隻  

小型漁業取締船 1 隻  

無線設備 1 式 陸上設備 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 2 年間 

・国際コンサルタント（漁業取締船運用）１名 24 人月 

・国際コンサルタント （船舶機関維持）  １名 24 人月 

 

6-5-2-8 .  漁業統計データ管理システム整備計画（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

資源管理の基礎である魚種別漁獲統計の整備を図る。 

 

(2) 実施期間 

2022 年～5 年間 
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(3) 施設計画 

なし 

(4) 機材計画 

なし 

(5) 要員計画 

・プロジェクトコーデイネーター：1 名 DPA 職員 5 年間 

・海外専門家（漁業統計）１名 30 人月 

 

6-5-3  ５年後以降（2024 年～）に実施が期待される計画 

6-5-3-1 .  共同加工場設備増強支援計画（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

季節による漁獲量変動が大きい浮魚類に対し、好漁期に大幅に不足する加工能力を増強

するために、加工人の組織化により、共同加工設備を備えた加工施設の建設を財政的に

支援する。 

(2) 実施期間 

2024 年から 5 年間 

 

6-5-3-2 .  零細漁民訓練計画（基本構想2及び3に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

養成された漁業普及員により、零細漁民の短期実地訓練を継続して実施する。 

(2) 実施期間 

2024 年から 5 年間 

 

6-5-3-3 .  改良ピローグ開発計画（基本構想2に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

近隣諸国のキール型ピローグを参考に「コ」国での漁業事情にあうよう改良し、安

定性、隻作業性。積載能力に優れ、かつ安価な新型ピローグの開発とその普及によ

り漁船能力の増強を図る。 

(2) 実施期間 

2024 年から 7 年間 

 

6-5-3-4 .  零細漁業振興のための税金減免、補助金供与（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

零細漁業活動の活発化と漁業経営の安定を確保するために、零細漁業用燃油及び漁網、

ブイ、漁業用ロープ、魚針などの漁業用資機材の減税を行う。 
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(2) 実施期間 

2024 年以降 

 

6-5-3-5 .  水産資源研究強化計画（基本構想4に基づく） 

(1) プロジェクトの概要 

「コ」国内では水産資源に関する研究・評価を実施している大学や研究機関はない。水産物

は輸入に大きく依存し、自給率の低さから水産物の供給不足が懸念されている中で、今後漁

業生産を増やす取り組みが必要とされているが、持続的資源管理のための科学的資源量推

定、最大持続生産量（MSY）の設定に必要な基礎的データの収集も研究も行われていない。

ポワント・ノワールの旧 ORSTOM 敷地内にある農畜水産省所管の研究所内に資源研究部

門を設け、人員や研究体制を強化する。 

(2) 実施期間 

2024 年から 5 年間 

 

6-5-4  10 年後以降（2030 年～）に実施が期待される計画 

6-5-4-1 .  URRM食品検査機能整備計画（基本構想2に基づく） 

ポワント・ノワールに農畜水産省が所管する水産物化学・微生物研究所がある。当

研究所にはドライラボとウエットラボが設けられているものの機材はヒスタミンの

簡易検査キット、サンプル瓶等の他は特に見るべきものはないため、本格的な食品

検査は行われていない。本研究所の食品検査機材及び所員の増強等を実施し、水産

物品質検査所で対応できないより高度な食品検査機能と検査体制を整備する。 

 

6-5-4-2 .  ポワント・ノワール魚市場建設計画（基本構想2に基づく） 

ポワント・ノワール市に近代的、衛生的な設備を備えた生鮮水産物売り場、塩干加工品

売り場を有した総合的な魚市場を建設し、水産食品の流通を促進する。 

 

6-5-4-3 .  漁業訓練学校設立計画（基本構想2に基づく） 

零細漁民の短期実務研修を実施すると共に、近代的な漁船の操船技術、機関運転修理技

術、漁業技術等を訓練し、中核的な漁民を育成するための漁業訓練学校を設立する。 

 

6-5-4-4 .  零細漁業センター建設計画（基本構想2に基づく） 

マトンビ等、ポワント・ノワールの郊外の主要な零細漁業水揚浜に零細漁業センターを建設

する。 
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6-5-4-5 .  資源量調査（基本構想4に基づく） 

 「コ」国 EEZ 内の水産物資源量について定期的な調査を実施して把握し、主要魚種の漁

獲可能量の推定を行う。 

 

6-5-4-6 .  持続的資源管理計画整備（基本構想4に基づく） 

資源量調査の結果を踏まえ、適性かつ効果的な持続的漁業資源管理政策を立案する。 
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し’andeu×mil quinze et le 28 juillet, s’es↑tenue dons la sol le de conference de ｜’hotel 

Azur“Le Gilber↑” a Pointe-Noire, la reunion du Comite conjoint de coordination du 

proje十αmeliorationde la chaine de valeurs de produits halieutiques (projet PECHVAL). 

Cette reunion t↑ai↑placee sous le patronage de son E×cellence Monsieur Bernard 

TCHIBAMBELELA, Ministre de la peche et de !'aquaculture 

Yon↑participe: 

Monsieur DIMOU fidele, Prefet du Kouilou; 

Monsieur VIODAUD BOUITY Roiαnd, Depute, Maire de Pointe-Noir‘e; 

Monsieur KOFFI; Representant du Consul du Benin. 

La JICA a ete representee par : 

Monsieur AOKI Toshimichi, Representant Resident; 

Monsieur Kuniaki TAKAHASHI, Chef de projet PECHVAL; 

Monsieur Takafuni TOSHIHARA, Consultant. 

Cette reunion a connu la participation de plusieurs delegues des minist色resdont la I iste 

est jointe en anne×e. 

I- DE LA CEREMONIE D'OUVERTURE 

La Ceremonie d’ouverture a ete sanctionnee par trois allocutions. 

La premi主real locution a ete prononcee par le chef de projet qui a presente les activites 

du projet en soulignant que 

L’equipe du PECHVAL, en tandem avec le Minist主rede la Peche et de ｜’Aquaculture, 

execute depuis presque 3 ans, 6 proje↑s pilotes dons les domaines les plus importan↑s, 

pour ameliorer la chaine de valeurs des produits halieutiques a Poin↑e-Noir屯．

Ces activi↑es son↑： 

1 . Amelioration de lαqualite de poisson frαis 

A ce titre, ii a souligne que La valeur du poisson et des produits de la peche depend 

largemen↑de leur f ra,cheur, c’est-a-dire la fraicheur mieu×maintenue peut contribuer 

a la hausse des pri×. La degradation de f raicheur depend de la temperature de 

conservation e↑ la duree que les poissons sont laisses dans cet environnement 

specifique. 

II a par ailleurs illustre son propos par des e×emples tel que, le tau×de qualite 

inferieure de produits fumes diminue de 7%, lorsque des poissons conserves a froid 

apr主sla capture est utilise comme ma十i主repremi主rede f umage. 

2. Assainir lαplage de deparquement 
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Dans ce cadre ii est envisage des actions suivantes : 

• Evi↑er la contamination des poissons au×debarquements ; 
• Placer des bacs a ordures sur la plage; 
• Amenager un syst色mede ramassage des ordures et nettoyer regulierement la 
pl age 

3. A『neliorerles methodes de transformation de produits halieutiques ; 

Ils’agit de proceder a: 

• I’education et a la sensibilisation sur I’hygi主neaupr主sdes transf orma↑rice; 
．｜’amelioration des techniques de fumage : 

・ladistribution des ↑enues de travail appropriees 
4. Ameliorer Iαmethode de vente au mαr’che public 

Les actions suivantes sont envisagees : 

• La formation pour I’amelioration des conditions d’hygi主neau×standsdes produits 
halieutiques ; 

• La sensibilisation sur I’utilisa↑ion de glace a ecaille; 
• La dis↑川butiondes caisses isothermes, tenues de vente et autres equipements. 

L’eau etant un facteur important pour garder les poissons en bon etat hygienique, la 

fourniture d’eau saine dans les marches de Pointe-Noir、edemeure une exigence. 

5. A『nenagerdes installations et des equipements ; 

II est prevu I’etablissement des plans de construction et de f ourni↑ures d’equipement 

suivant les procedures de passation des marches publics 

6. Exploiter les instαllations de peche artisanαle 

Dans ce conte×te le renf or cement des ONG est une evidence 

La del』×i主meallocutionαete prononcee par le Represenすαntde la JICA. 

Dans son mot de circonstance, ce dernier s’est felicite de la tenue de la 3eme reunion 

du comite conjoint dans le cadre du Don du Gouvernement du Japon du projet d’etude 

pour I’amelioration de la chaine de valeurs des produits halieutiques a Pointe Noire. 

Ce projet d’etude, a-t-il ajoute, est mene pour contribuer a la promotion du secteur de 
la peche comme I’un des G×es prioritaires du plan national de developpement dans le 

cadre de strategie de relance de ｜αpolitique agricole elabores en 2003, ainsi qu’a la 
strategie elaboree en 2011 avec I’appui de la F AO pour un developpement durable de la 

peche et de ｜’aquaculture (2011・2020)representant ainsi le premier grand projet du 

Japon dans le domaine de la peche au Congo. 
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し冶!locutiond’ouverture des travau×G針eprononcee par le Ministre de la Peche et de 

l'aquacul↑ure qui a, avant tou↑， remercie chaleureusement I’Agence J aponaise de 

Cooperation Internationale en sigle JICA pour avoir‘choisi le Congo parmi les Pays 

Africains afin d’organiser la cha1ne des valeurs des produi↑s halieutiques visant a 
optimiser la participation des pecheurs artisans au developpement du sec十eurde la 

p主che. 

工Ia, ensuite demande au Comite Conjoint d’evaluer I’針atd’avancement du projet et 

d’analyser les differents points inscrits a son ordre du jour. II s’agit, aussi, d’e×aminer‘ 
les principales contraintes qui limitent sa mise en reuvre afin d’accroitre de fa~on 
significative ses performances. 

Poursuivant son propos, le Ministre de la Peche et de ｜’Aquaculture a rappele les 

grandes lignes de la Politique du Gouvernement en mati主rede peche et d’aquaculture 

edictee par le Chemin d’avenir, projet de Societe du President de la Republique e↑α 

declare ouvert I les travau×de la 3eme reunion du Comite Conjoint de Coordination. 

Apr主sla ceremonie d’ouverture, ponctuee par un cocktail, les participants se sont 

re十rouvesen atelier. 

II- DU DEROULEMENT DES TRAVAUX 

La reunion du Comite conjoint de coordination du projet ameliora↑ion de la cha1ne de 

valeur des produits halieutiques a Pointe-Noir司eae↑t structuree ainsi qu’ii suit: 

Presentateur : Antoine MISSAMOU, Directeur Departemental de ｜α 

Peche et de ｜’Aquαculture de Pointe-Noir司e;

- Chef de Secretαriot : Maurice NKAYA, Directeur du Controle, de la 

Demarche Qualite et de la Securite Alimentαire; 

Rapporteur: Pierre MPANDOU, Directeur des Etudes et de la 

Planifica↑ion 

Apr色Sla structuration de la reunion, le Presentateur a pris la parole pour situer le 

conte×te dons lequel se tient la reunion. 

II a ensuite aborde les questions inscrites a l'ordre du jour, notamment: 

・Situationactuelle de la peche au Congo; 
• Contribution du PECHV Aし；
• Calendrier噌 globaldes activites realisees; 
• Forma↑ion au Senegal ; 
• Recommandations pour le bon f onctionnement de not re centre 

S’agissαnt de la Situation actuelle de la peche au Congo, le presentateur s’est, dans un 

premier temps, penche sur la dependance de plus en plus de ｜’importation.工Ia note 

qu’avec I’augmen十ationde la population, Iαdemande des produits halieutiques est de plus 

en plus importan↑e. 
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La consommation des produits halieu↑iques es↑passee de 6 7.000 tonnes en 2000 a 
106.000 tonnes en 2010, ce qui correspond a une augmenta↑ion de 58'Yo en 10 ans. 

Pendant ce什ememe p毛riode,I’augmentation de la produc↑ion a ete de 5.000↑onnes 

pour la peche con↑inentale, 6.000 tonnes pour la peche artisanale et 9.000↑onnes pour 

la peche industrielle. La production totale de la peche nationale n’G augmente que de 

48%, passan↑de 44.000 tonnes en 2000 a 64.000 tonnes en 2010. 

Les produits halieutiques de la peche nationale son↑tous destines a la consommation 
locale, I’ecart entre la production et Iαconsomma↑ion est comble par I’importa↑ion d’une 

grande quantite de poissons. 

Les quantites de poissons importes sont passees de 23.000 tonnes en 2000 a 41.000 
↑onnes en 2010, soit une augmentation de 79'Yo.し’impor↑ationde poissons a depasse en 

2009 la produc↑ion nationale de la peche mar‘itime (industrielle et artisanale). En 2010, 

39 ,1 % des poissons consommes dans le pays etaient importes. 

II a affirme que le Congo depend fortement de ｜’importation et cette dependence va 

S’accen↑uer de plus en plus avec le rythme de croissance de la population. 

En ce qui concerne la distribution et la commercialisation des produits de peche 

artisanale, le presentateur a souligne que, pour les poissons pelagiques, si ｜’on consid主re

les quαntites distribuees sur le marche congolαis par source d’approvisionnement, les 

poissons congeles importes represen↑ent 83% de part du marche a cote de lO'Yo 
seulement pour la peche industrielle et 7% pour la peche artisanale. 

Pour les poissons demersau×distribues, la peche industr、iellecompte 52%, I’importa↑ion 

represente 47% distribuee en poissons sales et seches et les captures de la peche 

ar寸isanalese Ii mi tent seulement a 1 %. 

工Ia enfin conclu que le volume de distribu↑ion des produits halieutiques es↑lie non 

seulemen↑au volume de production mais aussi au×conditions de manipulation dans la 

chaine de valeurs desdits produits a savoir, leur traitement depuis la capture jusqu’a la 
consommation. 

Abordant les aspects concernant les Poissons congeles importes qui dominent le marche, 

le presentateur a souligne qu’auparavant I’approvisionnemen↑des marches en poissons 

captures sur le territoire national etait important et dominant au Congo, mais depuis 

quelques annees, les quantites de poissons importes depassent Iαproduction nationale 

de poissons de mer, et I’influence de l'approvisionnement en poissons importes augmente 

de plus en plus. 

En 2010, le pourcentage des poissons importes dans Iαconsommation nationale e↑ait de 

39,1%. 
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Les quanti↑es de poissons importes se subdivisent comme sui↑； 87% de poissons 

congel毛s,principalemen十 lesesp主cespelagiques, et 13% de poissons sales-seches, 

principalement les esp主cesdemersales. 

Quan↑a !'estimation de ｜αdemande de poisson dons I’avenir, I’ora↑eur a not if ie que si 
｜’on suppose que le tau×de croissance moyen de la populα↑ion congolaise qui est de 3.13% 

se maintient, et si l'on consid色rela consommation moyenne annuelle de poisson par 

habi↑ant comme invariable, la quan↑i↑e de poisson demandee au Congo pour les annees 

2015, 2020 et 2025 prevue respec↑ivement est de 189,2%, 220,8% et 257,5,o par 
rappor十ala produc↑ion nationale de la peche qui etait de 64.720 tonnes en 2010. Si la 
production de la peche na十ionalen’augmente pas, les ecar寸sde 57.749 tonnes, 78.157 
tonnes e↑101.965 tonnes de poisson devront etre combles par les poissons impor↑es. 

s’agissant de la reduction du deficit en poissons et du renforcement de la securitる
des produi↑s halieutiques, le presentateur a souligne que pour reduire le deficitαfin de 

renf orcer la secur噌itedes produits halieutiques, ii faut maintenir la qualite de poissons 

(reduire le volume de perte post-capture et assurer la fraicheur de poissons). 

Pour cela, tenant comp↑e de ｜’etat ac↑uel de la cha1ne de valeurs des produits de la 

peche ar寸isanalede Pointe-Noir’e, plusieurs points sont a ameliorer a chaque niveau de 
celle-ci. 

工Ia mentionne que la peche maritime artisanale presente plusieurs points foibles qui 

constituent des menaces. L'analyse et I’amelioration de ces points sont considerees 

comme point de depart pour ameliorer la cha1ne de valeurs des produits halieutiques. 

Par e×emple, maintenir la fraicheur des produits et eviter leur contamination sont des 

actions qui doivent etre prises le plus urgemment possible pour assurer la securite 

al i mentai re. 

Malheureusement, ces poin↑s ne sont pra↑iquement pas p刊sen compte dans le 

traitement actuel des produits de la peche artisanale a Pointe-Noir屯．

Abordant les aspects des actions pour analyser les points faibles et les ameliorer, le 

presenta↑eur a fait des propositions pour analyser les points faibles et les ameliorer. 

II a note que le Congo depend de plus en plus de ｜’importation des poissons et 

｜’approvisionnement par la peche artisanale est tres limite. 

Parmi les facteurs determinants qui constituent les points faibles de la peche ar↑isanale 

au Congo, ii a cite entre autres: 
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les variations saisonni主res pour les poissons 

｜’insuffisance de l'approvisionnement en poissons 
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Pour ameliorer ces points foibles, nous pensons qu’i I est necessai re 

d’augmenter la production en reduisant le volume de perte pos↑－ 

capture. 

Deu×i主mement,I’abondance des produits sur le marche due a I’intensite 
de l’activite de peche non regulee. II est done necessaire de reduire 

｜’effort de peche et amenager les infrastructures de conservation pour 

eviter la chu↑e de pri×． 

Troisi主mement,I’insuffisance des infrastructures de peche. Pour 

ameliorer ce poin↑， ii faut amenager les infrastructures de peche (lieux 

de dechargemen↑， G↑eliers de transforma↑ion, tables de vente etc.) 

Qua↑『司i主memen↑， lenon amenagement de ｜’infrastructure de transport. 

Pour ameliorer ce point, ii faut maintenir la fraicheur des produits (de 

la capture jusqu’au debarquement) et eviter la contamination des 

produits pendant le transport. 

Pour repondre a la demande de poissons, ii a note qu'il faudrait d’abord eviter le rejet 
de poissons apr主sla capture et augmenter la secur‘ite des produi↑s halieutiques. 

II a ensuite souligne I’ignorance sur I’impor寸ancede la fraicheur et le manque de moyen 

de maintien de fraicheur comme針。n↑despoints faibles. 

Pour ameliorer ces points, ii a estime necessaire de: 

renf orcer le syst主mede controle sanitaire et infliger des infrac十ions

en cas de non observation, pour assurer la secur、itedes produits vendus; 

Sensibiliser、lespecheurs, mareyeurs, detaillants et consomma↑eurs au 

maintien de la frrucheur des produits halieutiques et a la secur‘ite des 
aliments. 

Rehαusser le niveau de conscience sur les pra↑iques d’hygi主neen 

amenagean↑ les tables de vente des produits halieutiques et des 

equipements sanitaires sur les marches. 

Aussi, pour ameliorer les techniques de transformation, ii est indispensable que les 

poissons avant transformation soient de bonne qualite. 

Concernant I’AICP, ii a fait constater une faiblesse dans la gestion or~anisationnelle. 
D’ou la necessite de renforcer les capacites de ses dirigeants et celles des 

organisations anne×es. 

Abordan↑ le point sur la Contribution du PECHVAL, I’orateur a note que PECHVAL 

cont川buea I’amelioration des points faibles cites ci-haut. 

Jク7
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Le Presentateur a ensui↑e presente le Calendrier司 globαIdes activites『・ealisees.Celles-

ci Se presen↑ent comme suit : 

En premi色reannee (2012.9・2013.8),I’etude de base a ete eff ectuee. Cette etude a 

permis de clar‘ifier la si↑ua↑ion e↑les probl色mesactuels dons la chaine de valeurs de 

produits halieutiques a Pointe”Noir屯 e↑dese refleter dons les Proje↑s pilotes. 

En 2主meannee (2013.9-2014.8) et en 3主meannee (2014.9之016.2),les projets-pilo↑es 

son↑en cours de realisation. 

L’avis de soumission et I’appel d’offres de construction du centre de peche a ete 

effectues a la fin de la 2主meannee par le bureau de JICA Kinshasa. 

Ce pend an↑， la societe selectionnee ne pouvait pas poursuivre les 十ravau× de

construction et le contrat entre cette societe et la JICA a e恰 resilie.Quoique cela 

devra engendrer un grand retard dans I’avancement du pro jet, une nouvelle societe 

devrai↑etre selectionnee dans les meilleurs delais pour la poursuite des traval」×．

A la derni主rephase de 4主meannee (2016.2-), sera soumis au Comite Conjoint de 

Coordination (C.C.C.) le plan d’amelioration et d’actions pour obtenir I’approbation. 

s’agissant du Processus d’e×ecution du pro jet, le presentateur a souligne que l"objectif 
du present projet est d三laborer‘lesplans d’amelioration et d’action pour ameliorer la 

cha'i'ne de valeurs des produi↑s halieutiques a Poin↑e-Noir司eavec la collaboration de deu× 
parties a savoir、lapartie congolaise et la partie japonaise. 

II a ensui↑e notifi毛qu’apr色sla fin du pro jet, la partie congolaise devra commencer a 
executer les plans d’amelioration et d’action par elle-meme pour atteindre I’amるIioration 

de ｜αsi↑uation de la peche en augmentant la securi十ealimen↑aire. 

Le present9teur a releve que PECHV AL n’ayan↑commence ses ac↑ivites que depuis 

octobre 2012, avec I’approche de la fin de ce pro jet, une periode de prolongation est 

en train d’etre envisagee. 

s’agissant de la liste des projets pilotes, le presentateur a note que dans le cadre du 
PECHVAL, 6 projets pilotes sont en cours de realisation depuis le mois du mai 2013. 

II s’agit de: 

1・ Ameliorationde la qualite de poissons frais; 

Le PECHVAL e×毛cutele projet pilote de 《｜’Ameliorationde la qualitるdepoissons frais》

Pour contribuer a la reduction des pertes post-capture, le maintien de fra'i'cheur des 
poissons et le renforcement de la sensibilisation des pecheurs et mareyeurs. 

Les activites principales de ce projet pilo↑e sont: 
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a- E×per噌imenta↑ionde la methode amelioree de la peche en vue d’attenuer 

la degradation post-capture de poissons (pour le file↑dormant et ligne 

de fond); 

b-Diffusion de traitement ameliore des produits halieu↑iques en vue de 

preserver la fraicheur de poisson a I’etape de mareyages, etc ; 
c-En ↑roisieme annee du PECHV AL, de septembre 2014 jusqu’d present, 

nous avons e×perimen↑る lapeche amelioree en reduisan↑la duree de la 

maree et du file↑dans I’eau. On a egalement e×perimente l'utilisation de 

la glace pendant la maree e↑le mareyage. Une etude a ete menee sur 

l’espace de stockage de la glαce dans la pirogue petit mod主le.

A travers ces activi↑es I Se presen↑ent des difficultes du fait que les pecheurs refusent 

d’utiliser de la glace a cause du coGt supplementaire de l'achat de glace et de 
｜’insuffisance d’espace dans la pi rogue et que les pecheurs et les mareyeurs resten↑ 

encres dans des vielles pratiques et refusent l"innovation. 

2-Gestion de la plage de debarquemen↑ 

Le deu×i主meprojet pilote du PECHVAL s’intitule ≪la gestion de la plage de 

debarquement≫ ii vise a: 
eviter la contamination des poissons sur la plage; 

placer des bacs a ordures sur la plage; 
organiser un syst色mede rαmassage des deche↑s; 

net↑oyer reguli色rementla plage; 

developper la conscience de propre↑t environnementale chez les acteurs de ｜α 
peche. 

Le contenu des activites du present projet pilo↑e es↑； 

｜’etablissement du plan e↑du manuel de nettoyage et de gestion de dechets; 

la sensibilisation sur I’importance du nettoyage aupr色sdes acteurs de la peche; 

｜’etablissement e↑le renf orcement du comite du nettoyage; 

la realisation des journees de ne竹oyagede la plage de Songolo. 

En ↑roisi色meannee du PECHVAL, les activites de nettoyage de la plage qui ont 

commence depuis le mois de ｜’avril 2013, se poursuivent. 

Avec la Mairie de Mongo-Mpoukou, le PECHVAL a organise des reunions pour sensibiliser句

les acteurs de la peche sur I’impor↑ance dune竹oyage.Groce a I’implication de Monsieur 
le Maire, les acteurs ont pris conscience de la necessite d’assainir leur environnement 

professionnel. 

A travers ces activites, des difficultes sont encore presentes du fait que certains 

acteurs resistent encore a participer au×journees de nettoyage, d’autres continuent a 
enterrer les dechets de poissons a la plage e↑ le probl主mede manque de bacs a ordure 
demeure. 
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3-Amelioration des methodes de ↑ransformation de produits 

halieutiques 

Le troisi主meprojet pilote du PECH VAL s' in↑itule ≪I’amelioration des mるthodesde 

↑ransforma↑ion de produits halieutiques≫, ii vise a: 

renforcer la capacite de transformation; 

evi↑er la perte de fra'f cheur de poisson avant la transforma↑ion; 

ameliorer le fumoir. 

Le con↑enu des activit釘 dupresent projet pilo↑e est la sensibilisation sur I’hygi主neet 

｜’e×perimentation de la methode amelioree de fumage. 

En ↑roisi主meannee, I’e×per勾imentationdu fumoirαmeliore s’est poursuivie, la formation 

aussi a ete effectuee sur les bonnes pratiques d’hygi主neet de manipulation des produits 

halieutiques et sensibilise par media (T副ePointe-Noir‘e) sur les bonnes pratiques 

d’hygi邑neet de manipulation des produits halieutiques. 

Dans la realisa↑ion de ces activites, des difficultes persisten↑ du fait que les 

transformatrices refusent I’innovation et ne veulent pas utiliser le fumoir ameliore. 

Aussi elles n’obse『・ventpresque pas les regles d’hygiene pendant la manipulation de 

poissons. 

4-Amelioration de la methode de vente au marche public 

Le quatri主meprojet pilote du PECHVAL est ≪Amelioration de la methode de vente au 

marche public》.II vise a: 

renforcer la sensibilisation aupr主sdes detaillants sur le main十iende la f raicheur 

des produits et securite des aliments; 

amenager les tables de vente des produi↑s halieutiques et les equipements 

sanitaires au×marches publics. 

Dans le cadre du present projet pilote, Iα formation se realise pour I’amelioration de 

condition hygi主neau×S↑ands de produits halieutiques, la sensibilisation sur I’utilisation 

de glace lors de la vente de poissons frais et Iαdistribution des glaci主reset des tenues 

pour la vente de poisson. 

En troisi主meannee du PECHV AL, la formation se poursuit sur les bonnes pratiques 

d’hygi主neet de mαnipulation des produits halieutiques, I’amenagement des tables de 

vente de poisson et I’e×perimentation de la methode de vente ameliore au marche 

central. 

Cependant, les vendeurs ne son↑pas prets a l'innovation, ils refusent d’t』↑iliserla glace 
pendant la vente, ils observen↑ difficilement des regles d’hygi主nependant la 

manipulation de poissons et mettent rarement la tenue appropriee lors de la vente. Les 
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glacieres distribuees son↑uti Ii sees a d’autres fins, cer寸ainsvendeurs mettent toujours 
du sable sur le poisson. 

5-Amenagement des installations et des equipemen↑S 

Le cinqui主meproje↑pilo↑e du PECHV AL est《Amenagementdes installa↑ions et des 

equipements》．

Dans le cadre de ce projet pilo↑e a: 

defini le site du projet; 

etabli les plans de construction et du dossier d’appel d’offres. 

En ↑roisi主meannee, ii a ete conclu le con↑rat avec le contractant et commence les 

travau×de construction. 

Le contrat etait arrive a son terme mais les travau×n’ont pas avance. 

Le PECHVAL programme la conclusion du nouveau contrat avec un autre contractant 

dans un delai raisonnable. 

6・ E×ploi↑ationdes installations de peche artisanales 

Le si×i主meprojet pilote du PECHVAL qui s’in↑itule ≪E×ploitation des Installations de 

peche ar↑isanale》 visea renf orcer I’organisation de l’AICP et celle des organisations 
anne×es ainsi que les capacites des membres du comite de gestion. 

En troisi主meαnnee,I’organisa↑ion du comite de gestion de la SOV AGHAS devrait etre 

soutenue, la redac↑ion des reglements et du s↑atut du SOVAGHAS, la formation du 

comite de gestion. 

Cependant, com me ces ac↑ivites (sur唱tout la formation pratique) se derol』le

para I恰lementavec I’avancement des 十ravau×dela construction, le programme de ce 

projet pilote es↑en re↑ard a cαuse du retard desdits travau×． 

Concernant la formation au Senegal, le Presen↑ateur a indique que du 17 au 23 mai 2015 

s’es↑↑enue la formation au Senegal, du comite de gestion du futur centre de peche de 

Pointe-Noir沼（SOVAGHAS).Ayant beneficie de la cooperation japonaise la construction 

de plusieurs centres de peche, marches de poisson et autres infras↑ructures I le Senegal 

αservi de mod主lepour abriter ladite formation. Ce comite de gestion est compose de: 

Minis↑主rede la peche et de l'aquaculture (MPA), le Conseil departemental et municipal 

et I’Association pour I’αutopromotion des initiatives communautaires de peche (AICP). 

Le bu十decette formation etait de renforcer les capacites des membres du comite 

gestion de la SOVAGHAS, par des echanges avec les dirigeants des certaines 

infrastructures construites par la JICA au Senegal a savoir: le Centre de peche de 
Lompoul, le Comple×e de peche de Kayar, le Marche central au poisson de Kao lack et le 

Marche Cen↑ral au Poisson de Dakar・－
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La formation s’est derol」leedu 17 au 23 mai 2015, les participants etaient les membres 

du comi↑e de ges↑ion du SOVAGHAS compose des dirigeants de l’AICP, des 

represen↑an↑s du MPA e↑de la mairie de Pointe-Noire. Les autres participants etaient 

les agents du MPA a Pointe-Noir噌eet les representantes de fem mes transforma↑rices 
de poisson. 

La formation dans les differents cen↑res de peche e↑marches de poissons s’est 

focalisee sur↑rois objectifs principau×， no↑amment: 

。） Pour comprendre la responsabilite des dirigean↑s, les programmes suivis visaient: 

｜’organisation et activites de gestion; 

le role et les attributions des dirigeants. 

b) Pour comprendre le role de l'organisa↑ion, les programmes suivis ont concerne: 

｜’organigramme des comites concernes par Iαgestion; 

la coopera↑ion entre les pecheurs sedentaires et migrants. 

c) Pour comprendre le contenu des activi↑お degestion, les programmes suivis ont 

concerne: 

les activites de ges↑ion 

la pratique d’hygi色ne,le ne什oyagede la plage e↑des installations 

La visite des sites comme un tour sur les aires de transformation, de 

debarquemen↑et de transac↑ion des produits 

Les echanges d’e×periences 

Enfin, pour le bon fonctionnement du Centre, le Presentateurαinsiste sur Iαnecessite 

de: 

Avoir唱 unebonne cooperation entre l’Etat et les acteurs (AICP) 

nationau×et non nationau×，hommes et femmes; 

mettre des personnes competen↑es au×post es de Di recteur Gerαnts, 

de comptable et secretaire Gestionnaire; 

mettre en place des procedures transparentes de gestion, sur寸outau 

niveau des finances; 

introduire le syst主medes tickets ou carnet pour toute pres↑ation; 

ー utiliserau ma×imum de la prestation e×terieure 

Apres I’e×pose du presentateur, les participants on↑eu a s’echanger sur i’ensemble des 
questions a I’ordre du jour. Au terme des debats, ils ont emis le vceu pour une bonne 
reussite du projet. 
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Commence a 10 heures 30, la reunion du Comite Conjoin↑de Coordinationαpris fin a 14 
heures. 

Fait a Pointe-Noir司e,le 28 juillet 2015 

POUR L’AGENCE J APONAISE DE 

COOPERAT工ON INTERNATIONALE 

(JICA) 

Le chef de Mission du Projet PECHVAし

POUR LE MINISTERE DE LA PECHE ET 

DE L・AQUACULTURE

Le Directeur General de la Peche 

Mari↑i me 

Jean PierトeYOBARD MPOUSSA 

Le Seer、白αirede la Reunion, 

Directeur du Controle, de la 

Demarche Quali↑e et Securite Alimentαire 

Mαurice NKAYA 

T司／
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Liste des participants a la reunion du Comite Conjoint de Coordination du 28 juillet 2015 

Norn 
Structure I 

Fonction N。
Organisation 

KOUYEKIMINA MILANDOU Franvois Aime AICP Secretaire general 

2 INOUA IDRISSA AICP 2e vice-pr・esident

3 POA TY TA TY Bernard AICP membre 

4 TCHISSAMBOU Blaise Fresne AICP 
Repr・esentantpecheurs 

congolais 

5 DOSSAH AHLOU Jean Marc AICP ler vice-pr・esident

6 MAKAGNI PEMBA Jean Baptiste DDPA-PN 
chef de service peche 

町iaritime

7 MBAKOU Ange Kader DDPA-PN 
chef de service controle 

qualite 

8 LOCKO Alain Claude DDPA-PN CSAF 

9 EY ABI MFOUMOU Ange Karelle DDPA-PN Agent 

10 ONGUE Fortune DDPA-PN chef de bureau 

1 1 KENGUE Serge Justin 
DD domaine 

Directeur 
de l’Etat 

12 MBOUSSA AMAN DDPA-K chef de service 

13 MALONGA Jean Omer DDPA-PN chef de service 

14 MA TOUTY Parfait Mairie PNR 

15 MIZELE SAMBA Yvette DOPA”PN Agent 

16 MAMP ASSI Patrice DDPA-K Collaborateur 

17 MBOKO Joseph DDPA-PN Regisseur 

18 POUNOUMA OPOUGOU Joachim DDPA-K CSAF 
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19 PAKA-PAKA DDPAK chef de service 

20 TCHICA YA T Cyriaque DC chef du centre 

Directeur des affaires 

21 MILANDOU Jean Albe1i MPA administratives et 

日nanciとre

22 MPANDOU Pien・e MPA 
Directeur・etudeset 

planification 

23 NDOUCKY Patrick Pere! PECHVAL Agent de liaison 

24 KAY A Maurice PMA 
Directeur contI・ole

demarche qualite 

25 YOBARD MPOUSSA Jean Pierre MPA DG peche maritime 

26 MALONGA Jean Bosco DDPA-K Directeur 

27 BOKETSU Marianne JICA 
Directrice adjointe des 

programmes formation 

28 PEMBE MOUNTSOUEKE Julia Sylvie PECHVAL Secretaire 

29 ELOMBO A YOMA Marie Blaise 
DD 

env1ronnement 
chef de service 

30 LOEMBA MAKOSSO 
Mairie Mongo-

chef de cabinet 
Mpoukou 

31 ADJIW ANOU Luis Coffi Consulat Benin Secretaire general 

32 MISSAMOU Antoine DDPA-PN Directeur 

33 DJIMBI MAKOSSO DDPA-PN Agent 

34 MBAYESENE AICP Secretaire adjoint 

35 DIMOU Philippe 
Pr・efecturedu 

Prefet 
Kouilou 

36 BOUITY VIAUDO Roland Mairie centrale Maire 

37 TCHIBAMBELELA Bernard MPA Ministre 
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N° Nom Structure/organisation Fonction
1 DJOMBO Henri MAEP Ministre de l'Etat
2 MPIANDION Victor MAEP-Cabinet Conseiller Fiancier
3 MPANDOU Pierre MAEP-Cabinet DEP
4 ATSANGO Benoît Claude MAEP-Cabinet Conseiller Pêche et Aquaculture
5 NGOUEMBE Appollinaire MAEP-DGPA DG Pêche et Aquaculture
6 POATY MALANDA Virginie MAEP-DGPA Chef de service pêche maritime
7 NKAYA Maurice MAEP Directeur Contrôle, démarche qualité 

et sécurité alimentaire
8 MAPOLOKI Ben MAEP Protocol
9 DONGOU Brice MAEP Attaché Protocol

10 MISSAMOU Antoine DDPA-PN Directeur Départementale
11 MIENANZAMBI Léon DDPA-PN Chef de Service Pêche maritime
12 MALONGA Jean Omer DDPA-PN Chef de service
13 MBAKOU Ange Kader DDPA-PN Chef de service
14 MOKOBI Patricia DDPA-PN Chef de service
15 MIZELE Yvette Iea DDPA-PN Chef de service
16 SAKAMESSO Adèle DDPA-PN Chef de bureau, Finance et matérielle

17 MOUSSA Françoise DDPA-PN Chef Secrétariat
18 MAPASSI Patrice DDPA-PN Chef de Service
19 MAFOUKILA Maryse DDPA-PN Stagiaire
20 MISSAMOU Peyrera DDPA-PN Collaborateur
21 DIAFOU Florance DDPA-PN Collaboratrice
22 LOEMBA Doris DDPA-PN Collaboratrice
23 TCHIKAYAT Cyriaque DDPA-PN Responsable des balises
24 DIATOU Hoateuse DDPA-PN Collaboratrice
25 ETOU LOUEMBA Doris DDPA-PN Collaboratrice
26 EYABI MFOUMOU Karelle DDPA-PN Collaboratrice
27 DIMI Basil DDPA-PN Chef de service
28 BOKENDZA Yvon Magloire DDPA-PN Collaborateur
29 NZAOU PAMBOUD Venus DDPA-PN Collaboratrice
30 OKOUMILA OLEMBE Joachin DDPA-PN Collaborateur

31 MOBOMA Stephane DDPA-PN Superviseur
32 MVOUAMA Idemme DDPA-K Collaboratrice
33 MOKELO MBUMA Lambert DDPA-K Chef de Service
34 MATOUTY Parfait D ASA Mairie PN Directeur Sécurité Alimentaire
35 MABEKET EMBOS Maurice DD Aménage de terre Directeur Départemental
36 MOUNGUENGUI Jean Aimé DD Env. PN Directeur Départemental
37 TATI Yves DDDE-PN/MAFDP Chef de service
38 NZOULANI Milandou Dieulevue Port Autonome de PN Chef de division  Étude Technique

39 BAYA Cyrille Préfecture de PN Attaché Développement durable
40 MBIA Christian Préfecture de PN Conseiller Agro-pastoral/pêche
41 N’SITOU Antoine Préfecture du Koulou Conseiller
42 Col MOLONGO Romuald Région de Gendarmerie Commandant de région

Liste de participants du Comité Conjoint de Coordination du 17 février 2017
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43 MANDA Aubin Représentant DD 
Urbanisme

Collaborateur

44 OKO OKAKDZE Alphonse Marine Marchande Chef de service flotte equipement 
naval

45 ETA Daniel Marine Marchande Chef bureau Étude Technique
46 CDT NSANA Michel Marine National Officier en charge des OPS
47 BEREKIBARE Germinal Dorelle Ministère Affaire 

Étrangère
Collaboratrice

48 ADJIWANOU Louis Coffi Consulat Bénin Secrétaire général
49 NGOMA Louis Gabriel Raffinerie Chef de Quartier
50 INOUA Gisele Marcelline AICP Transformatrice
51 BANTOU Dieudonné AICP Trésorier Adjoint
52 MAKAYA Didier Lazarol AICP Président de Mareyeur
53 YEYE Basil AICP Responsable Béninois
54 DOSSAH Jean Marc AICP 1er vice président
55 MBAYE Sene AICP Secrétariat
56 DIOUF Ismael AICP Membre
57 MBOUNGOU Marie AICP Membre
58 INOUA Idrissa AICP / APPAC 2em vice président
59 MILANDOU Aimé AICP / APPAC Secrétaire général
60 BOUSSOUHOU Iuora APPAC Patron pêcheur
61 AOKI Toshimichi JICA Représentant résident de la JICA
62 BOKETSU Marianne JICA DPA
63 SHIBUTANI Michitsugu JICA Chargeur du Programme
64 TAKAHASHI Kuniaki PECHVAL Chef de projet
65 OTANI Tomoyuki PECHVAL Interprète
66 HAGIWARA Mikiko PECHVAL Coordinatrice
67 NDOKY Patrick PECHVAL Secrétariat
68 MOUNTSOUEKE PEMBA Julia PECHVAL Secrétariat

69 BAHOUAMIS Nicaise EDAU Scp Congo Chef Projet
70 SALIOU Faîssal Franck EDAU Scp Congo Contrôleur des travaux
71 KIZIMBOU Rivière OCEANA Répresentant DG
72 DAUDA Olivier SOCOPEC Superviseur
73 TATY BAMONAPHITY 

Gasmine
La Bouée Couronne PF

74 TATY Jean Baphiste La Bouée Couronne Membre
75 MALOUEKI Rucien Projet FAO ATP ATP
76 Guy Françis L DRTV Journaliste
77 ITOUA Heritier DRTV Cameraman
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4. 事業計画（案） 

1. CAPAP の現状 

1-1  CAPAP が提供するサービスの概要 

CAPAP の組織及び関連規約や規則の各案（承認待ち）で規定している CAPAP が提供するサ

ービス内容に、現在の営業状況を追記したものである。 

 

1）営業時間 

2018 年 6 月以降、センターは毎日 6時 30 分～16 時 30 分で営業をしている。また、ガソ

リン購入者は夕方もいるため、ガソリンスタンドは月曜日から土曜日は 6 時 30 分～18:00

まで、日曜日は 6時 30 分～12:30 まで営業している。 

 

2）CAPAP が提供するサービス利用単価 

サービス利用単価表（2018 年 10 月現在）は、次の通りである。なお、国に決められてい

るガソリンの販売価格以外のサービス価格は、市場価格、組織形態、社会的意義、クライア

ントの希望、センターの収支を考慮して決めることができる。 

 

CAPAP サービス利用単価表（2018 年 10 月現在） 

項目 詳細 
単価

(F.cfa) 
単位 

備考 

水揚料 POPO 型漁船水揚料 1 000 水揚 1回 *1 

 VILI 型漁船水揚料 500 水揚 1回 *2 

 まき網漁船／サメ漁 2 000 水揚 1回 *3 

荷捌場の利用料 捌き人利用料（機材及び荷捌場使用料） 300 1 日 *4 

 露天商利用料 100 1 日  

 加工人利用料（機材及び荷捌場使用料） 500 1 日 *5 

 仲買人利用料（機材及び荷捌場使用料） 500 1 日  

保管料 冷蔵庫使用料（箱数当たり） 250 1 箱／1日  

 保冷箱（小）製品倉庫預け料 (夜間) 250 1 箱／1晩  

 保冷箱（大）製品倉庫預け料 (夜間) 1 000 1 箱／1晩  

 製品倉庫利用料 (保管量による) 200 - 500 1 箱／1日  

氷販売 氷販売 (/kg)＝1 シャベル 50 1 kg  

 氷販売･(魚箱１箱分) 500 魚箱１箱  

 氷販売 (袋/25kg) 1 300 1 袋  

水販売 
水 （25 ﾘｯﾄﾙ） 50 1 タンク(25L)  

まとめ買い(1 日当たりタンク 10 本まで) 2 000 1 カ月 *6 

鮮魚小売店舗 

（1店舗） 
販売場所賃貸料 65 000 1 カ月 

 

集会室 
集会場及びイス使用料 25 000 1 回  

組合員 10 000 1 回  
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項目 詳細 
単価

(F.cfa) 
単位 

備考 

公衆トイレ 公衆トイレ使用料 100 1 回  

船外機修理場 場所代 ※検討中 1 カ月 *7 

食堂（場外） 場所代 300 1 日  

燃油 
ガソリン販売 595 1 リットル  

潤滑油販売 ※検討中  *8 

駐車場 
タクシー 100 1 回  

手押し車（荷物運搬者） 200 1 日 *9 

*1：Popo 船の水揚げは 2018 年 9 月以降少しずつ始まっている。 

*2：Vili 船の水揚げはセンター営業開始当初から水揚げが継続している。 

*3：まき網漁船の利用は現在ない。 

*4：捌き人利用料は 300F.fca／日と単価表では設定されているが、センターでは現在直接

捌き人から利用料を定額徴収できていない。センターが徴収する代わりに、各捌き人が自分

の報酬に応じて 100－200 F.fca ずつ献金し、4人の清掃人（センター雇用ではない）に給

料を払って交代で毎日清掃をしてもらうことにしている。その献金が 6,000 F.fca を上回

ったら、その余りをセンターに捌き人利用料として払うというルールになった。7月後半か

らそのルールによりセンターに支払いがされている。4人の清掃人は一人 300 F.fca ぐらい

しかもらえない日でもとにかく毎日掃除している。センター雇用の清掃兼機材管理係だけ

では、捌き場の掃除をしきれないため、現地の状況にあったルールが設定されたとのこと。 

*5：センターで加工作業をする加工人はいないため徴収実績はない。なお原魚の購入に消費

者として来場している。 

*6：水の購入は 25L 単位での購入が主で、まとめ買いはない。 

*7：船外機修理場スペースの利用者（賃借人）は現在いない。 

*8：潤滑油の販売予定は今のところない。 

*9：手押し車の徴収実績はない。 

 

1-2   CAPAP の顧客 

（1）顧客（センター利用者） 

顧客は、利用料を支払ってセンターのサービスを利用する漁業関係者と、センターで販売

される水産物の購入に訪れる一般消費者であり、主に次のような利用者が想定されている。 

・船主 

・零細漁民 

・水産物の仲買人 

・水産物の加工人（※加工人は加工原魚を購入する消費者として来場している） 

・水産物の小売人 

・捌き人（魚の解体、うろこ落し、輪切りなど） 
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・一般消費者 

 

1-3   収支計画 

（1） 収入実績（2018.7 月～9 月）に対する支出計画の収支 

 後述する施設利用料の目標収入額（目標値 3,384,000F.fca）に対して、2018 年 7 月～9

月までの 3ヶ月収入実績平均（1,162,417 F.fca）が占める割合は約 34％であった。施設利

用料収入を増やすためには、利用者からの適切な利用料金の徴収、利用者側の利便性を向上

させる営業努力（臨機応変に対応し、利用者がサービスを利用しやすい環境を作る、など）

及び需要と他所との競合状態を検討した上での単価設定も必要と考えられる。 

2018.7 月～9月までの収入実績に対する支出計画値の収支は次表のとおりであり、3ヶ月

の収支平均は、5,424,300F.fca／月の赤字となっており、年額では約 6,516 万 F.fca（日本

円で約 1,303 万円）の赤字が想定される。 

黒字とするには、施設利用料収入を増やす努力に加え、コンゴ政府による CAPAP に対する

予算措置が必要である。 

 

収入実績（月額）に対する支出計画値（月額）の収支 

（単位：F.fca）   

見出し番号  7 月 8 月 9 月 

1） 施設使用料収入（実績） 933,150 1,363,750 1,190,350 

- 燃油販売収入（実績） 3,909,945 6,056,185 8,315,720 

（2） 支出（計画値） 12,684,000 12,684,000 12,684,000 

 収支 ▲ 7,840,905 ▲ 5,264,065 ▲ 3,167,930

 3 ヶ月収支平均  ▲ 5,424,300

 

1） 収入実績（2018 年 7 月～9 月） 

 2018 年 7 月から 9月までの施設利用料の収入実績は次のとおりである。 

 

施設使用料の収入実績内訳（2018 年 7 月～9月）    （単位：F.fca） 

 7 月 8 月 9 月 3 ヶ月合計 3ヶ月平

均 

最大値 最小値 

Popo 船水揚料 0 0 9,000 9,000 3,000 9,000 0 

Vili 船水揚料 115,000 105,500 70,500 291,000 97,000 115,000 70,500 

販売台利用料 155,500 185,000 142,000 482,500 160,833 185,000 142,000 

冷蔵庫利用料 80,250 69,750 29,250 179,250 59,750 80,250 29,250 

氷販売 381,450 811,750 772,450 1,965,650 655,217 811,750 381,450 

水販売 16,250 22,650 17,600 56,500 18,833 22,650 16,250 

トイレ利用料 28,250 27,000 23,300 78,550 26,183 28,250 23,300 

捌き人利用料 32,750 10,500 10,000 53,250 17,750 32,750 10,000 
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 7 月 8 月 9 月 3 ヶ月合計 3ヶ月平

均 

最大値 最小値 

倉庫預かり（小） 27,400 32,500 16,750 76,650 25,550 32,500 16,750 

倉庫預かり（大） 0 5,000 0 5,000 1,667 5,000 0 

露天商・移動販売 3,000 3,000 4,100 10,100 3,367 4,100 3,000 

レストラン（場外） 19,400 20,200 16,600 56,200 18,733 20,200 16,600 

駐車場 23,900 20,900 13,800 58,600 19,533 23,900 13,800 

鮮魚販売所賃貸料 50,000 50,000 65,000 165,000 55,000 65,000 50,000 

施設使用料収入合計 933,150 1,363,750 1,190,350 3,487,250 1,162,417 1,435,350 772,900 

 

2） 支出実績（2018 年 7 月～9 月） 

 2018 年 7 月から 9月までの支出実績（ガソリン購入費除く）は次のとおりである。現在、

CAPAP の支出原資は水産局の漁業基金であり、必要額を局長に申請し、許可された分につい

て予算措置を受け、支出を行なっている。 

 

             支出実績（2018 年 7 月～9月）     （単位：F.fca） 

月 7 月 8 月 9 月 

費目  
給与 215,000 1,479,000 40,000 

給与（超過勤務） 150,000 832,000 115,000 

交通費 39,650 36,000 66,000 

発電機燃料 176,000 188,000 156,000 

車両燃料 27,000 97,000 0 

旅費 731,000 0 100,000 

外注費 778,100 193,000 588,483 

警官手当 5,000 0 0 

消耗品費 175,750 276,850 756,000 

光熱費 8,000 0 0 

印刷費 35,000 155,000 0 

広告費 276,500 373,000 79,200 

通信費 100,000 110,000 113,000 

会議費 149,500 0 0

福利厚生費 65,000 0 0

上記小計 2,931,500 3,739,850 2,013,683 

初期設備費用等 2,620,000 1,046,500 1,320,000 

総合計 5,551,500 4,786,350 3,333,683 

 

 表内 初期設備費用等及びガソリン購入費用を除いた支出額は、8 月（3,739,850F.fca）

と 9 月（2,013,683F.fca）では 1,726,167F.fca の差がある。これは、7 月分給与と 8 月分

給与が 8月に支払われており、9月分給与が 9月末までに支払われなかったためである。 

また、表内の「初期設備費用等」には、ガソリン販売所開設時のコンサルタント契約費用、

捌き場前コンクリ打ち拡張工事費などが含まれていたが、毎年定期的に発生する費用では

ないことは確認された。 
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3） 実績（2018 年 7 月～9 月）に基づく収支状況 

 2018 年 7 月から 9月の収支実績（ガソリンにかかる収入及び支出を除く）を次に示す。 

 

 月 7 月 8 月 9 月 

費目   

施設使用料収入（実績）（a） 933,150 1,363,750 1,190,350 

支出（実績）総合計   (b) 2,931,500 3,739,850 2,013,683 

収支（A） =(a)-(b) ▲ 1,998,350 ▲ 2,376,100 ▲ 823,333

支出（実

績） （c）※初期設備費用等含む。 5,551,500 4,786,350 3,333,683 

収支（B） 
=(a)-（c）※初期設備費用等含

む。 
▲ 4,618,350 ▲ 3,422,600 ▲ 2,143,333

 （1）に示した想定赤字よりも少ない理由は、製氷機や冷蔵庫の修理費・更新費用、金属

箇所の塗装などの施設維持管理費や減価償却費などが含まれていないためである。そのた

め、次の（2）ではその経費も計上して支出計画を算出した。 

 

（2） 支出計画 

 次ページに支出計画を示す。この数値は、2018 年 7 月から 9 月までの支出から初期の設

備投資や開設当初にかかる費用を除き、将来の施設を運営維持管理していくため必要と想

定される経費を、支出実績及びセンター職員の各担当への現状聞き取りから金額を設定し

た。また、2019 年の施設の瑕疵検査以降、製氷機、冷蔵庫、金属箇所の塗装などの施設維持

管理費や、将来的な設備機材更新費用、減価償却費が発生することが考えられ、それらの維

持管理費も必要経費として計上した。ガソリン購入費は、１ヶ月に１タンク（14,000L）が

販売される想定にて購入費用を計上した。 

なお、電気代は、7月 14 日付けで農畜水産大臣から CAPAP が農畜水産省の管轄下に入り、

今後電気料金は農畜水産省が負担するとの告示がでている。CAPAP の支出からは確認できな

かったため、政府が負担しているものとして政府予算月額（計画）に入れている。 
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支出計画 

費目  備考 数量 単価(FCFA) センター支出月

額（計画） 

政府予算 

月額（計画） 

年 センター支出

年額（計画） 

政府予算 

年額（計画） 

人件費 センター長 1名 1名 200,000 /月 200,000  12 2,400,000 

 総務 1名 1名 150,000 /月 150,000  12 1,800,000 

 経理 1名 1名 100,000 /月 100,000  12 1,200,000 

 衛生保安環境管理者 1名 1名 150,000 /月 150,000  12 1,800,000 

 レジ（会計）兼秘書 1名 1名 92,500 /月 92,500  12 1,110,000 

 製氷係（冷蔵庫と製氷庫管理含む） 2名 2名 100,000 /月 200,000  12 2,400,000 

 給油係 1名 1名 100,000 /月 100,000  12 1,200,000 

 水販売／製氷監視係 1名 1名 50,000 /月 50,000  12 600,000 

 清掃／機材管理係 1名 1名 50,000 /月 50,000  12 600,000 

 料金回収係 2名 2名 52,000 /月 104,000  12 1,248,000 

 警備員（1） 1名※月～金夜勤含む 1名 130,000 /月 130,000  12 1,560,000 

 警備員（2） 1名※土、日夜勤含む 1名 70,000 /月 70,000  12 840,000 

 超過勤務手当（日曜出勤） @5000F*6名*52回／年 1式 30,000 /回 130,000  12 1,560,000 

 超過勤務手当（超過勤務） 455,000F(8月実績）×年4回想定 1式 151,000 /月 151,000  12 1,812,000 

人件費（政府負担） 品質管理責任者   0 /月 0  12 0 

 海面・内水面漁業責任者   0 /月 0  12 0 

 統計責任者   0 /月 0  12 0 

販売燃油購入費  1回 8,078,000 /月 8,078,000  12 96,936,000 0 

旅費交通費 交通費（通勤費等） 雇用者通勤費 1式 100,000 /月 100,000  12 1,200,000 

 管理委員会総会 委員 出張旅費 

（ブラザビルから召集者分を想定） 

年1回常会時に2名／回 

（臨時総会は含まず） 

2名 150,000 /回 25,000   300,000 

 管理委員会臨時総会 委員 出張旅費 

（ブラザビルから召集者分を想定） 

年1回想定として 2名 150,000 /回 25,000   300,000 

 ブラザビル出張旅費（CAPAP職員） 1名 年3回想定として 年3回 150,000 /回 37,500   450,000 

会議費 管理委員会常会 会議開催費 年1回 年1回 150,000 /回 12,500   150,000 

 管理委員会臨時総会 会議開催費 年1回想定として 年1回 150,000 /回 12,500   150,000 

 CAPAP内会議費 年3回想定として 年3回 75,000 /回 18,750   225,000 

広告宣伝費 木製看板更新費 年1回限度として 年1回 26,000 /回 2,167   26,000 

 ラジオ放送 宣伝費 年4回限度として 年4回 10,000 /回 3,333   40,000 

 テレビ 宣伝費 年1回限度として 年1回 50,000 /回 4,167   50,000 

外注費（メンテナンス） 製氷・冷凍機器保守管理 （現状契約なし）（想定） 1式 500,000 /月 500,000  12 6,000,000 

 ガソリンスタンド保守管理 （契約ないがFU中）（想定） 1式 20,000 /月 20,000  12 240,000 

 残滓処理費（※一般ゴミ除く） 1名 1名 15,000 /月 15,000  12 180,000 

 消火器メンテナンス費（1回／半年）  1回 160,000 /回 26,667  12 320,000 

 井戸水塩素調整  1回 10,000 /回 10,000  12 120,000 

 排水桝（浜側）汚水くみ出し料  1回 7,500 /月 7,500  12 90,000 

外注費（メンテナンス） トイレ浄化槽汲取り  年2回 60,000 /回 10,000  12 120,000 

 塗装補修費  1回 688,669 /回 57,389  12 688,669 

 備品更新費用積立金 制服、備品更新積み立て 1式 20,000 /月 20,000  13 260,000 

 修繕積立金（製氷機・冷凍庫・ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ）  1式 120,000 /月 120,000  14 1,680,000 

水道光熱費 電気料金 (kWH) 月額定額 1式 2,300,000 /月 0 2,300,000 12 0 27,600,000 

 水道料金 ※井戸水のため、なし。 1式 0 /月 0  12 0 

 調理場ガス  1式 8,000 /月 8,000  12 96,000 

 発電機燃料（160L/回）  4回/月 52,000 /回 208,000  12 2,496,000 

 発電機オイル交換（3ヶ月に1回）  年4回 20,000 /回 6,667  12 80,000 

通信費 センター固定電話料金  1式 30,000 /月 30,000  12 360,000 

 インターネット料金（WIFI)  1式 80,000 /月 80,000  12 960,000 
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費目  備考 数量 単価(FCFA) センター支出月

額（計画） 

政府予算 

月額（計画） 

年 センター支出

年額（計画） 

政府予算 

年額（計画） 

車両費 車両ガソリン代  4回 25,000 /回 100,000  12 1,200,000 

 ドライバー給与 1名 1名 100,000 /月 100,000  12 1,200,000 

印刷費 販売チケット印刷費  1式 100,000 /月 100,000  12 1,200,000 

 管理委員会等 資料印刷代  年1回 100,000 /回 8,333  12 100,000 

消耗品費 事務用品(封筒、筆記用具）  1式 300,000 /月 300,000  12 3,600,000 

 消耗品費（掃除道具、殺虫剤等）  1式 200,000 /月 200,000  12 2,400,000 

 製氷機用塩袋  1袋 4,250 /月 4,250  12 51,000 

福利厚生費   1式 100,000 /月 100,000  12 1,200,000 

税金等 環境税、面積税、営業税、土地使用税 ※行政法人で無し。  0 /月 0  12 0 

一般ゴミ処理費 一般ゴミ ※現在、区が回収。  0 /月 0  12 0 

減価償却費 製氷機、冷蔵機器 1式 655,769 /月 655,769  12 7,869,225

   月 12,683,991 2,300,000  152,467,894 27,600,000 

  支出計画値 千F.fca未満切り上げ 12,684,000 ／月  153,468,000 ／年 
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（3） 収入計画（目標値） 

次に収入目標値を示す。なお、この目標値（11,714,000 F.fca）は、現状からほぼ利用率 100％に近づけることを目標に設定しているが、前述の支出計画値（12,694,000F.fca）に届いておらず、下表を達成でき

たとしてもより一層の収入増加の努力、または、CAPAP へのコンゴ政府からの追加予算措置が必要となってくる。 

下表内（A)は単価表にもとづく利用料、（B)は 2018 年 7 月から 9月の収入実績から一日あたりの平均利用状況を算出した。（C)は、収入実績とセンターにおける利用状況から、今後の収入が期待できる利用料を想

定し目標値を設定した。なお、Popo 船による水揚げは 9月に初めて実績があり、今後の利用率が上がるかどうかは未知数である。Vili 船は平均 6隻／日の水揚げがあることから、目標値は比較的現実的な数字と考

えられるが、豊漁期、閑漁期の差が出てくる箇所である。小売販売台については、現在 20 台／日程度の利用はあるものの全ての利用者から利用料を徴収できていないのが現状である。販売台が現在 34 台設置され

ていることからこの数値を上限として販売台利用料の目標値を設定した。氷販売は、実績平均では 1日 437kg となっており、目標値はその 3倍以上で設定した。製氷機能力は日産 2.5 トンであることから半量の

1.25 トンは営業時間外の夜間に製造される。実績では、出漁する漁船により 1回に 1,500kg ほどの購入が過去 3ヶ月において１ヶ月に数回確認されていること、また氷を予約できないか、という問い合わせもあ

る、とのことから漁船からの需要は高い。また、氷の普及を目的としたことから、氷の販売単価は他所と比べて安価である。氷の普及状況を踏まえながら、単価設定の検討をすることが今後の課題と考えられる。

トイレ利用料、捌き人利用料、倉庫預かり（大、小）、露天商・移動販売、レストラン（場外）、駐車場利用料のうち今後、利用状況が増える可能性があるのは倉庫預かり（小）程度であり、その他の利用料が劇的

に伸びる可能性は想定しておらず、また伸びたとしても赤字補填に貢献するほどの伸びはないと想定している。 

 

収入計画（目標値） 

(F.fca) 単価 実績平均／日 目標値／日 目標値／月 収入（計画）100% 90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 20% 10% 

 （A) （B) （C) （C)×30日 （A)×（C)×30日   

Popo水揚料 1,000/回 0隻/回 10隻/回 300 300,000 270,000 240,000 210,000 180,000 150,000 120,000 90,000 60,000 30,000 

Vili水揚料 500/回 6隻/回 10隻/回 300 150,000 135,000 120,000 105,000 90,000 75,000 60,000 45,000 30,000 15,000 

販売台利用料 500/日 11台/日 34台/日 1,020 510,000 459,000 408,000 357,000 306,000 255,000 204,000 153,000 102,000 51,000 

冷蔵庫利用料 250/日 8ケース/日 10ケース/日 300 75,000 67,500 60,000 52,500 45,000 37,500 30,000 22,500 15,000 7,500 

氷販売 50/kg 437kg/日 1,400kg/日 42,000 2,100,000 1,890,000 1,680,000 1,470,000 1,260,000 1,050,000 840,000 630,000 420,000 210,000 

水販売（25L/個） 50/25L 13個/日 15個/日 450 22,500 20,250 18,000 15,750 13,500 11,250 9,000 6,750 4,500 2,250 

トイレ利用料 100/回 9回/日 10回/日 300 30,000 27,000 24,000 21,000 18,000 15,000 12,000 9,000 6,000 3,000 

捌き人利用料 ※    10,000 9,000 8,000 7,000 6,000 5,000 4,000 3,000 2,000 1,000 

倉庫預かり（小） 250/晩 3回/日 5回/日 150 37,500 33,750 30,000 26,250 22,500 18,750 15,000 11,250 7,500 3,750 

倉庫預かり（大） 1,000/晩 0回/日 1回/日 30 30,000 27,000 24,000 21,000 18,000 15,000 12,000 9,000 6,000 3,000 

露天商・移動販売 100/日 1回/日 2回/日 60 6,000 5,400 4,800 4,200 3,600 3,000 2,400 1,800 1,200 600 

レストラン（場外） 300/日 2回/日 2回/日 60 18,000 16,200 14,400 12,600 10,800 9,000 7,200 5,400 3,600 1,800 

駐車場 100/回 7回/日 10回/日 300 30,000 27,000 24,000 21,000 18,000 15,000 12,000 9,000 6,000 3,000 

鮮魚販売所賃貸料 65,000/月    65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 

上記小計     3,384,000 3,052,100 2,720,200 2,388,300 2,056,400 1,724,500 1,392,600 1,060,700 728,800 396,900 

ガソリンスタンド 595/L    8,330,000 7,497,000 6,664,000 5,831,000 4,998,000 4,165,000 3,332,000 2,499,000 1,666,000 833,000 

合計     11,714,000 10,549,100 9,384,200 8,219,300 7,054,400 5,889,500 4,724,600 3,559,700 2,394,800 1,229,900 

※捌き人利用料： 捌き人利用料を徴収するかわりに、各捌き人が報酬に応じて100－200フランずつ献金し、4人の清掃人（センター雇用ではない）に給料を払って交代で毎日清掃をしてもらうことにし、うまく行っている。その献金

が6000フランを上回ったら、余りはセンターに払うというルールになっている。ときには一人300フランぐらいしか払えなくとも、とにかく毎日掃除してくれている。 

 

 上記の目標値に対して、現状の実績平均が該当する箇所を網掛け（オレンジ）で示した。施設利用料収入の 3 ヶ月平均実績は、施設利用料収入は目標値の 34%である。ガソリン販売収入の 3 ヶ月平均実績は目標値

の 73%であるが、9月にガソリン販売額が目標値の 99.8%に達したことから、現状の設備ではガソリン販売による増収は見込めず頭打ちである。 

 黄色の網掛け箇所は、現在の各利用料収入合計額が目標値に占める割合を示している。例えば、Vili 水揚料収入は目標値に対して 50％利用率となっていることを示している。 

このように、「施設利用料」を目標値まで引き上げる努力が喫緊の課題であり、施設利用者の増加及び一般消費者のセンターへの呼び込みなどのセンター運営主体による営業努力は欠かせない。また、黒字経営を行

うためには CAPAP へコンゴ政府の定期的な予算措置が必須である。（以上） 
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